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配布資料第二部： 
GX戦略地域 
AIデータセンター事業化SWOT分析  
追加完全版（青字は追加地域） 

北海道石狩市 

秋田県秋田市 

茨城県常総市／つくば市 

福岡県北九州市／直方市／鞍手町 

北海道苫小牧市  

宮城県富谷市　 

栃木県矢板市  

富山県南砺市　 

香川県（綾川町／坂出市／丸亀市）　 

鹿児島県薩摩川内市 
 
 

【はじめに】 
AIデータセンターは、初期投資が数千億円以上になるインフラ設備であり、プロジェクトファイナン
スなど高度なストラクチャード・ファイナンスが不可欠な「インフラ投資」である。インフラ投資の知

見は、国内・海外の発電案件等に長年携わってきた総合商社、プラント会社、プロジェクトファイ

ナンスを組成する銀行などを除くほとんどの業界には、ない。従って、経済産業省が認定した9地
域10地点の関係者においても、インフラ投資の基本的な知見がないまま走り出すと、成立できな
い案件に無駄な時間や労力を費やすことになりかねない。本SWOT分析は、インフラ投資案件と
しての各地点のAIデータセンター建設について、成立させるためには何が要点となるかを関係各
位に認識していただき、限られたリソースをよりよく用いていただけることを趣旨として作成した。 
 



3 

【目次】 
 
【はじめに】 
【目次】 
 

GX戦略地域・北海道石狩市のAIデータセンターSWOT分析：300MW級AI DC投資採算性の検
証 

北海道 石狩市 構造化SWOT分析 
Strengths（強み） 
Weaknesses（弱み・課題） 
Opportunities（機会） 
Threats（脅威） 
300MW級事業化の現実度（暫定評価） 

深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
2. 送電系統制約と275kV超高圧受電インフラの整備課題 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
4. 立地環境・冷却用水インフラと気候適応 
5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
6. 事業化進捗状況と競合分析：苫小牧案件との対比 
【図表2】北海道GX戦略地域における石狩市 vs 苫小牧市の受電容量推移・通信遅延比
較 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 

引用・参照情報源の明記 
引用文献 
 

GX戦略地域・秋田県秋田市のAIデータセンターSWOT分析：300MW級AI DC投資採算性の検
証 

■ 秋田県 秋田市 構造化SWOT分析 
【Strengths（強み）】 
【Weaknesses（弱み・課題）】 
【Opportunities（機会）】 
【Threats（脅威）】 
【300MW級事業化の現実度（暫定評価）】 

深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
2. 送電系統制約と275kV/154kV超高圧受電インフラの整備課題 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
4. 立地環境・冷却用水インフラと気候適応 
5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
6. 事業化進捗状況と競合分析：宮城県富谷市および北海道勢との対比 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 
プロジェクトファイナンス・アーキテクチャ図解 
3者一体型SPC構造と段階的展開による、オフテイクおよび系統リスクの低減 



4 

引用文献 
 

GX戦略地域・茨城県（常総市／つくば市）のAIデータセンターSWOT分析：300MW級AI DC投資
採算性の検証 

■ 茨城県 常総市／つくば市 構造化SWOT分析 
【Strengths（強み）】 
【Weaknesses（弱み・課題）】 
【Opportunities（機会）】 
【Threats（脅威）】 
【300MW級事業化の現実度（暫定評価）】 

深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
2. 送電系統制約と275kV/154kV超高圧受電インフラの整備課題 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 

表1：受電・インフラ・通信・計算基盤 主要KPI（300MW規模想定） 
表2：つくば市・常総市 エリア別地価水準の比較（2026年公示地価・基準地価・実勢
相場） 
表3：主要DC開発プロジェクトおよび北関東競合候補地の敷地面積内訳（単位：ha） 

4. 立地環境・冷却用水インフラとBCP（水害・気候）適応 
左側の常総市エリアでは2015年鬼怒川決壊時の最大浸水深3.0mを踏まえ、3m超
の盛土造成と防水壁、および特別高圧受変電設備・非常用発電機の2階配置による
水害BCP対策を実装し、回収した液冷排熱を隣接する大型園芸施設へ供給する。右
側のつくば市エリアは関東ローム層と下総層群からなる強固な洪積台地に位置し、
基礎杭コストを抑えつつ産総研等の研究機関と光直結する。 
表4：つくば市・常総市の地盤特性に応じたBCP設計と閉ループ液冷・地域還元アー
キテクチャ比較 

5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
6. 事業化進捗状況と競合分析：千葉県印西エリアおよび栃木県矢板市との対比 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 

引用・参照情報源の明記 
 

GX戦略地域・福岡県（北九州市／直方市／鞍手町）のAIデータセンターSWOT分析：300MW級
AI DC投資採算性の検証 

福岡県 北九州市／直方市／鞍手町 構造化SWOT分析 
Strengths（強み） 
Weaknesses（弱み・課題） 
Opportunities（機会） 
Threats（脅威） 
300MW級事業化の現実度（暫定評価） 

深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 

表1-1：GX戦略地域（第1弾）類型別審査結果とOCCTO送電網先行整備の主要指標 
表1-2：九州電力管内における再生可能エネルギー出力制御率の推移 

2. 送電系統制約と220kV/500kV超高圧受電インフラの整備課題 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
4. 立地環境・冷却用水インフラとBCP（水害・気候）適応 



5 

5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
6. 事業化進捗状況と競合分析：九州半導体案件および鹿児島県薩摩川内市との対比 

表2-1：九州GX戦略地域2拠点の産業用地面積と国基準の比較 
表2-2：直方・鞍手工業用地の都市交通アクセスおよび造成工事規模（5工区） 
表2-3：自然災害ハザード設計指標（西山断層帯の想定地震規模と遠賀川浸水想定
ランク） 

7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 
引用・参照情報源の明記 
 

GX戦略地域・北海道苫小牧市のAIデータセンターSWOT分析：300MW級AI DC投資採算性の
検証 

■ 北海道 苫小牧市 構造化SWOT分析 
【Strengths（強み）】 
【Weaknesses（弱み・課題）】 
【Opportunities（機会）】 
【Threats（脅威）】 
【300MW級事業化の現実度（暫定評価）】 

深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
2. 送電系統制約と275kV超高圧受電インフラの整備課題 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
4. 立地環境・冷却用水インフラと気候適応 
5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
6. 事業化進捗状況と競合分析：石狩市および千歳ラピダスとの対比 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 

引用・参照情報源の明記 
引用文献 
 

GX戦略地域・宮城県富谷市のAIデータセンターSWOT分析：300MW級AI DC投資採算性の検
証 

■ 宮城県 富谷市 構造化SWOT分析 
【Strengths（強み）】 
【Weaknesses（弱み・課題）】 
【Opportunities（機会）】 
【Threats（脅威）】 
【300MW級事業化の現実度（暫定評価）】 

深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
2. 送電系統制約と275kV/154kV超高圧受電インフラの整備課題 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
4. 立地環境・冷却用水インフラと気候適応 
5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
6. 事業化進捗状況と競合分析：秋田県秋田市および北関東勢（矢板・常総つくば）との
対比 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 



6 

引用・参照情報源の明記 
引用文献 
 

GX戦略地域・栃木県矢板市のAIデータセンターSWOT分析：300MW級AI DC投資採算性の検
証 

■ 栃木県 矢板市 構造化SWOT分析 
【Strengths（強み）】 
【Weaknesses（弱み・課題）】 
【Opportunities（機会）】 
【Threats（脅威）】 
【300MW級事業化の現実度（暫定評価）】 

深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
2. 送電系統制約と275kV/154kV超高圧受電インフラの整備課題 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
4. 立地環境・冷却用水インフラと気候・災害適応 
5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
6. 事業化進捗状況と競合分析：茨城県（常総市／つくば市）との北関東直接対決 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 

引用・参照情報源の明記 
引用文献 
 

GX戦略地域・富山県南砺市のAIデータセンターSWOT分析：300MW級AI DC投資採算性の検
証 

■ 富山県 南砺市 構造化SWOT分析 
【Strengths（強み）】 
【Weaknesses（弱み・課題）】 
【Opportunities（機会）】 
【Threats（脅威）】 
【300MW級事業化の現実度（暫定評価）】 

深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
2. 送電系統制約と275kV/154kV超高圧受電インフラの整備課題 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
4. 立地環境・冷却用水インフラと豪雪気候への技術適応 
5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
6. 事業化進捗状況と競合分析：他の地方創生型拠点（秋田・薩摩川内等）との対比 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 

引用・参照情報源の明記 
引用文献 
 

GX戦略地域・香川県（綾川町／坂出市／丸亀市）のAIデータセンターSWOT分析：300MW級AI 
DC投資採算性の検証 

香川県 綾川町／坂出市／丸亀市 構造化SWOT分析 
【Strengths（強み）】 



7 

【Weaknesses（弱み・課題）】 
【Opportunities（機会）】 
【Threats（脅威）】 
【300MW級事業化の現実度（暫定評価）】 

深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
2. 送電系統制約と187kV/500kV超高圧受電インフラの整備課題 
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引用文献 
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GX戦略地域・北海道石狩市のAIデータセン
ターSWOT分析：300MW級AI DC投資採算
性の検証 
2026年9月11日、経済産業省は「GX2040ビジョン」を具体化する「GX戦略地域制度（第1弾）」に
おいて、「データセンター集積型」の9地域10地点を正式認定しました1。その中核拠点として選定

された北海道石狩市は、今後10年程度でギガワット（GW＝1,000MW）規模の次世代データセン
ター（DC）クラスターを形成する国家構想を担っています3。しかし、政策目標としての「GW級集
積」と、国内外のインフラファンドや事業会社がプロジェクトファイナンス（PF）を組成して投資意思
決定（FID）を下す「投資適格サイズ（受電容量300MW規模）」の大型AIデータセンター（AI-DC）
事業化との間には、極めてシビアな構造的乖離が存在します6。具体的には、北海道電力ネット

ワークの275kV基幹系統引き込みおよび専用超高圧変電所新設に伴う4〜6年の長期工期と数
百億円規模の初期投資（CAPEX）負担7、石狩湾新港地域工業用水道の日量12,000立方メート
ルという給水上限7、東京圏との往復15〜20ミリ秒（ms）の通信遅延4、さらに国が付した「計画の

着実な推進及び地域共生の確保」という留保条件に基づく認定取消リスクです3。本稿では、石

狩市における300MW級AI-DCの事業実現性とバンカビリティ（融資適格性）を徹底検証します4。 
 

北海道 石狩市 構造化SWOT分析 
Strengths（強み） 

●​ 洋上風力と隣接LNG火力を組み合わせた高信頼度ハイブリッド電源構成：2024年1月に
商業運転を開始した石狩湾新港洋上風力発電所（8MW×14基、総出力112MW・接続容量
99.99MW、180MWh蓄電池併設）や出力51.5MWのバイオマス発電所など、局所的な脱
炭素電源が豊富に集積しています9。さらに同一港湾地区（小樽市側）に北海道電力の石

狩湾新港LNG火力発電所（1号機569.4MW稼働中、2・3号機増設により2033年度までに
計1.7GW体制へ拡張）が隣接しており、再エネの出力変動を瞬時に補償する高信頼度な
バックアップ体制が確立されています7。 

●​ 先進的データセンター集積と特別高圧自営線マイクログリッドの先行実装実績：約3,000
ヘクタール（ha）の石狩湾新港工業団地（うち100haが環境省「脱炭素先行地域」のREゾー
ン）には、さくらインターネット（数十MWへ拡張中、2025年6月に直接液冷コンテナ型DC稼
働）、京セラコミュニケーションシステムの「ゼロエミッション・データセンター石狩（ZED石
狩、受電容量2〜3MW、2024年10月開所）」が集積しています7。加えて2026年3月27日に
は東急不動産らの「石狩再エネデータセンター第1号（延床面積10,065㎡、受電容量
15MW、1,140ラック）」が竣工し、オンサイトPPAと自営線による再エネ100%給電および
GMOインターネットのGPUクラウド拠点誘致を実現するなど、国内随一の運用実績を有し
ます7。 

●​ 冷涼な気候条件を活かした外気フリークーリング適性と低PUEの達成：北海道特有の低い
年間平均気温により、年間の大半の期間において外気直接・間接フリークーリングの活用

が可能です4。これにより一般的な都市型DCと比較して空調電力を劇的に削減し、PUE（電
力使用効率）1.1〜1.2台という極めて優れた水準を通年で達成できるため、電力多消費型



9 

のAI-DCにおいて最大のコスト要因となる運用費（OPEX）の大幅な抑制が可能です4。 
●​ 石狩湾新港地域における広大な平坦地の確保と極めて低い自然災害リスク：札幌都心か

ら約15km（車で約30分）の好立地に位置する石狩湾新港地域の後背地には、数十ヘク
タール規模のまとまった工業専用地域を確保できる余地があります5。主要活断層である

石狩低地東縁断層帯主部から約60km離隔しているほか、津波浸水想定区域からの隔離
や低い液状化リスクなど、ミッションクリティカルな計算基盤を支える高い地盤強靱性を備

えています4。 
Weaknesses（弱み・課題） 

●​ 275kV基幹系統引き込み・専用超高圧変電所新設に伴う4〜6年の工期と巨額CAPEX：
現在石狩エリアで稼働・着工しているDC群はいずれも66kV系統からの受電（数MW〜数
十MW単位）にとどまっています4。300MW級の一括受電を実現するには、北海道電力
ネットワークの275kV基幹系統（西札幌変電所系）からの送電線直接引き込みと専用の
275kV/66kV超高圧変電所の新設が不可欠であり、4〜6年の開発リードタイムと数百億円
規模の初期設備投資（工事費負担金および受電設備CAPEX）が発生します4。 

●​ 石狩湾新港工業用水道の供給キャパシティ（日量1.2万m³）の物理的限界：豊平川を水源
とする石狩湾新港地域工業用水道の最大給水能力は日量12,000立方メートルであり、現
在の1日平均処理水量約4,890立方メートルを差し引くと、実質的な供給余力は日量約
7,110立方メートルにとどまります3。300MW級の超高発熱AIサーバー群を従来の開放型
冷却塔（水冷蒸発冷却方式）で運用した場合、地域の工業用水余力が完全に枯渇する物

理的ボトルネックを抱えています4。 
●​ 東京圏に対する通信遅延（15〜20ms）に伴うリアルタイム推論需要の獲得制約：大消費

地である東京圏との物理的距離に起因し、光ファイバー網におけるラウンドトリップ遅延（

RTT）は15〜20ms程度発生します4。ミリ秒単位の超低遅延応答が要求される金融取引、

自動運転制御、対話型AIのリアルタイム推論（Inference）ワークロードの誘致は困難であ
り、ターゲット需要がLLM（大規模言語モデル）の事前学習（Training）やバッチ処理、ディザ
スタリカバリ（DR）に限定されます4。 

●​ 厳冬期の防雪・着氷対策に伴う建築コスト増と300MW排熱の受入先不足：日本海側の豪
雪・寒冷環境に適応するため、外気吸気ルーバーへの防雪フードや凍結防止ヒーターの

設置、除雪動線の確保など特殊な寒冷地建築仕様が求められ、建設CAPEXを押し上げま
す4。また、300MW規模のAIサーバーから常時排出される莫大な低温排熱（温水・温風）
を地域内で吸収し切るだけの大規模な施設園芸（スマート農業）や地域熱供給網が周辺に

未整備です4。 
Opportunities（機会） 

●​ GX戦略地域制度およびOCCTO融資枠組みによる電力系統の先行的・計画的整備：国の
GX戦略地域認定により、電力広域的運営推進機関（OCCTO）等を通じた一般送配電事
業者への系統整備資金貸付や、GX経済移行債を活用したDC建物・冷却設備・受電設備・
蓄電池への投資支援が優先適用されます7。従来の「需要確定後の個別接続検討」ではな

く、地域全体のGW級需要を見据えた先行的・計画的な系統増強プロセスに乗ることで、系
統アクセス期間と初期資金負担が軽減される機会があります6。 

●​ 国家主導の「ソブリンAI」構築および政府クラウド需要による長期オフテイク獲得：経済産
業省が推進するクラウドプログラム認定や国内生成AI開発基盤（ソブリンAI）の整備支援
策と連動し、安全保障やデータ主権を重視する行政機関、学術研究機関、国内AI開発企
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業からの需要が拡大しています4。これにより、プロジェクトファイナンス組成の絶対条件と

なる長期安定的な利用契約（オフテイク契約）を確保しやすい政策環境が整っています4。 
●​ 日本海側・北方ルートを経由する新海底光ケーブル網とIOWN構想の実装：太平洋側

ルートへの一極集中（単一障害点：SPOF）を回避する「デジタル田園都市スーパーハイ
ウェイ（日本海側国内海底ケーブル、2026年度運用開始）」や、北米・欧州へ最短距離で
直結する北方航路ケーブル構想が進展しています7。さらにNTT東日本のIOWN APN（
All-Photonics Network、2026年8月に石狩〜東京大手町間で導入）等の次世代光ネット
ワーク実装により、長距離伝送の遅延・消費電力課題が緩和され、国際デジタルハブとし

ての地位向上が見込まれます7。 
Threats（脅威） 

●​ 同一道内の競合拠点「苫小牧市（ソフトバンク先行案件）」へのハイパースケーラー需要流
出：同じくGX戦略地域（GW級拠点）に認定された北海道苫小牧市では、ソフトバンクとIDC
フロンティアが政府補助300億円（総工費650億円超）を得て、敷地面積70万㎡・将来受電
容量300MW超（2026年度に第1期50MW開業、2030年頃に600MW構想）の巨大AI-DC
を先行建設しています3。苫小牧は国際海底ケーブル「E2A」の陸揚局新設や東京圏への
遅延優位性（約11〜13ms）も有しており、外資メガクラウドや大規模GPU需要家の初期パ
イプラインが苫小牧へ集中・流出する強い脅威があります5。 

●​ 国の「留保条件」に基づく進捗モニタリングと認定取消・系統容量返上リスク：経済産業省
は2026年9月の認定に際し、「計画の着実な推進及び地域共生の確保等」を厳格な留保
条件として付しており、地域選定は個別事業の補助金交付や電力供給を無条件に保証す

るものではありません3。オフテイカー不在のまま開発が遅延し全体構想に重大な変更が

生じた場合、GX戦略地域の認定取消や先行確保した系統容量の返上、さらには交付済
み補助金の返還を求められる制度的リスクが存在します4。 

●​ 275kV大型変圧器（トランス）およびガス絶縁開閉装置（GIS）の世界的調達難：世界的な
AI-DC建設ラッシュと送電網更新需要の爆発により、超高圧受電に必須となる大型変圧器
やGISのサプライチェーンが極度に逼迫しています31。超高圧変圧器のリードタイムは2021
年の平均約50週から2024年に120週、2025年に130週以上へと長期化し、2026年時点で
は最大60カ月（5年）に達しているため、機器調達遅延がそのままプロジェクト全体の完工
遅延（Completion Risk）に直結します。 

●​ 非常用発電機・冷却機器の低周波騒音や温排水に伴う地域社会・漁業摩擦リスク：石狩
湾新港地域は工業専用地域であるものの、300MW規模の施設では数百台規模の大型
チラーやドライクーラー、非常用ガスタービン発電機が稼働するため、低周波騒音や局所

的なヒートアイランド現象が周辺環境へ影響を及ぼす懸念があります5。また、洋上風力建

設時と同様に石狩湾の漁業関係者や周辺自治体との丁寧な合意形成を怠れば、環境ア

セスメントや水利権・排水協議が難航し、留保条件である「地域共生」の不適合を引き起こ

す脅威があります7。 
 
300MW級事業化の現実度（暫定評価） 
暫定評価ランク：中4 

石狩市は局所的な再エネ賦存量、隣接するLNG火力の調整力、冷涼気候による低PUE、そして
自営線マイクログリッドの実装実績において国内屈指のDC適地です4。しかし、300MW一括受
電に必須となる275kV基幹系統引き込みと特高変電所新設に4〜6年を要すること、工業用水
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（日量1.2万m³）の物理的制約、さらに道内競合である苫小牧市への初期需要集中リスクを勘案
すると、初期から300MW単一フェーズでのプロジェクトファイナンス組成はバンカビリティを欠き
ます4。したがって、既存の66kV系統インフラを活用できる第1期（30〜50MW規模）から段階的
に受電・拡張するフェージング（Phasing）戦略の採用が事業化の絶対条件となります4。 
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深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
石狩湾新港地域における最大の立地優位性は、局所的な再生可能エネルギーの圧倒的な集積

と、大規模LNG火力発電所が同一エリアに共存する「ハイブリッド電源構造」にあります4。再エネ

電源の中核を担うのは、グリーンパワーインベストメント（GPI）とJERAが出資する合同会社グ
リーンパワー石狩が2024年1月1日に商業運転を開始した「石狩湾新港洋上風力発電所」です11。

同発電所は沖合1.6kmにシーメンス・ガメサ製の8,000kW（8MW）大型風車を14基配し、設備容
量112MW（系統接続容量99.99MW）を誇ります9。特筆すべきは、同発電所が容量180,000kWh
（180MWh）の大型蓄電池設備（BESS）を備えたプロジェクト変電所を経由して北海道電力ネット
ワークの西札幌変電所へ接続している点であり、風力特有の出力変動を平滑化する機能を既に

内包しています10。さらに同地域内には、2023年3月に運転を開始した設備容量51.5MW（年間発
電量約3.6億kWh）の木質ペレット専焼バイオマス発電所が稼働しているほか9、東急不動産が

「石狩再エネデータセンター第1号」向けに実装したような、豪雪地帯の積雪反射光（アルベド効
果）を活かす垂直式特殊架台を用いた太陽光発電設備の展開も進んでいます18。 
しかし、300MW規模のAI-DCが要求する年間約2.3〜2.5TWh（設備利用率90%想定）の莫大な
電力を、変動性再エネ（VRE）のみで「24/7カーボンフリー電力（24時間365日のリアルタイム脱炭
素給電）」として賄うことは物理的・経済的に困難です4。ここで決定的な役割を果たすのが、同一

港湾区域（小樽市側）に立地する北海道電力の「石狩湾新港発電所（LNG火力）」です5。同発電
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所は2019年2月稼働の1号機（出力569.4MW）に加え、長期脱炭素電源オークション等を通じて2
号機・3号機（各569.4MW、3号機は運開を当初の2037年12月から2033年度へ大幅前倒し）の開
発が進められており、完成時には合計約1.7GW（1,708.2MW）の巨大電源拠点となります12。風

況悪化時や冬季の太陽光出力低下時において、隣接する最新鋭LNG火力が系統の慣性力（イ
ナーシャ）と瞬時のバックアップ調整力を提供する構造は、単独の再エネ集積地にはない卓越し

た強みです4。 
投資採算性の観点からは、FIT（固定価格買取制度）で全量売電されている既存電源（洋上風力
やFIT売電単価24円/kWhのバイオマス等）からFIP（フィードインプレミアム）転用または非FITの新
規オフサイト・オンサイトPPA電源をいかに適正価格で切り出すかが焦点となります9。グローバル

なハイパースケーラーが求める24/7カーボンフリー要件を充足するためには、オンサイトおよび
近隣自営線で接続する大容量BESSの併設が不可欠ですが、蓄電池CAPEXを織り込んだ実質
PPA単価が1kWhあたり18〜22円を超える場合、冷涼気候によるPUE改善効果（空調電力15〜
20%削減）が相殺される懸念があります1。そのため、GX戦略地域制度における「脱炭素電源等
（再エネ発電設備、蓄電池等）の整備支援補助金」を最大限に活用してBESSの初期CAPEXを圧
縮しつつ22、ベースロードをコーポレートPPA、調整力を石狩湾新港LNG火力の環境価値（または
トランジション電源枠）と市場連動型メニューで組み合わせる多層的なポートフォリオ設計が求め

られます4。 
 
2. 送電系統制約と275kV超高圧受電インフラの整備課題 
北海道における大型DC開発を巡っては、本州との間を結ぶ地域間連系線（北本連系線）の容量
制約が長らく議論されてきましたが、石狩市におけるAI-DC事業は「道内の余剰脱炭素電源を道
内で消費する（地産地消）」モデルであるため、北本連系線の空き容量不足に起因する送電制約

を受けないという構造的利点を有します5。そればかりか、道内で新増設される風力・太陽光が送

電網の制約から出力制御（カーテイルメント）に直面する中、石狩湾新港に300MW級の巨大か
つフラットな電力需要（ベースロード需要）が誕生することは、北海道全体の系統安定化と再エネ

受け入れ余力の拡大に直接寄与します23。 
しかし、ミクロの受電インフラに目を向けると、66kV系統から275kV基幹系統への移行には極め
て高いハードルが存在します4。現在、石狩湾新港地域で稼働・竣工している京セラコミュニケー

ションシステム（2〜3MW）や東急不動産（15MW）、さくらインターネットの既存棟はいずれも66kV
特別高圧系統または自営線網での受電にとどまっています7。一般送配電事業者（北海道電力

ネットワーク）の系統運用基準上、66kV系統で安定供給できる上限は1拠点あたり概ね30〜
50MW程度であり、300MWという大規模電力を単一キャンパスで受電するには、北海道電力
ネットワークの275kV基幹系統（道央ループを構成する西札幌変電所系）から直接275kV送電線
を引き込み、敷地内に専用の275kV/66kV超高圧（特高）変電所を新設することが絶対条件となり
ます7。 
この275kV受電インフラの整備には、用地確保、基本設計、環境影響評価、地中・架空送電線敷
設工事を含めて4〜6年の長期工期と、数百億円規模の工事費負担金および受電設備CAPEX
が発生します4。さらに深刻なボトルネックとなっているのが、超高圧変圧器（トランス）およびガス

絶縁開閉装置（GIS）のグローバルな供給不足です。世界的な送電網投資とAI-DC開発の重複に
より、大型変圧器の調達リードタイムは2021年の平均約50週から2024年には120週、2025年に
は130週以上へと劇的に悪化し、2026年時点では超高圧変圧器の納期が最大60カ月（5年）に
達しています。 
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この時間軸と初期CAPEXの壁を突破する鍵が、GX戦略地域制度（データセンター集積型）の目
玉支援である「電力系統の先行的・計画的整備（OCCTO等を通じた一般送配電事業者への資
金貸付）」と段階的受電（フェージング）の組み合わせです6。通常、系統増強は個別事業者が接

続検討を申し込み、巨額の工事費負担金を負担して初めて着工しますが、GX戦略地域では地
域全体のGW級需要を見据えて国が先行整備を後押しします6。事業者はこの制度を活用しつ

つ、実務上は既存66kV系統や自営線の空き容量を使った「第1期フェーズ（30〜50MW）」を2年
程度の短工期で先行稼働させてキャッシュフローを創出し、その裏で275kV特高変電所を4〜6
年かけて建設して「第2期・第3期（100MW→300MW）」へと拡張する二段階開発スキームを組
むことが不可欠です4。 
 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
300MW級AI-DCのプロジェクトファイナンス組成において、レンダー（協調融資団）が最も厳格に
審査するのが「誰が、どのワークロードで、何年間のオフテイク（利用）契約を結ぶのか」という需

要の確実性です4。この需要家プロファイルを規定する最大の物理的制約が、石狩市と最大消費

地である東京圏（大手町等）との間に存在する物理的距離と、それに伴う往復15〜20msの通信
遅延（ラウンドトリップ遅延：RTT）です4。 
光ファイバー内の信号伝播速度という物理法則に起因するこの15〜20msのレイテンシにより、ミ
リ秒単位の即時応答が必須となる高頻度金融取引（HFT）、モビリティのリアルタイム遠隔制御、
あるいはエンドユーザーと直接やり取りする超低遅延AI推論（リアルタイム対話等）のワークロー
ドを石狩へ誘致することは極めて困難です4。したがって、石狩の300MW級AI-DCがターゲットと
すべきワークロードは、通信遅延への許容度が高く、かつ圧倒的な計算資源（GPUクラスタ）と脱
炭素電力を大量消費する3つの領域に明確に絞り込まれます4。 
第1の領域は、数千〜数万基の最新GPUを数週間から数カ月間連続稼働させる「基盤モデル・
LLMの事前学習（Pre-training）およびファインチューニング」です4。第2の領域は、企業の夜間
バッチ処理、科学技術計算（HPC）、レンダリング、および大量データの非同期推論です4。第3の
領域は、首都圏直下型地震や南海トラフ地震のリスクをヘッジするための「地理的分散型バック

アップ・ディザスタリカバリ（DR）拠点」としての需要です7。実際、2026年3月に竣工した「石狩再エ
ネデータセンター第1号」においても、ブロードバンドタワーが確保した区画にGMOインターネット
が「GMO GPUクラウド」の新拠点を開設しており、首都圏（東京・渋谷）拠点との地理的分散によ
るBCP/DR強化とサステナブルなGPUインフラ提供を明確な採用理由としています16。また、2026
年8月に石狩〜東京大手町間で導入されるNTT東日本のIOWN構想「APN（All-Photonics 
Network）」や、2026年度中に運用を開始する日本海側国内海底ケーブル（デジタル田園都市
スーパーハイウェイ）の整備により、大容量データの低遅延・省電力伝送環境が飛躍的に向上

し、東京圏の推論拠点と石狩の学習拠点を直結するハイブリッド運用が現実解となります18。 
バンカブルなオフテイク契約を獲得する上では、経済産業省が推進する「ソブリンAI（国産生成AI
開発基盤）」およびガバメントクラウド関連の公的・準公的需要の取り込みが極めて有効です4。

300MW規模の巨額投資をプロジェクトファイナンスで調達するためには、高格付けのメガクラウ
ドまたは政府支援を受ける国内大手AIプラットフォーマーとの間で、長期の「Take-or-Pay（利用
有無にかかわらず固定容量料金を支払う義務）契約」を締結し、かつ電力料金やインフラ費用の

変動をテナントへ転嫁（パススルー）する契約構造を確立することが必須条件となります4。 
 
4. 立地環境・冷却用水インフラと気候適応 
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AI-DCの冷却設計において、最新のGPUサーバーは1ラックあたりの消費電力と発熱密度が従
来の空冷限界を大きく超え、超高密度化しています7。これに伴い、石狩市における300MW級
AI-DCのエンジニアリングでは、「工業用水供給キャパシティの物理的限界」と「寒冷地特有の気
候適応」という2つの重要な技術課題を同時に解決しなければなりません4。 
最大のボトルネックは水資源です4。石狩湾新港地域の産業用水を一手に担う「石狩湾新港地域

工業用水道（水源：石狩川水系豊平川、配水管路延長42.4km、基本料金55円/m³）」の施設最大
給水能力は、日量12,000立方メートルに固定されています8。現在、同地域のコンクリート製造や

食品加工等の既存企業向けに1日平均約4,890立方メートルが処理・供給されており、残された
供給余力はエリア全体で日量約7,110立方メートルにすぎません3。仮に受電容量300MWの超高
発熱AIサーバー群において、気化熱を利用して冷却水を蒸発させる従来の「開放型冷却塔（水
冷蒸発冷却方式）」を採用した場合、1日あたり約1万立方メートル規模の大量の補給水が必要と
なり、単独施設だけで石狩湾新港全体の工業用水余力（約7,110m³/日）を完全に超過・枯渇させ
てしまいます4。 
したがって、石狩市で300MW級AI-DCを成立させるための冷却アーキテクチャは、水の蒸発を
伴わない「完全閉ループ（密閉系）のDirect-to-Chip（D2C：チップ直接液冷）方式＋外気ドライ
クーラー（空冷式熱交換器／フリークーリング）」の組み合わせが唯一かつ必須の選択肢となり

ます4。さくらインターネットが2025年6月に石狩DCのコンテナ型施設で先行導入し、東急不動産
の15MW施設でも一部区画に実装された直接液体冷却方式（D2C）は、サーバー内の発熱部に
冷却液を直接循環させて熱を効率的に除去し、その熱を屋外の冷却設備から冷涼な石狩の外

気へと放熱する仕組みです7。この閉ループ方式であれば、初期の配管充填時と保守時以外に

工業用水を消費しないため、水使用量をほぼゼロに抑え込み、日量12,000立方メートルの工業
用水道制約を完全に克服できます4。 
一方で、厳冬期に強い吹雪と氷点下の極寒に見舞われる石狩の気候に適応するためには、高

度な寒冷地仕様の機械・建築設計が求められます4。外気フリークーリングおよび冷却設備の吸

気部には、雪の吸い込みと着氷を防ぐ防雪ルーバーや凍結防止ヒーターの設置が不可欠であ

り、これらが建築CAPEXの増加要因となります4。また、閉ループ冷却配管の凍結を防ぐための

不凍液の循環制御を含め、厳冬期の防雪・凍結対策コストを初期投資に織り込んだ上で、通年

PUE 1.1〜1.2台を達成する精密な熱設計が必須となります4。 
 
5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
経済産業省が2026年9月11日のGX戦略地域（データセンター集積型）認定において明記した「認
定に当たっては、計画の着実な推進及び地域共生の確保等を留保条件として付しています」とい

う方針は、プロジェクトの法的・財務的安定性を左右する極めて重い規律です3。さらに経産省の

公募FAQでは、地域の認定自体が個別事業への補助金交付や電力確保を自動的に保証するも
のではなく、全体構想に大きく影響する計画の中止・変更や地域共生要件の不適合が生じた場

合には、地域選定の取消や補助金の返還が生じ得ることが明確に示されています30。 
国がこれほど「地域共生」を厳格な留保条件とした背景には、全国的な大規模DC開発において
「膨大な電力と土地・水を消費する一方で、地元の新規雇用や関連産業への波及効果が限定的

である」「冷却設備や非常用発電機の騒音・排熱による環境負荷が懸念される」といった外部不

経済に対する地域社会の警戒感があります5。石狩市の場合、立地エリアが「石狩湾新港地域」

という総面積約3,000haの工業専用地域（うち約3分の1が緑地公園）であり、住居地域との十分
な離隔が確保されているため、都市近郊型DCのような直接的な日照・騒音紛争リスクは相対的
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に低い水準にあります5。また、DC誘致による固定資産税等の増収効果から、石狩市の市税収
入は2025年度予算で初めて100億円を突破し、地元高専や道内大学からのITエンジニア採用や
保守業務の市内発注が定着しつつあるなど、良好な基盤が存在します5。 
しかし、300MWという巨大スケールにおいては、周辺に300MW規模の莫大な低温排熱を受け
止め切る大規模な施設園芸や地域熱供給網が未整備であるという弱みを克服する構造的な「地

域還元モデル」の構築が不可欠です4。具体的には、第1に「低温排熱の産業融通（カスケード利
用）」です7。直接液冷（D2C）システムからは、従来の空冷方式よりも温度帯の高い温水排熱を
安定的に回収できます7。この温水排熱を隣接区画へ供給し、厳冬期の北海道において暖房費

が最大の障壁となっている大規模な施設園芸（スマート農業）や陸上養殖、さらには冬季の融雪

熱源へと融通する事業をDC開発と一体で整備する必要があります4。この排熱融通モデルは、

GX戦略地域制度が掲げる「関連産業の集積・クラスター形成」と留保条件である「地域共生の確
保」を同時に充足し、GX経済移行債による設備投資支援や工業用水・団地整備支援を引き出す
強力な武器となります21。 
第2に、洋上風力発電所の建設時にグリーンパワー石狩が石狩湾新港管理組合や地元漁業協
同組合と綿密に協議を重ねて共生を実現したように、自治体・港湾・漁業関係者との間で「地域

共生協定」を早期に締結することです9。低周波騒音の抑制対策、閉ループ冷却による水資源保

全、さらに石狩市が進める「石狩市中心核マイクログリッド構築事業（公共施設5カ所への太陽光
導入・うち3カ所を自営線と蓄電池で結ぶ計画）」等の地域脱炭素施策との連携を組み込むこと
で、国の留保条件を確実に充足する体制が整います4。 
 
6. 事業化進捗状況と競合分析：苫小牧案件との対比 
石狩市における300MW級AI-DCの投資採算性を評価する上で、最も現実的かつ強力な脅威と
なるのが、同じく2026年9月に北海道内のGX戦略地域（データセンター集積型・GW級拠点）とし
て同時認定された「苫小牧市」との競合関係です3。両拠点は道央圏の日本海側（石狩）と太平洋

側（苫小牧）に位置し、同じ北海道電力ネットワークの基幹系統および道内の脱炭素電源、さらに

は国内外のハイパースケーラー・GPU需要家のオフテイク契約を巡って直接競合する構造にあ
ります3。 
以下の表は、石狩市と苫小牧市における大型AI-DC開発環境および先行プロジェクトの主要指
標を対比したものです5。 
 

比較項目 北海道 石狩市（石狩湾新港
地域） 

北海道 苫小牧市（苫東・柏原
地区等） 

GX戦略地域認定類型 データセンター集積型（GW
級集積目標）3 

データセンター集積型（GW
級集積目標）3 

産業団地規模・用地余力 総面積約3,000ha（うちRE
ゾーン100ha、数十ha確保
可）7 

苫東地区全体で数千ha規模
（単一案件で70万㎡＝70ha
確保済）5 

先行アンカー案件と事業主
さくらインターネット（数十MW ソフトバンク・IDCフロンティア
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体 拡張中）、東急不動産・BBタ
ワー・GMO等（15MW、将来
300MW構想）7 

「Core Brain」（政府補助300
億円・総工費650億円超）7 

受電容量と開発スケジュー

ル 

既存稼働は2〜15MW級（
66kV）。300MW化（275kV新
設）は2029年以降見込み7 

2026年度に第1期50MW開
業、順次300MW超へ拡張（
2030年までに最大600MW
構想）27 

主要電源とバックアップ構成 石狩湾新港洋上風力（

112MW）、バイオマス（
51.5MW）、隣接する北電石
狩湾新港LNG火力（計
1.7GW計画）9 

道内再エネ（風力・太陽光

等）＋北電基幹系統、北電に

よる苫小牧LNG基地・火力開
発検討27 

通信遅延（対東京圏RTT）・
通信網 

約15〜20ms（NTT東日本
IOWN APN導入、日本海側
国内海底ケーブル構想）7 

約11〜13ms（国際海底ケー
ブル「E2A」の新たな陸揚局
分散拠点として直結）5 

 
 
【図表2】北海道GX戦略地域における石狩市 vs 苫小牧市の受電容量推
移・通信遅延比較 
 



19 

 
 
比較から明らかな通り、苫小牧市はソフトバンクという超巨大アンカーテナントが自社AI計算基盤
「Core Brain」の構築を主導し、政府補助300億円を背景に2026年度に第1期50MWを開業、そ
の後300MW〜600MWへと拡張する明確なロードマップを既に実行に移しています7。さらに苫

小牧は、従来の千葉県南房総市に加えて国際海底ケーブル「E2A」の新たな陸揚拠点に選定さ
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れており、対東京圏レイテンシも約11〜13msと石狩（15〜20ms）に対して優位性を持っています4

。そのため、単一企業で数百MWを一括契約する外資系ハイパースケーラーの初期需要パイプ
ラインが苫小牧へ優先的に吸収されるリスクは極めて高いと言えます4。 
この強力な競合に対し、石狩市が正面から「単一テナント向け300MWメガキャンパス」として衝
突するのは得策ではありません4。石狩市が採るべき棲み分け（ポジショニング）戦略は、札幌都

心から15km（車で約30分）という都市近接性を活かしたIT技術者・運用人材の確保容易性を基
盤としつつ19、洋上風力112MWと石狩湾新港LNG火力1.7GWが同一港湾内に隣接し、既に東急
不動産や京セラコミュニケーションシステムによって自営線マイクログリッドとオンサイトPPAが稼
働している「実体のある再エネ100%・地産地消エコシステム」を前面に押し出すことです9。さら

に、東急不動産（15MW・6区画）におけるブロードバンドタワーとGMOインターネットの連携モデ
ルのように、液冷対応モジュール区画を束ねて複数の国内AI開発企業、GPUクラウド事業者、お
よび企業のBCP/DR拠点を柔軟に収容する「マルチテナント・コンソーシアム型300MWクラス
ター」として差別化を図ることが最も合理的な戦略となります16。 
 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 
以上の総合検証から、北海道石狩市における受電容量300MW級AI-DCの開発は、豊富な再エ
ネ・LNG火力ハイブリッド電源と冷涼気候という卓越したファンダメンタルズを有するものの、
275kV系統引き込みの4〜6年工期、変圧器の最大60カ月納期、工業用水日量12,000立方メー
トルの上限、および苫小牧市との競合を踏まえると、初期から300MW一括開発を前提としたプ
ロジェクトファイナンス組成は成立し難い（現実度：中）と結論付けられます7。本案件を国内外の

レンダーにとって真にバンカブル（融資適格）な投資案件へと昇華させるためには、受電フェージ

ング、サプライチェーンの先行確保、資本構成の分離、およびオフテイクと地域共生の一体契約

という4つの実務的・財務的戦略を統合して実行する必要があります4。 
第1の柱は、「66kV先行フェーズ（30〜50MW）＋275kV本設フェーズ（250MW）」の段階的受電
合意（Phasing）の確立です4。275kV西札幌変電所系からの送電線引き込みと専用特高変電所
の竣工まで4〜6年間無収入となる開発リスク（建設期間中の金利負担膨張と国の留保条件抵
触リスク）を回避するため、北海道電力ネットワークとの間で段階的受電契約を締結することが

不可欠です4。具体的には、既存の66kV系統およびREゾーン内の特別高圧自営線を拡張して第
1期（30〜50MW）を短工期で先行稼働させ、早期に営業キャッシュフローと運用実績を創出しつ
つ、OCCTOの系統先行整備融資枠組みを活用して4〜6年後に275kV専用変電所を開設し
300MWへ引き上げるステップアップ型のプロジェクトファイナンスを組成すべきです7。 
第2の柱は、スポンサーのコーポレート枠を活用した275kV超高圧変圧器・GISの先行発注と冷却
仕様の確定です4。最大60カ月に達する超高圧変圧器の納期遅延リスク（完工リスク）を遮断す
るため、プロジェクトファイナンスの融資契約締結（Financial Close）を待たず、スポンサー（不動
産デベロッパー、商社、インフラファンド等）のエクイティ資金を用いて重電メーカーの製造枠を先

行確保する必要があります。同時に、日量12,000立方メートルの工業用水道制約を完全に回避
するため、水消費を伴わない完全閉ループの直接液冷（D2C）＋外気ドライクーラー方式を基本
設計段階で固定し、寒冷地防雪仕様を含めた一括請負（EPC）契約によって建設コスト超過リス
クを封じ込めることが求められます4。 
第3の柱は、PropCo（不動産・受電インフラ保有SPC）とOpCo（DC運営・GPU計算基盤SPC）の
分離による資本構成の最適化です7。東急不動産が不動産・再エネインフラを開発し、ブロードバ

ンドタワーとGMOインターネットがフロア運用とGPUクラウドを担う「石狩再エネデータセンター第
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1号」のスキームを300MW規模へ拡張し、耐用年数の長い土地・建物・275kV変電所・閉ループ
冷却設備を保有する「PropCo」と、技術陳腐化が早いGPUサーバーやIOWN APN通信機器を保
有する「OpCo」を法的に分離すべきです16。PropCo側では、GX戦略地域制度の設備投資補助
金を劣後資金または圧縮記帳原資として組み込むことで、初期CAPEX負担を軽減し、シニアロー
ンの元利金返済カバー率（DSCR）を安定化させる長期インフラファイナンスの組成が可能となり
ます6。 
第4の柱は、「ソブリンAI＋マルチテナント・アンカー」による長期Take-or-Pay契約と地域共生
パッケージの同時締結です4。オフテイク面では、単一の外資メガクラウド誘致を巡る苫小牧市と

の消耗戦を避け、国のクラウドプログラム認定事業者（さくらインターネット、GMOインターネット、
ブロードバンドタワー等）のLLM事前学習基盤や企業のDR需要を束ねた長期Take-or-Pay契約
（電力費・インフラ費変動のパススルー条項付き）を融資実行の先行条件として確保します6。併

せて、D2C液冷から回収する温水排熱を近隣の施設園芸や陸上養殖へ供給する「地域共生・排
熱融通協定」を石狩市および地元関係者と締結し、国の留保条件である「計画の着実な推進及

び地域共生の確保」を制度的に担保することが、石狩300MW級AI-DCの投資採算性を確立す
る決定的な道筋となります3。 
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GX戦略地域・秋田県秋田市のAIデータセン
ターSWOT分析：300MW級AI DC投資採算
性の検証 
経済産業省は2026年9月11日、「GX2040ビジョン」に基づく「GX戦略地域制度（第1弾）」として全
国18地域を認定しました1。その中で秋田県秋田市は、全国で唯一「データセンター集積型」と「脱

炭素電源活用型」の2類型でダブル認定を受けるという特筆すべき評価を獲得しています3。この

背景には、東北北部の275kV基幹送電網における深刻な系統混雑と出力制御を回避し、日本海
側に集積する国内最大級の洋上・陸上風力電力を地元で大量消費する「ワット・ビット連携（再エ

ネ地産地消モデル）」への強い政策的期待が存在します3。しかし、受電容量300MW〜1GW級
の超大型AIデータセンター（AI-DC）に対するプロジェクトファイナンス（PF）組成の実務視点に立
つと、政策上の理想と投資採算性の間にはシビアな乖離が横たわっています3。風力発電の激し

い出力変動と24時間365日（24/7）のベースロード電源確保のギャップ、冬季雷や重塩害に耐え
る特殊エンジニアリングコスト、外資ハイパースケーラー等のアンカー需要家誘致の壁、そして計

画遅延時に発動される国の「認定取消・補助金返還」という留保条件リスクなど、バンカビリティ

（融資適格性）確立に向けた多層的な課題を冷徹に検証する必要があります5。 
 

■ 秋田県 秋田市 構造化SWOT分析 
【Strengths（強み）】 

●​ 国内最大級の洋上・陸上風力発電ポテンシャルと追加性のある再エネ供給力：商業運転
中の秋田港・能代港洋上風力（4.2MW×33基、計約139MW）に加え、2028年6月運転開始
予定の男鹿・潟上・秋田沖（15MW×21基、計315MW）など、日本海側最大の風力電源クラ
スターが形成されています11。特に男鹿・潟上・秋田沖で採用されたヴェスタス製「

V236-15.0MW」は設備利用率60%超・1基あたり年間約80GWhの供給力を持ち、東北電
力の秋田変電所へ直結されるため、大規模なグリーン電力供給の物理的基盤が確立され

ています12。 
●​ 系統混雑を回避する「ワット・ビット連携」と旧秋田火力発電所跡地の既存送電インフラ：東

北電力ネットワークの275kV基幹系統（秋盛幹線・秋田幹線・奥羽幹線）が南下潮流の制
約を抱える中、電源立地エリア内で300MW超を直接消費する需要地接続は系統運用上
の合理性が極めて高い構造です3。とりわけ2024年7月に全機廃止された旧秋田火力発電
所跡地（ピーク時総出力1.65GW、3・4号機合計950MW）には既存の開閉所・275kV送電
線・鉄塔が残存しており、ゼロからの系統新設に比べて接続工期を劇的に短縮できます3。 

●​ 臨海部の広大な工業専用地域と雄物川水系・海水取排水設備の圧倒的な冷却水余力：
東北電力が1GW級DC誘致を進める旧秋田火力跡地（約50.9ha）および隣接する秋田市
営「北部地区再生可能エネルギー工業団地」（事業区域約50ha・分譲面積約25ha）など、
臨海部に平坦かつ用途確定済みの広大な開発適地が存在します3。さらに雄物川水系を

水源とする秋田工業用水道（給水能力日量200,000m³）と火力発電所時代の復水器冷却
用海水取放水路を活用できるため、300MW級AI-DCの液冷・水冷システムが求める大量
の冷却水を安価かつ安定的に確保できます3。 



26 

●​ 全国唯一のGX戦略地域ダブル認定と県・市・東北電力の強力な推進体制：秋田市は
「データセンター集積型」と「脱炭素電源活用型」の双方で認定された唯一の自治体であ

り、秋田県の鈴木知事も優遇措置である「系統接続の先行申し込み」制度の活用を即座に

表明しています1。秋田市によるBitgrit・エスツーとの300〜500MW級AI-DC連携協定締
結や、東北電力による旧秋田火力跡地での外資系事業者との協議など、官民・電力会社

が一体となった誘致コミットメントが形成されています3。 
【Weaknesses（弱み・課題）】 

●​ 風力発電の出力変動リスクと300MWの24/7安定供給に向けた調整力コスト：一般的な洋
上風力の設備利用率は30〜40%（最新鋭15MW機でも60%超）にとどまり、年間平均の実
発電量は定格出力を大きく下回るうえ、季節・気象による激しい出力変動が避けられませ

ん5。常時300MW（年間約2.63TWh〜500MW時約4.38TWh）を連続消費するAI-DCの
24/7カーボンフリー電力（CFE）要件を満たすには、併設型大型蓄電池（BESS）の実装や東
北電力の火力・水力調整電源とのハイブリッド契約が不可欠となり、実質電力調達単価を

押し上げます5。 
●​ 大規模受電インフラの改修工期と初期CAPEX負担の重さ：2022年度の秋田市調査では

200MWの新規系統接続に約55か月（下新城地区）〜約69か月（七曲臨空港）を要すると
試算されており、新設団地への特高引き込みには長期のリードタイムが発生します10。旧

秋田火力跡地を活用する場合でも、発電所（送電端）からデータセンター（受電端）へと電

力潮流の向きが逆転するため、上位系統を含めた保護協調の再設計や無効電力・電圧調

整装置（STATCOM等）および慣性力喪失対策への巨額の初期設備投資（CAPEX）が必要
です3。 

●​ 日本海側特有の「冬季雷（600C級）」・重塩害・暴風雪に対する特殊設計コスト：秋田県沿
岸部の冬季雷は雷撃電荷量が600クーロン（C）に達し、太平洋側等の一般地域（300C想
定）の2倍という世界有数の過酷な落雷環境にあります9。直撃雷による特高送電線の瞬時

電圧低下（瞬低）や設備破損を防ぐための絶縁強化、重塩害に耐えるチタン・重防食仕様

の冷却塔、暴風雪時の吸気フィルタ閉塞防止など、一般的な内陸型DCと比較して建築・
電気設備CAPEXが15〜20%程度割高になります9。 

●​ 外資ハイパースケーラーの集積実績不在と高度IT・ファシリティ保守人材の不足：印西（千
葉県）や彩都（大阪府）、あるいは先行する北海道石狩・千歳エリアと異なり、秋田市には

メガクラウドの商用リージョン運用実績が存在しません10。300MW規模のAI-DC稼働には
数百名規模の特高電気主任技術者、液冷ファシリティエンジニア、英語対応可能なネット

ワーク保守要員が常駐する必要がありますが、地元労働市場からの調達は困難であり、

人材確保コストとオペレーショナルリスクが課題となります7。 
【Opportunities（機会）】 

●​ GX戦略地域制度の補助スキームと系統先行整備のフル活用：「データセンター集積型」認
定に伴う電力系統の先行的・計画的整備スキームや、脱炭素電源を100%活用し地域に
貢献する事業者を支援する「GX地域共創補助金（データセンター設備投資型）」を組み合
わせることで、特高変電設備やBESSの初期投資負担を大幅に圧縮できる機会があります3

。 
●​ グローバルIT企業が渇望する「追加性のある洋上風力コーポレートPPA」との一体誘致：

Amazonによる秋田県沖洋上風力の電力利用可能性が報じられるなど、外資ハイパース
ケーラーにとって日本国内で数百MW単位の「追加性（Additionality）」を持つ新設洋上風
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力PPAを確保できる立地は極めて希少です12。「洋上風力長期オフテイク権利」と「系統接

続済み特高受電枠」をパッケージ化することで、再エネ調達難に直面するメガクラウドを強

力に誘引できます3。 
●​ 東京圏から往復10〜15ms圏内の通信特性を活かしたLLM事前学習・バッチ推論需要の

獲得：東京から直線距離約450kmに位置する秋田市は、光ファイバー伝送遅延が往復（
RTT）約10〜15msに収まり、北海道エリア（約15〜25ms）に対してレイテンシ面で優位に立
ちます4。超低遅延が必須のリアルタイム金融取引等には向かないものの、数万基のGPU
を数か月間連続稼働させる大規模言語モデル（LLM）の事前学習（Pre-training）や非同期
バッチ推論、首都圏直下型地震・南海トラフ地震に備えたBCP（事業継続計画）拠点として
の需要を十分に取り込めます2。 

●​ 中東ソブリンファンド（ADGM等）や国内外インフラファンドからの巨額エクイティ調達：秋田
市と連携協定を結んだBitgrit・エスツーの構想では、アラブ首長国連邦（UAE）のアブダビ・
グローバル・マーケット（ADGM）等からの投資呼び込みが進められており、総事業費
4,000億円〜2兆円規模を見据えた国際的なグリーン投資マネーの受け皿となる土壌が
整いつつあります2。 

【Threats（脅威）】 
●​ アンカー需要家確保の遅延による「国の留保条件」抵触と認定取消・補助金返還リスク：経

済産業省はGX戦略地域の認定にあたり「計画の着実な推進及び地域共生の確保」を厳
格な留保条件として付しており、公募FAQでも全体構想に影響する計画の中止・変更が生
じた場合の「地域選定の取消」や「補助金の返還」を明記しています7。オフテイカー（長期

利用契約者）が確定しないまま開発が停滞すれば、先行確保した系統枠の喪失と補助金

の剥奪という致命的なダウンサイドリスクが顕在化します2。 
●​ 同じ東北の認定地域「宮城県富谷市（仙台都市圏）」とのハイパースケーラー争奪戦：同日

にデータセンター集積型に認定された宮城県富谷市（成田二期北工業団地・DC用地約
30ha）は、第1期100MWからの段階開発を掲げ、仙台都市圏の分厚いIT人材プール、東
北自動車道富谷JCT直結の交通利便性、東京圏へのより短い通信距離という強力な都市
インフラ優位性を有しています1。テナント誘致において富谷市に優先順位を奪われるリス

クは極めて高いと言えます1。 
●​ 国内洋上風力開発のコスト高騰・撤退ドミノと電源稼働スケジュールの不一致：2025年8

月、三菱商事コンソーシアムが建設コスト20%以上の増加と風車価格約2倍の高騰を理由
に、第1ラウンドの秋田県沖2海域を含む3事業（計1.7GW）から全面撤退し、第2ラウンドの
八峰町・能代市沖でも陸上工事が延期される事態となっています11。再公募案件の運転開

始が2030年代中盤へ後ろ倒しになる中、DC側の稼働時期と再エネ電源の供給開始時期
のミスマッチ、およびPPA単価の上振れが投資採算性を脅かします7。 

●​ 特高変圧器・GISの世界的調達難とサブコンの施工キャパシティ逼迫：275kV/154kV用の
大型変圧器（トランス）やガス絶縁開閉装置（GIS）の納期は世界的なAI-DC建設ラッシュに
より3〜5年超へ長期化しており、さらに東北地方における大手電気・空調サブコンの施工
人員不足と建設資材高騰が重なることで、初期投資予算の超過（コストオーバーラン）と完

工遅延を招く脅威が存在します7。 
 
【300MW級事業化の現実度（暫定評価）】 
【暫定評価ランク：中（条件付きで「中〜高」へ移行可能）】 秋田市における300MW級AI-DC事業
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化の現実度は、現時点で「中」と評価されます2。市営北部地区再エネ工業団地におけるBitgrit・
エスツー等の300〜500MW構想（投資規模4,000億円〜2兆円報道）は、再エネ調達契約やア
ンカーテナントのオフテイク契約が未確定であり、単独でのプロジェクトファイナンス組成には依

然として高いハードルがあります2。一方、2028年初頭に解体完了を迎える東北電力・旧秋田火
力発電所跡地（50.9ha・1GW級構想）を主軸に据え、既存の275kV送電・取排水インフラと2028
年6月稼働の「男鹿・潟上・秋田沖洋上風力（315MW）」のコーポレートPPAを一体パッケージとし
て外資ハイパースケーラーを早期にロックインできた場合に限り、事業化確度は「中〜高」へと大

きく跳ね上がります3。 
 

 
 
 

 
深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
300MW級のAI-DCは、設備利用率を85〜90%と仮定しても年間約2.2〜2.4TWh、仮に500MW
を最大能力で1年間（8,760時間）連続稼働させた場合には約4.38TWh（4,380,000MWh）という、
地方都市全体の消費量に匹敵する膨大な電力を24時間365日途切れなく消費します2。秋田市

がこの巨大変動なきベースロード需要を受け止める最大の武器は、日本海側に集積する洋上・

陸上風力発電群です5。現在、秋田港・能代港においてVestas製4.2MW風車（V117）33基による
計139MWが商業運転中であるのに加え、第2ラウンド（一般海域）で選定された「男鹿・潟上・秋
田Offshore Green Energy合同会社（JERA Nex BP、電源開発、東北電力、伊藤忠商事の4社コ
ンソーシアム）」が、世界最大級のVestas製15MW風車（V236-15.0MW、ローター径236m）21基・
計315MWの建設を2028年6月の運転開始に向けて推進しています7。同風車は従来の9.5MW機
比で年間発電量が65%増加し、設備利用率は60%を超え、1基あたり年間約80GWh（21基合計
で約1.68TWh/年）を供給する高いエネルギー密度を誇ります。 
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しかし、エネルギーインフラおよびプロジェクトファイナンスの観点から直視すべきは、風力発電

の「間欠性（Intermittency）」と「開発頓挫リスク」です4。2025年8月には、第1ラウンドで秋田県沖
2海域（由利本荘沖、能代市・三種町・男鹿市沖）等を含む計1.7GWを落札していた三菱商事コン
ソーシアムが、建設コストの20%以上の高騰と風車価格の約2倍への上昇を理由に事業撤退を
表明し、再公募へ回る事態となりました12。また、第2ラウンドの八峰町・能代市沖も事業環境の
変化から陸上工事が延期されています11。さらに、仮に845MW相当の一般的な洋上風力（設備
利用率30〜40%）を接続しても年間平均の実発電量は300MW程度にとどまり、無風時や冬季
の暴風によるカットアウト（自動停止）時には出力がゼロ近くまで急落します4。 
したがって、300MW級AI-DCがグローバルIT企業の求める「24/7カーボンフリー電力（1時間単位
での再エネ需給一致）」または「RE100」を達成するための実効的な電源調達スキームは、単一
の風力PPAでは成立しません5。具体的には、男鹿・潟上・秋田沖（315MW）や県内陸上風力との
長期バーチャルまたはフィジカルPPAをベースとしつつ、データセンター敷地内または変電所隣
接地に定格出力100MW・容量400MWh級の系統用大型蓄電池（BESS）を併設して数時間単位
の出力変動を平滑化し、さらに不足する無風期のベースロードおよび調整力を、東北電力が保

有する水力発電（雄物川水系等）およびLNG火力・女川原子力発電所等の非化石証書付きメ
ニューで常時バックアップする「3層ハイブリッド供給契約」を構築することが不可欠です3。男鹿・

潟上・秋田沖の公募供給価格は3.0円/kWhですが、インフレに伴う実勢コーポレートPPA価格（14
〜18円/kWh水準）に系統託送料金、容量拠出金、BESS償却費、東北電力の調整力バックアップ
費用を加算したAI-DCの最終受電単価（All-in電力コスト）は、21〜25円/kWh程度に収れんする
と試算されます7。この単価水準でも首都圏の特高受電に再エネ証書調達を組み合わせたコスト

と同等かやや競争力のある水準を維持できるかが、事業採算性の第一関門となります7。 
 
2. 送電系統制約と275kV/154kV超高圧受電インフラの整備課題 
東北北部（青森・秋田・岩手）の電力系統は、豊富な風力・地熱・太陽光電源が集中する一方で、

大需要地である仙台圏や首都圏へ向かう275kV基幹送電網（275kV秋盛幹線：雫石開閉所〜秋
田変電所、275kV秋田幹線：秋田変電所〜羽後変電所、275kV奥羽幹線：羽後変電所〜宮城変
電所）の送電容量がボトルネックとなり、慢性的な系統混雑と再エネ出力制御のリスクを抱えて

います4。この系統構造において、発電端である秋田市内に300MW〜1GWの巨大需要（AI-DC）
を直接立地させることは、南下する基幹送電線の潮流混雑を緩和し、地域内で発電された再エ

ネ電力を送電ロスなく吸収する「ワット・ビット連携」の模範的モデルとして機能します3。男鹿・潟

上・秋田沖洋上風力（315MW）の電力も東北電力ネットワークの「秋田変電所」へ送電される計
画であり、物理的な電源と需要の近接性は極めて高いものがあります。 
しかし、300MW超の特別高圧（154kVまたは275kV）一括受電を実現するにあたっては、敷地選
定によって開発リードタイムとCAPEXに決定的な差が生じます1。秋田市が2022年度に実施した
「データセンター事業実施可能性調査」では、当時の候補地であった下新城地区や七曲臨空港

工業団地で200MWを系統接続する場合、送電線と変電設備の新設に約55か月〜約69か月
（約4.5〜5.7年）を要すると試算されました2。現在、Bitgritとエスツーが300〜500MWのAI-DC
建設を計画している市営「北部地区再生可能エネルギー工業団地（飯島地区、分譲面積約25ha
）」においても、単独で新規に275kV送電線を引き込む場合は数十億円規模の工事費負担金と
長期の工期が避けられません2。これに対し、秋田県の鈴木知事が表明したGX戦略地域の優遇
策「系統接続の先行申し込み」制度の活用に加え、隣接する東北電力・旧秋田火力発電所跡地

（秋田市飯島、約50.9ha）の活用がゲームチェンジャーとなります1。 
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比較項目 東北電力・旧秋田火力発電

所跡地構想 
秋田市営・北部地区再エネ

工業団地構想 

所在地・敷地面積 秋田市飯島（臨海部・工業専

用地域）／約50.9ha1 
秋田市飯島（旧秋田火力北

側・県立大南側）／事業区域

約50ha（分譲約25ha）2 

想定受電・開発規模 1GW（1,000MW）級3 300MW〜500MW級（年間
最大消費電力量：約

4.38TWh）2 

参画主体・検討状況 東北電力（土地所有）＋外資

系を含む複数事業者と協議

中3 

秋田市＋Bitgrit＋エスツー（
SPC設立・UAEのADGM等か
ら投資募集）2 

送電・受電インフラ 旧1〜4号機（計1.65GW、3・4
号機950MW）の既存開閉
所・送電線・鉄塔を転用可能1 

新規特高引き込み・変電所

整備が必要（2026年度マス
タープランで具体化）2 

開発スケジュール 2024年7月全機廃止済、
2027年度末に解体完了、
2028年度以降着工3 

2025年10月連携協定締結、
2033年の本格運用開始を目
指す2 

 
旧秋田火力発電所はピーク時総出力1.65GW（1〜3号機各350MW、2024年7月に廃止された4
号機単独でも600MW）を誇った巨大電源拠点であり、建屋・煙突の解体完了（2027年度末予
定）後も、基幹系統に直結する開閉所・変電設備・送電鉄塔がそのまま資産として残ります3。た

だし技術的留意点として、従来は「発電所から系統へ送り出す（送電端）」構造であったものを「系

統から300MW〜1GWを吸い込む（受電端）」へと潮流方向を180度逆転させるため、上位系統を
含めた保護リレー協調の再設計、同期発電機廃止に伴う系統慣性力（イナーシャ）喪失への対

策、および電圧安定性を維持するための静止型無効電力補償装置（STATCOM）等の新設が必
須となります1。 
さらに見落とせないのが、日本海側特有の「冬季雷」による瞬時電圧低下（瞬低）リスクです27。冬

季雷は太平洋側の夏季雷（想定電荷量300C）の2倍にあたる600Cの巨大な電荷量を持つ正極
性落雷が多く、275kV/154kV送電線への直撃雷による1線地絡事故や2回線同時トリップのリスク
が常につきまといます27。AI-DC内の数万基の最新GPUクラスタはわずか数ミリ秒の電圧低下で
も一斉停止し、数週間かけたAI学習データが消失するため、特別高圧受電の異系統2回線受電
（本線・予備線）またはループ受電の構築に加え、耐雷ホーン・大容量避雷器の増強、および

300MW全負荷をカバーする無停電電源装置（リチウムイオン蓄電池採用のオンラインUPS）の
N+1冗長化が絶対条件となります3。 
 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
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300MW級AI-DCのプロジェクトファイナンス組成において、金融機関（シニアレンダー）が最も重
視するのは「信用格付けAA〜AAAクラスのハイパースケーラーによる10〜15年間の長期
Take-or-Pay型（枠買い取り型）オフテイク契約」の有無です2。需要家プロファイルを分析する上

でまず検証すべきは、最大の需要地である東京圏との物理的距離と通信遅延（レイテンシ）です4

。秋田市は東京から直線距離で約450km（光ファイバー実敷設ルートで約550〜650km）に位置
しており、光ファイバー内の伝送遅延と中継機器の処理遅延を含めた東京〜秋田間の往復遅延

（RTT）は約10〜15ミリ秒（ms）となります2。経済産業省の議論でも指摘されている通り、物理的

な距離による通信遅延が解消されなければ、超低遅延（RTT 1〜5ms未満）を要求するミッション
クリティカルな金融取引システム、リアルタイム決済、オンラインゲームのメインサーバー等を地

方の脱炭素電源地域へ誘導することは困難です16。 
しかし、生成AIのワークロード構造を分解すると、10〜15msというレイテンシが致命的な障壁とな
らない巨大な市場領域が浮かび上がります2。第一に、数千〜数万基の先端GPUをインターコネ
クト（InfiniBandやRoCEv2）で密結合し、数週間から数か月間にわたり計算を回し続ける「基盤モ
デル（LLM）の事前学習（Pre-training）およびファインチューニング」です2。この領域ではデータセ

ンター内部（East-Westトラフィック）の超高速通信がすべてであり、東京圏との通信（
North-Southトラフィック）が15msであっても演算性能には一切影響しません2。第二に、即時応

答を要しない「非同期バッチ推論・動画生成AI処理・科学技術計算（HPC）」、そして第三に、首都
圏直下型地震や南海トラフ巨大地震による太平洋側DC群の同時被災リスクをヘッジする「ディ
ザスタリカバリ（DR）・BCP拠点」としての需要です2。 
とはいえ、現状の秋田県内の通信バックボーン回線は、東北自動車道・東北新幹線沿い（仙

台〜盛岡〜青森）を通る太平洋側のメインルートから奥羽本線・秋田自動車道等を経由して分岐

する構造となっており、300MW級AI-DCが求めるテラビット級の広帯域・低遅延・完全異経路冗
長（3ルート以上）を満たすには通信インフラの抜本的増強が不可欠です2。GX戦略地域制度の
枠組みを活用し、太平洋側（仙台・北上ルート）と日本海側（新潟・庄内〜秋田ルート）のダーク

ファイバー網をループ化する光海底・陸上ケーブル整備を通信キャリアと一体で進める必要があ

ります2。 
オフテイク実現性の観点では、現在秋田市で進行している2つのトラックの成熟度を峻別しなけ
ればなりません1。Bitgritおよびエスツーが主導する300〜500MW構想（2033年本格運用目標）
は、東京大学の松尾・岩澤研究室との協力や世界のデータサイエンティスト向けプラットフォーム

運営といった独自性を持つものの、現時点ではメガクラウド等の確定オフテイカーが公表されて

おらず、エクイティ・デット調達のハードルが高い状態にあります2。対照的に、東北電力が旧秋田

火力発電所跡地で進める1GW構想には、すでに外資系企業を含む複数の事業者が強い関心を
示して協議に入っており、過去にAmazonによる秋田県沖洋上風力の電力利用可能性が報じら
れた実績を踏まえても、「東北電力の旧秋田火力跡地（系統直結）＋男鹿・潟上・秋田沖洋上風

力PPA」をセットにした外資ハイパースケーラー（AWS、Microsoft、Google等）または大手GPUネ
オクラウドとの長期オフテイク交渉が、最も実現確度の高いメインシナリオとなります3。 
 
4. 立地環境・冷却用水インフラと気候適応 
AI向けGPUサーバー（NVIDIA Blackwell世代および次世代Rubin世代等）は、1ラックあたりの消
費電力が従来の空冷限界（15〜20kW）を大きく超え、100kW〜130kW以上へと急増しています3

。このため、受電容量300MWのAI-DCでは、チップを直接冷却液で冷やす「Direct-to-Chip（
D2C）水冷方式」と、温まった冷却水を外気および工業用水・海水で熱交換するハイブリッド冷却
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システムの採用が必須となります1。この点において、秋田市臨海部（飯島地区・向浜地区周辺）

の立地環境は、水資源と冷涼気候の両面で極めて優れたポテンシャルを備えています3。 
まず冷却用水インフラについて検証すると、秋田県が運営する「秋田工業用水道施設」は雄物川

水系（玉川等）の豊富な表流水を水源とし、秋田湾地区および秋田市内に向けて日量

200,000m³（20万トン／日）という膨大な給水能力を有しています（上水道も日量154,600m³の
基幹浄水場や日量35,800m³の雄物川水系浄水場が稼働）15。300MWのAI-DCが蒸発式冷却
塔（オープンループ水冷）をフル稼働させた場合でも、必要となる補給水量は日量約12,000〜
18,000m³程度であり、秋田工業用水道の給水能力のわずか1割未満で余裕をもって賄うことが
可能です15。さらに、旧秋田火力発電所跡地（50.9ha）を活用する場合には、かつて出力1.65GW
の蒸気タービン復水器を冷却していた大規模な海水取水・放水設備（取排水路）がそのまま残存

しているため、淡水資源を一切消費しない「海水熱交換（シーウォーター・クーリング）＋閉ループ

D2C液冷システム」を構築できるという、内陸型DCには真似のできない圧倒的なコスト・環境優
位性を発揮します1。また、臨海部に位置し秋田港の港湾岸壁と重量物搬入路が整備されている

ため、1基数百トンに及ぶ275kV大型変圧器やモジュール型冷却プラントを海上輸送から直接サ
イトへ陸揚げできる点も、施工上の大きな強みです3。 
一方で、気候適応と土木・設備エンジニアリングには日本海側沿岸部ならではの厳格な対策が

求められます27。第一に地盤・液状化対策です。2011年の東日本大震災時には砂質地盤の液状
化による風車基礎の傾斜事例が報告されており、男鹿・潟上・秋田沖洋上風力でも小堀鐸二研

究所と鹿島建設・COWIが飽和砂質地盤の非線形挙動と複合ハザード（極端な風・暴風波・稀な
大地震）を統合した耐震設計（ビューローベリタス認証取得）を導入しています。臨海部のDC建
設においても、支持層までの杭基礎打設と地盤改良（格子状地盤改良等）による液状化対策が

不可欠です。第二に重塩害・暴風雪対策です12。日本海からの強烈な季節風は高濃度の海塩粒

子と飛雪を運ぶため、外気導入型フリークーリングをそのまま適用すると熱交換器コイルの腐食

や吸気フィルタの凍結閉塞を引き起こします16。したがって、外気と館内空気を直接触れさせない

間接外気冷房または密閉型ドライクーラーを採用し、屋外熱交換器にはチタン材やカチオン電着

塗装等の重防食仕様を施すとともに、冷却水配管の凍結防止ヒーターと温水融雪ループを組み

込むことで、通年PUE（電力使用効率）1.15以下の高効率運用と高信頼性を両立させる設計が求
められます4。 
 
5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
経済産業省がGX戦略地域（データセンター集積型）の認定にあたって付した最大の留保条件
は、「計画の着実な推進」と並んで「地域共生の確保」です2。また、GX地域共創補助金（データセ
ンター設備投資型）の交付要件としても、「脱炭素電源を100%活用し、当該電源の立地地域に
貢献する事業者であること」が明確に定められています3。これは、地方自治体が広大な土地と

送電容量を提供したにもかかわらず、「地元の風力電力を外資系巨大DCが独占し、完成後は数
十人の監視要員しか雇用されず、地域経済に何も落ちない」という外部不経済や地元反発を防

ぐための強力な政策メッセージです2。この国の留保条件に適合し、秋田市での300MW級AI-DC
事業を持続可能なものとするためには、財政・エネルギー・熱循環・人材の4軸にわたる具体的
な地域還元スキームを契約と事業計画に織り込む必要があります2。 
まず地方財政への貢献については、固定資産税収の精緻な見積もりと還元が挙げられます2。

秋田市の固定資産税率は1.6%（標準税率1.4%より高い設定）であり、2025年度（令和7年度）当
初の市全体の純固定資産税調定額は約198.4億円（土地約52.6億円、家屋約100.5億円、償却
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資産約45.3億円）となっています2。仮に総事業費4,000億円〜2兆円規模のAI-DCが建設された
場合、土地・建屋・受変電・冷却設備・GPUサーバーが課税対象となりますが、大規模償却資産
については市の課税限度額を超える部分に秋田県が課税する制度（県税条例で税率1.4%）が適
用されるため、秋田市と秋田県の双方に年間百数十億〜200億円規模の巨額税収が配分され
る構造となります2。さらにエネルギーの地産地消と地域新電力連携の観点では、地域の風力電

力をDCが100%囲い込むのではなく、秋田市が整備する「北部地区再生可能エネルギー工業団
地」全体のマスタープランと連動し、地元自治体や地域新電力と協調した再エネアグリゲーション

事業を構築することが求められます2。あわせて、DCに併設する大型蓄電池（BESS）や非常用発
電機を、大規模災害によるブラックアウト発生時には地域の防災拠点や周辺住民へ電力供給す

るレジリエンス電源として開放する地域防災協定を締結すべきです2。 
また、排熱（温排水）を活用したサーキュラーエコノミーの実装も重要な柱となります16。300MW
のAI-DCからは常時300MW相当の熱エネルギー（D2C液冷により45〜55℃の温水として回収
可能）が排出されます10。他のGX戦略地域や北海道美唄市等の先行事例でも、DC排熱を錦鯉・
ウナギ等の陸上養殖やキノコ栽培、ハウス園芸、冬季の道路融雪に利用するエネルギー循環モ

デルが推進されています16。豪雪地帯である秋田市においても、飯島地区周辺のスマート農業用

グリーンハウスや高級魚介類の陸上養殖プラント、周辺インフラの無散水融雪へ温水をパイプラ

イン供給する「熱の地産地消」を組み込むことが極めて有効です16。加えて、建設・電気・冷却保

守・警備・冬季除雪における地元企業への優先発注比率を設定するとともに、計画地のすぐ北側

にキャンパスを構える秋田県立大学や、市内の秋田大学、国際教養大学、および東京大学松

尾・岩澤研究室（Bitgrit・エスツー連携先）と共同研究・寄附講座を開設し、AIデータサイエンティ
ストおよびファシリティエンジニアの育成・現地採用を制度化することが、留保条件クリアの鍵とな

ります2。 
 
6. 事業化進捗状況と競合分析：宮城県富谷市および北海道勢との対比 
2026年9月11日に認定されたGX戦略地域（データセンター集積型：9地域10地点）の中で、秋田
市と直接的にハイパースケーラーおよび投資資金を奪い合う最大の競合は、同じ東北電力管内

の宮城県富谷市、およびすでに実績を有する北海道（石狩市・苫小牧市）です2。 
 

比較項目 秋田県 秋田市 宮城県 富谷市 北海道 石狩市・苫小
牧市 

GX戦略地域認定類
型 

DC集積型＋脱炭素
電源活用型（全国唯

一のダブル認定）1 

データセンター集積

型2 
データセンター集積

型（2地点それぞれで
GW級集積）＋有望
地域選定2 

主要開発用地・規模 旧秋田火力跡地（

50.9ha・1GW級）、市
営北部再エネ団地

（分譲25ha・300〜
500MW）1 

成田二期北工業団

地（全体約200haの
うちDC用に約30ha
先行確保・第1期
100MW〜GW級）3 

石狩湾新港地域、苫

小牧東部地域（各

GW級クラスター形
成）1 
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電力供給・系統特性 電源立地型（地産地

消）：洋上風力（

139MW稼働＋
315MW建設中）＋旧
火力275kV直結1 

大消費地近接型：東

北道富谷JCT隣接、
東北電力基幹網経

由（女川原発・再エ

ネ証書活用）3 

再エネ・大空間型：

道内風力・太陽光＋

北海道本州間連系

設備、広大な敷地4 

東京圏との通信遅延 往復（RTT）約10〜
15ms（東京から約
450km）2 

往復（RTT）約6〜
8ms（東京から約
300km、東北新幹
線・東北道メイン

ルート直結）3 

往復（RTT）約15〜
25ms（津軽海峡・海
底ケーブル経由）16 

都市インフラ・人材 地方中核市（高度IT・
英語対応エンジニア

の常駐確保に課題）2 

仙台都市圏北部（東

北大等の高度IT人材
プール、都市生活イ

ンフラが充実）3 

札幌都市圏近接（石

狩・千歳エリアに既

存クラウドDC・ラピダ
ス等の集積実績）17 

 
まず宮城県富谷市との対比では、都市機能・通信・人材のすべての面で富谷市が圧倒的な優位

に立っています3。富谷市は仙台都市圏北部の「成田二期北工業団地（東北自動車道・富谷JCT
直結）」において全体約200haのうち約30haをDC用途として先行確保し、第1期約100MWから
段階的にギガワット級を目指す現実的なフェージング計画を掲げています3。東京からの通信遅

延も往復約6〜8msと小さく、東北大学をはじめとする仙台圏の豊富なIT人材を通勤圏内で確保
できるため、低遅延推論や商用クラウドリージョンを重視するテナントは富谷市を選好する蓋然

性が高いと言えます1。これに対し秋田市が富谷市に勝てる決定的な差別化要因は、「サイト固

有の追加性ある洋上風力電源（On-site / Near-site Offshore Wind）」と「旧秋田火力発電所跡
地の既存275kV受電・海水冷却インフラ」の2点に尽きます1。内陸丘陵地である富谷市が森林を

切り開いてゼロから造成・系統引き込み・水冷インフラを整備する必要があるのに対し、秋田市

は臨海部の既存エネルギーインフラを転用し、目の前の海域で発電される洋上風力を直接引き

込める点で、300MW超の超大型AI学習工場（AIファクトリー）としてのポテンシャルに優れていま
す1。 
次に北海道勢（石狩市・苫小牧市）との対比では、北海道は2地点それぞれでGW級集積を目指
す国内最大のDC開発フロントランナーですが、本州との間に津軽海峡を抱えるため通信の物理
的距離が長く、海底ケーブルのルート制約も存在します2。秋田市は「北海道と同等の冷涼気候

および洋上風力ポテンシャルを持ちながら、本州（東北電力管内）に位置し、東京圏へ約5〜
10ms近い（RTT 10〜15ms）」というポジションを確立することで、北海道の一極集中リスクを嫌う
ハイパースケーラーの第2・第3のグリーンAI拠点として明確な差別化を図ることが可能です3。 
 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 
以上の多角的検証を総括すると、秋田県秋田市における300MW級AI-DC事業は、「国内随一
の洋上風力集積×旧秋田火力発電所跡地の既存送電・取排水インフラ」という類を見ないフィジ
カルアセットの優位性を持つ一方で、風力電源の出力変動、冬季雷・重塩害対応コスト、そして

確定オフテイカーの不在というプロジェクトファイナンス上の重大なリスクを抱えています3。特に、
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土地取得、特高受電設備、長期電力調達、テナント契約が個別に分断されたままでは、どの当

事者も初期の数百億円規模の先行投資リスクを負担できず、国の留保条件である「計画の着実

な推進」に抵触して認定取消に陥る危険性があります7。 
 

プロジェクトファイナンス・アーキテクチャ図解 

3者一体型SPC構造と段階的展開による、オフテイクおよび系統リスクの低
減  



36 

 



37 

 
 
 
秋田市において受電容量300MW級のAI-DCをバンカブル（融資適格）な案件へと昇華させるた
めの第一の要諦は、「洋上風力コンソーシアム×東北電力×DCデベロッパー×ハイパースケー
ラー」による一体型プロジェクトファイナンス（PF）スキームの構築です3。市営北部地区再エネ工
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業団地（Bitgrit・エスツー構想）と東北電力の旧秋田火力発電所跡地（1GW構想）を個別に競合
させるのではなく、まずはインフラ熟度が圧倒的に高い旧秋田火力発電所跡地（50.9ha）をコア
サイトとして位置づけます1。その上で、土地・既存275kV送電設備・取排水路を提供する東北電
力、2028年6月に運転開始する男鹿・潟上・秋田沖洋上風力（315MW）の株主群（JERA、電源開
発、東北電力、伊藤忠商事）、およびグローバルDCデベロッパーが共同で特別目的会社（SPC）
を組成します1。このSPCが「275kV系統接続枠＋洋上風力フィジカルPPA＋東北電力のBESS・火
力調整力バックアップ」を単一の「24/7グリーン電力付きAI計算資源パッケージ」として束ね、外
資ハイパースケーラーと15年間のTake-or-Pay型オフテイク契約および長期コーポレートPPAを
同時締結（Pre-let）することで、シニアローン（ノンリコース・プロジェクトファイナンス）の組成条件
を完全に充足させることが可能となります1。 
第二の要諦は、300MW一括投資リスクを回避する「100MW×3フェーズ」の段階的開発（フェー
ジング）の導入です10。最初から300MW〜500MW（投資額4,000億円〜2兆円）のフルスペック
着工を目指すことは、特高変圧器の調達遅延やテナント需要の変動リスクに対して極めて脆弱

であるため、宮城県富谷市が第1期100MWからの段階開発を採用しているのと同様に、秋田市
においても明確なマイルストーン型フェージングを導入すべきです2。 
 

開発フェーズ 対象期間 目標受電・稼働規模 主要エンジニアリン

グ・ファイナンス達成

マイルストーン 

フェーズ0（準備・設
計期） 

2026年〜2027年度
末 

着工前準備（0MW） 旧秋田火力解体完

了、275kV逆潮流保
護協調設計、冬季雷

600C対策確定、GX
補助金採択、Pre-let
契約締結3 

フェーズ1（第1期商
用稼働） 

2028年〜2029年 第1期 100MW稼働 男鹿・潟上・秋田沖

洋上風力（315MW・
実発電約190MW相
当）の2028年6月運
開と完全同期した旧

秋田火力跡地

100MW稼働1 

フェーズ2・3（拡張
期） 

2030年〜2033年 累計 300MW〜
500MW 

第1期キャッシュフ
ローを担保に市営北

部再エネ団地（25ha
）・ADGM資金等を
統合、再公募洋上風

力と連動し段階増設
10 
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第三の要諦は、補助金返還・認定取消リスクの契約的遮断（リスクアロケーションの明確化）です
7。経済産業省の公募FAQが示す通り、計画の中止や大幅変更に伴う「GX戦略地域の認定取
消」や「補助金返還義務」は、プロジェクトファイナンスにおける最大の制度リスクとなります20。し

たがって、SPCの融資契約およびテナントとのオフテイク契約においては、補助金は初期CAPEX
の圧縮要素として活用するものの、万が一の補助金未採択時や減額時にもDSCR（元利金返済
カバー率）1.30倍以上を維持できる保守的なベースケース収支を組むことが求められます20。さら

に、テナント都合による中途解約時には未償却の受変電インフラ費用および補助金返還相当額

をカバーする早期解約違約金（Termination Fee）条項を設定し、洋上風力側の完工遅延時には
東北電力の非化石証書付き調整電源へ自動的にスイッチして発電事業者側が価格差を補填す

る遅延損害金（Liquidated Damages）条項を規定することが不可欠です1。これらの冷徹なリスク

コントロールと段階的投資規律を徹底することによってのみ、秋田市は国内最大の洋上風力基

地という地の利を真の金融的価値へと転換し、日本のグリーンAIインフラを牽引する300MW〜
1GW級データセンター集積地としての地位を確立することができます3。 
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GX戦略地域・茨城県（常総市／つくば市）の
AIデータセンターSWOT分析：300MW級AI 
DC投資採算性の検証 
2026年9月11日、経済産業省は「GX2040ビジョン」に基づく「GX戦略地域制度（データセンター
集積型）」の第1弾（全国9地域10地点）として、茨城県「常総市／つくば市」を認定しました1。国内

最大の千葉県印西データセンター（DC）クラスターが特別高圧系統と開発適地の飽和に直面す
る中、東京都心から約40〜55km圏内の超低遅延通信環境と、産業技術総合研究所（産総研）
の「ABCI 3.0」等を擁するつくば研究学園都市の学術基盤を融合させ、今後10年程度でギガワッ
ト（GW）級のAI計算拠点を形成する政策的意図があります4。しかし、受電容量300MW規模（投
資適格サイズ）の大型AIデータセンター（AI-DC）をプロジェクトファイナンス（PF）で組成する実務
においては、東京電力パワーグリッド（東電PG）基幹系統の深刻な逼迫と超高圧変電所の新設
負担、鬼怒川水系の水害BCP対策コスト、東電管内での24/7カーボンフリー電力（CFE）調達単
価の高さ、さらには都市近郊特有の住民合意と国の留保条件「地域共生の確保」に伴う認定取

消リスクというシビアな乖離が存在します2。 
 

■ 茨城県 常総市／つくば市 構造化SWOT分析 
【Strengths（強み）】 

●​ 東京都心・印西クラスターに直結する往復遅延1〜2ms台の超低遅延通信環境：常総市・
つくば市は東京都心（大手町）から直線距離約40〜55km圏内、千葉県印西DCクラスター
から約25〜35kmに位置し、つくばエクスプレス（TX）や常磐自動車道・圏央道沿いの大容
量光ファイバー網を経由して往復遅延（RTT）1〜2ms台（一般光回線実測値でも印西平均
13.7ms・最速5〜6ms台と同等圏）の超低遅延通信を実現します5。北海道や九州等の遠

隔地GX戦略地域が抱える長距離伝送遅延および海底・陸上中継網の冗長化コストを完
全に回避し、既存の印西クラスターと光結合した「グレーター東京・リージョン（アベイラビリ

ティゾーン拡張拠点）」として一体運用できる全10地点で最強の通信優位性を有していま
す1。 

●​ 産総研（ABCI 3.0）や筑波大学等の国立研究機関が集積する国内最高峰のAI学術基盤：
つくば市内には産業技術総合研究所（産総研）、高エネルギー加速器研究機構（KEK）、物
質・材料研究機構（NIMS）、筑波大学等の国家的研究機関が集積し、高度なAIエンジニ
ア・研究者人材の分厚いプールが形成されています1。特に産総研は2025年1月にNVIDIA 
H200 GPUを計6,128基（766計算ノード、半精度ピーク性能6.2エクサフロップス）搭載した
世界最大級の産業向けAI計算基盤「ABCI 3.0」および量子融合計算基盤「ABCI-Q」の運
用を開始しており、ソブリンAI開発や産学官連携の先端計算需要と直結した独自のエコシ
ステムを誇ります1。 

●​ 圏央道・常磐道・TXによる抜群の広域インフラ網と大規模キャンパスの先行開発実績：全
線4車線化が進む圏央道の常総IC・つくば中央ICと常磐自動車道（谷和原IC）が交差する
広域交通の要衝であり、数百トンに及ぶ超高圧変圧器や非常用発電機、Direct-to-Chip（
D2C）液冷モジュール等の大型重機搬入および都心からの保守要員アクセスにおいて極
めて高い利便性を備えています1。実際につくば市大穂地区（KEK南側用地）では、豪グッド
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マン・グループが約45.5ha（455,791㎡）を取得して総受電容量1,000MW（1GW）を見込む
「つくばテック・セントラル」の第1期50MW工事（2026年2月着工・2028年初頭稼働予定）を
先行推進しており、常総IC周辺でも約45haの「アグリサイエンスバレー常総」が稼働するな
ど大規模開発の実績が確立されています5。 

●​ ハイパースケーラーおよび金融・エンタープライズ需要の圧倒的なオフテイク獲得力：首都
圏50km圏内の近接性とつくば側の強固な洪積台地（関東ローム層と下総層群）がもたら
す高耐震性により、外資系ハイパースケーラー（AWS、Microsoft、Google、Meta等）や国
内大手金融機関・エンタープライズのミッションクリティカルなテナント需要（オフテイク）を

最も獲得しやすい立地特性を備えています1。つくば市で先行するグッドマンの第1期棟（
50MW）においても竣工前に顧客企業との開発・賃貸借に関する覚書（基本合意）が締結
済みであり、プロジェクトファイナンス組成の前提となる長期Take-or-Pay契約の成約確度
は全国トップクラスです9。 

【Weaknesses（弱み・課題）】 
●​ 東電PG基幹系統の深刻な容量逼迫と専用超高圧変電所新設に伴う長大な工期・巨額

CAPEX：対象地域は東電PGの500kV新筑波変電所および圏央道幹線系統（
275kV/154kV）に近接しているものの、首都圏全体のDC・産業用電力需要の急増により既
存の154kV/66kV系統の空き容量は枯渇状態にあります5。300MW級の受電を実現する
には、275kV以上の基幹系統からの送電線引き込みと敷地面積100,000㎡（10ha）級・変
電容量20万kVA（200MVA）超の専用超高圧変電所の新設が不可欠であり、4〜6年の
リードタイムと数百億〜数千億円規模の初期投資（工事費負担金および受変電設備

CAPEX）が初期キャッシュフローを強く圧迫します1。 
●​ 鬼怒川・小貝川流域における洪水浸水ハザードリスクと水害BCP対策による建築費増：つ

くば市の台地エリアと対照的に、常総市側の低地エリアは2015年9月の関東・東北豪雨に
よる鬼怒川堤防決壊時に国道354号沿いの平町で最大3.0m、三妻駅周辺で2.95m、常総
市役所や北水海道駅周辺で1.5m超の深刻な浸水被害を記録しています5。このため常総

市側での300MW級AI-DC建設では、3m超の浸水想定に耐える大規模な盛土造成（地盤
嵩上げ）や防水壁の構築、特別高圧受変電設備・非常用発電機の2階以上への配置と
いった厳格なBCP対策が必須となり、基礎・土木建築費の大幅な増加を招きます1。 

●​ 域内の大規模脱炭素電源不足と東電管内での24/7カーボンフリー電力調達単価の高さ：
茨城県は太陽光発電導入量こそ全国上位ですが、設備利用率約13〜15%の太陽光に極
端に偏重しており、300MW級AI-DCが通年消費する年間約2.23TWh（平均負荷率85%想
定）の電力を賄う地熱・大規模水力・稼働原発等の24時間ベースロード脱炭素電源を域内
に欠いています1。鹿島港洋上風力発電（約160MW）等の開発を加味しても、時間単位で
脱炭素電力を一致させる「24/7 CFE」の達成には系統用蓄電池（BESS）併設型オフサイト
PPAやトラッキング付非化石証書の大量確保が必須となり、再エネ出力制御が頻発する北
海道・東北・九州の認定地域と比べて電源調達単価が割高となります3。 

●​ 内陸・都市近郊立地に伴う工業用水の供給限界および用地取得単価の上昇圧力：臨海コ
ンビナート地域（川崎臨海部の給水能力37万m³/日等）と異なり、内陸の茨城県南・県西地
域では工業用水道の各団地への給水能力が3,000〜5,000m³/日規模に限られるうえ、
「茨城県地下水の採取の適正化に関する条例」により揚水機吐出口断面積50cm²以上の
工業用地下水採取が知事許可制（19cm²以上は届出制）として厳格に規制されています5。

さらにTX沿線開発や産業誘致に伴い、2026年のつくば市基準地価は平均122,425円/㎡
（前年比+7.68%）、工業地基準地価も平均29,500円/㎡（坪97,520円、+7.18%）へ上昇して
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おり、大規模用地の取得単価が上昇傾向にあります17。 
【Opportunities（機会）】 

●​ 生成AIワークロードの「リアルタイム推論・AIエージェント」移行に伴う首都圏近接需要の
爆発：生成AIの主戦場が事前学習（Training）からリアルタイムの対話・自律型AIエージェ
ント処理などの推論（Inference）へと移行する中、最終ユーザーや企業基幹システムが集
積する東京から往復1〜2ms台の超低遅延拠点に対する需要が爆発的に増加しています5

。遠隔地のDCでは代替不可能な低遅延かつ高電力密度の推論クラスター需要を一手に
吸収できる構造的な市場機会が存在します1。 

●​ GX戦略地域制度およびOCCTO融資による東電PG送変電設備の優先的・計画的増強支
援：従来は需要家の接続申請後に都度系統整備が行われ接続まで10年以上を要する
ケースも存在しましたが、GX戦略地域の認定により、電力広域的運営推進機関（OCCTO
）等を通じた一般送配電事業者への運転開始前貸付け（OCCTO融資）を活用し、先行的・
計画的に電力系統を整備する制度措置が適用されます3。あわせて国による地域共生型

の脱炭素電源・蓄電池整備支援（令和9年度環境省概算要求30億円等）やオールフォトニ
クス・ネットワーク（APN）実証支援も統合的に措置され、インフラ制約の解消が加速します
18。 

●​ 産総研等のナショナルセンターと連携した「ソブリンAI」および科学技術計算の長期オフテ
イク獲得：産総研の「ABCI 3.0」（H200 GPU 6,128基）や「ABCI-Q」、KEK、筑波大学等の
国立研究機関と大容量光回線で直結することにより、経済安全保障上の国産基盤モデル

開発（ソブリンAI）や創薬・先端素材開発向けの科学技術計算クラウド需要を取り込むこと
ができます1。外資ハイパースケーラーだけでなく、政府機関や産学官コンソーシアムをア

ンカーテナントに組み込むことで、極めて信用力の高い長期オフテイク構造を構築できま

す1。 
●​ アグリサイエンスバレー常総等と連動したDC排熱のスマート農業活用と地域還元モデル

創出：常総IC周辺で稼働する総面積約45haの「アグリサイエンスバレー常総」には、施設
面積約5ha・年間出荷量約1,000トンの日本最大級ミニトマト栽培施設（株式会社たねまき
常総）等の先端環境制御型ハウスが集積しています8。AI-DCのD2C液冷システムから回
収される温水排熱を近隣の大型植物工場・施設園芸の暖房や温浴施設へ供給する熱融

通インフラを構築することで、GX戦略地域が求める地域経済への波及効果を具現化でき
ます5。 

【Threats（脅威）】 
●​ 研究学園都市・住宅地近接に伴う住民反対運動と国の留保条件「地域共生の確保」不達

成による認定取消リスク：つくば研究学園都市や周辺住宅地は住民の環境・景観意識が

高く、高さ約40mの巨大建屋による圧迫感や冷却チラー・非常用発電機の低周波騒音、
排熱、水資源利用に対する反対運動が顕在化しやすい特性があります5。経済産業省は

認定にあたり「計画の着実な推進及び地域共生の確保等」を留保条件として付しており、

住民合意の難航等で明らかに計画の進捗が見られない場合は「選定の取消し」を含めて

検討すると明記しているため、地域共生策の遅れは認定取消と系統優先枠の喪失に直結

します2。 
●​ 東電PGの系統接続遅延や変圧器（トランス）・GISの調達難が招く着工遅れとアンカー需

要家の離脱リスク：世界的なDC建設ラッシュと送電網投資の集中により、275kV/154kV級
の大型変圧器（トランス）やガス絶縁開閉装置（GIS）の製造リードタイムが長期化し、調達
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価格も高騰しています1。機器調達や東電PGの系統増強工事が遅延してサービス開始（
RFS）時期が後ろ倒しとなった場合、市場投入スピードを最優先するハイパースケーラーが
基本合意を解除し、他地域のDCへ離脱するリスクがあります5。 

●​ 同じ北関東のGX戦略地域「栃木県 矢板市」および千葉県印西市とのハイパースケー
ラー・系統枠争奪戦：同じ東電PG北関東エリアでは、水害リスクが低い内陸台地に市内2
カ所・計約60ha（安沢地区の重点促進区域約48ha等）の候補地を擁する「栃木県矢板市」
がGX戦略地域に同時認定され、3年以内の1棟目操業・10年以内の約10棟整備を目指し
て次世代産業団地基本計画策定（予算限度額7,000万円）と地域共生ガイドライン整備を
急ピッチで進めています25。既存の印西クラスター拡張案件に加え、矢板市との間で東電

PGの系統増強リソースおよびハイパースケーラーの投資枠を巡る「早い者勝ち」の熾烈な
獲得競争が展開されています5。 

●​ 首都圏の建設ゼネコン・電気空調サブコンの深刻な人手不足による建設CAPEXの高騰：
首都圏では大型物流施設や都市再開発、DC建設が重複し、特に特別高圧電気設備や
D2C液冷配管を施工できるサブコン技術者の不足が深刻化しています5。労務費と資材価

格の上昇により建設CAPEXが高騰し、工期遅延やコストオーバーランが発生した場合、プ
ロジェクトファイナンスのDSCR（元利金返済カバー率）やエクイティIRR（内部収益率）が投
資適格水準を下回る脅威があります1。 

 
【300MW級事業化の現実度（暫定評価）】 
暫定評価ランクは「中〜高」と位置付けられます1。東京都心・印西クラスターから往復遅延1〜
2ms台という決定的な超低遅延環境と産総研「ABCI 3.0」等の学術集積により、ハイパースケー
ラーおよびソブリンAIのテナント需要（オフテイク）獲得力は全国10地点で間違いなく首位に立ち
ます1。実際につくば市大穂地区ではグッドマンによる1GW構想（第1期50MW）が先行着工してお
り、市場の需要実態は証明済みです6。もっとも、東電PGの系統逼迫により300MWの一括受電
は不可能であるため、系統開通スケジュールに合わせた段階的受電（第1期50MW→第2期
100MW→最終300MWのフェージング）を前提にファイナンスを組成すること、常総市側の3m超
水害BCP対策と閉ループ液冷の実装、および国の留保条件である「地域共生」を満たす防災拠
点・排熱還元等の社会的投資を完遂することが事業化達成の絶対条件となります2。 
 

深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
受電容量300MW規模の大型AI-DCをプロジェクトファイナンスで組成する際、グローバルなハイ
パースケーラー（AWS、Microsoft、Google、Meta等）やESG重視の機関投資家が融資・オフテイ
ク契約の絶対条件として課すのが「24/7カーボンフリー電力（CFE：24時間365日の時間単位での
脱炭素電力マッチング）」の確保です1。受電容量300MWのAI-DCが平均負荷率85%で通年稼
働した場合、その年間消費電力量は以下の通り算出されます1。 
年間消費電力量 ＝ 300MW × 8,760時間 × 0.85 ＝ 2,233,800MWh（約2.23TWh/年） 
この年間約2.23TWh（一般家庭約50万〜60万世帯分に相当）という膨大な電力を、東京電力パ
ワーグリッド（東電PG）管内でいかに脱炭素化するかが事業採算性の第一の関門となります1。

茨城県の地域電源構造を検証すると、広大な平地と良好な日照条件を背景に太陽光発電の導

入量は全国トップクラスを誇るものの、電源構成が極端に太陽光へ偏重しています1。太陽光発
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電は設備利用率（Capacity Factor）が約13〜15%にとどまり、夜間や悪天候時には発電量がゼ
ロとなるため、24時間365日フラットな高負荷稼働が続くAI-DCの消費プロファイルと構造的なミ
スマッチを起こします1。風力発電については、鹿島港における港湾洋上風力発電事業（発電容

量約16万kW＝160MW、5MW風車約30〜50基規模の計画を含む）や陸上風力の開発が進め
られているものの、県内の産業需要全体および300MW〜1GW級DCキャンパスのベースロード
を単独で満たす規模には達していません1。 
また、GX戦略地域の「脱炭素電源活用型」に選定された青森県（六ヶ所村・六戸町）、新潟県（柏
崎市等）、福井県、島根県や、DC集積型の北海道（石狩市・苫小牧市）、秋田県、福岡県、鹿児
島県のように、域内で再エネ出力制御が頻発しているエリアや原子力・水力・地熱電源を直結利

用できる地域とは異なり、東電管内の茨城県はベースロード脱炭素電源が不足しています2。そ

のため、常総市・つくば市の300MW級AI-DCが24/7 CFEを達成するには、北関東や東北連系線
経由を含む太陽光・風力事業者との長期フィジカル／バーチャルオフサイトPPAを主軸としつつ、
日中余剰電力を夜間へシフトする系統用蓄電池（BESS）およびトラッキング付非化石証書を組み
合わせる複合ポートフォリオが不可欠です1。ただし、2026年に入り資源エネルギー庁の次世代
電力系統ワーキンググループや需給調整市場検討小委員会において、系統用蓄電池の接続検

討料（22万円/地点）引き上げ案やN-1充電停止装置の設置義務化、需給調整市場の上限価格
引き下げ（19.51円/kWhから15円/kWhへの見直し）等が議論されており、蓄電池併設のコスト構
造は厳しさを増しています1。したがって、国のGX戦略地域向け脱炭素電源・蓄電池導入補助
（令和9年度環境省要求額30億円等）を最大限活用するとともに、電力調達価格（託送料金・容
量拠出金・再エネ賦課金・非化石証書プレミアムを含む）の変動リスクをテナント側へ完全パスス

ルー（Pass-through）できる料金条項をオフテイク契約に組み込むことがファイナンス組成の必
須要件となります5。 
 
2. 送電系統制約と275kV/154kV超高圧受電インフラの整備課題 
対象エリアの送電ネットワークを俯瞰すると、近隣には東電PGの基幹変電所である500kV新筑
波変電所（1972年に新福島変電所〜新古河開閉所間181kmを結ぶ旧275kV第2福島幹線として
建設され、1976年の500kV昇圧とともに開設された基幹拠点）が立地し、500kV新筑波線・福島
東幹線および圏央道沿いの275kV/154kV幹線系統が通過しています1。物理的な送電幹線の近

接性という点では恵まれているものの、首都圏全体でDC新設や工場電化の需要が爆発的に増
加しているため、既存の154kVおよび66kV系統の空き容量はすでに枯渇状態にあります1。 
受電容量300MWという大規模負荷を接続する場合、標準的な66kV特高受電や既存154kV変電
所からの分岐では容量が全く足りず、275kV以上の基幹系統からの送電線引き込み（ループ受
電または2回線受電）と、敷地面積100,000㎡（10ha）級・変電容量20万kVA（200MVA）超の専
用超高圧変電所の新設が不可欠となります1。これに伴い、系統連系工事の完了までに4〜6年
のリードタイム（一般送配電事業者が接続申請後に都度整備する従来方式では10年以上を要す
るケースも存在）と、数百億〜数千億円規模の初期投資（東電PGへの工事費負担金および自営
のガス絶縁開閉装置［GIS］・大型変圧器等の受変電設備CAPEX）が発生し、開発初期のキャッ
シュフローを激しく圧迫します5。 
この「300MW一括受電の壁」を突破するための実務上の解決策は、段階的受電の合意形成と
国の先行整備制度の活用という2つのアプローチに集約されます5。第一のアプローチは、東電

PGとの間で「段階的受電（フェージング）」の合意を形成することです5。先行するグッドマンがつく

ば市大穂地区で全体構想1,000MW（1GW）の供給契約を結びつつ、まずは2028年初頭稼働の
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第1期棟を50MWで立ち上げているように、初期フェーズ（第1期30〜50MW）は既存154kV/66kV
系統の僅かな余力や運用改善で早期受電を実現し、並行して275kV専用変電所を4〜6年かけ
て建設することで第2期（+100MW）・第3期（+150MW）へと段階的に拡張するスキームが極めて
有効です5。第二のアプローチは、GX戦略地域制度の目玉である「電力系統の先行整備（
OCCTO融資制度）」の活用です3。本制度では、需要家の個別の接続申請を待たず、一般送配

電事業者に対する運転開始前の資金貸付け（OCCTO融資）等を通じて国主導で先行的・計画
的に基幹系統を増強する仕組みが導入されており、常総市・つくば市コンソーシアムおよび東電

PGと緊密に連携して先行整備枠を確実に確保することが事業成否を左右します3。 
 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
データセンター集積型のGX戦略地域として認定された全国9地域10地点の中で、常総市／つく
ば市が他地域を圧倒する最大の差別化要因は、通信遅延（レイテンシ）の極小化とテナント需要

の厚みです1。また、つくば市中心部と常総市側・工業地の間には明確な地価のコントラストが存

在し、先行する大規模キャンパスの開発規模とともに事業採算性を大きく規定しています5。 
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表1：受電・インフラ・通信・計算基盤 主要KPI（300MW規模想定） 
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指標項目 数値・スペック 備考・条件 

300MW通年消費電力量 約2.23 TWh/年 平均負荷率85%想定（一般
家庭約50万〜60万世帯分
に相当）1 

専用超高圧変電所要件 275kV以上 / 敷地10ha級 変電容量20万kVA（200MVA
）超・整備リードタイム4〜6年
1 

都心・印西間 往復遅延（RTT
） 

1〜2 ms台 大手町から直線40〜55km・
印西DCクラスターから25〜
35km（一般光最速5〜6ms
台）1 

産総研 ABCI 3.0 計算基盤 6.2 ExaFLOPS（半精度） NVIDIA H200 GPU 6,128基（
766計算ノード）・量子融合基
盤ABCI-Q併設1 

表2：つくば市・常総市 エリア別地価水準の比較（2026年公示地価・基準地価・実勢相場） 
 

エリア・調査地点区

分 
地価水準（円/㎡） 坪単価換算（円/坪） 用途・立地特性およ

び前年変動率 

つくば市 研究学園駅
圏 

158,950 円/㎡ 約525,455 円/坪 商業・住宅中心地

（つくば市内最高価

格圏・前年比+9.79%
）17 

つくば市 全体平均
（基準地価） 

122,425 円/㎡ 404,712 円/坪 市内全用途平均（前

年比+7.68%）17 

つくば市 東光台（テ
クノパーク周辺） 

44,900 円/㎡ 約148,430 円/坪 研究学園都市近郊

エリア（前年比

+10.23%）17 

つくば市 谷田部 39,175 円/㎡ 約129,504 円/坪 常磐道谷田部IC・圏
央道周辺エリア（前

年比+6.32%）17 

つくば市 高野台 37,050 円/㎡ 約122,479 円/坪 研究機関・住宅混在

エリア（前年比
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+3.00%）17 

つくば市 工業地平均
（基準地価） 

29,500 円/㎡ 97,520 円/坪 市内工業地平均（前

年比+7.18%・DC適
地ベンチマーク）17 

常総市 水海道山田
町（県地価調査） 

25,800 円/㎡ 約85,289 円/坪 常総市内標準地（つ

くば中心部の約1/6
の水準）32 

常総市 全体実勢相
場（SUUMO集計） 

約18,450 円/㎡ 61,000 円/坪 市内実勢土地相場

（つくば市実勢13.2万
円/坪の約半値）33 

つくば市 三妻駅圏
（常総市境近傍） 

16,350 円/㎡ 約54,050 円/坪 市内最安価格圏（前

年比+0.22%・鬼怒川
低地BCP対策要）13 

 
表3：主要DC開発プロジェクトおよび北関東競合候補地の敷地面積内訳（単位：ha） 
 

プロジェク

ト・候補地名

称 

総敷地面積 DC・産業誘
致区画 

地域共生

（農地・緑

地） 

防災拠点・

その他区画 
計画概要・

受電規模 

グッドマンつ

くば（つくば

市大穂地

区） 

45.5 ha 35.7 ha（
DC4区画・
物流3区画） 

5.3 ha（緑地
計画・防音

壁） 

4.5 ha（市無
償貸与・防

災広場） 

総受電

1,000MW構
想・第1期
50MWは
2028年初頭
稼働5 

アグリサイエ

ンスバレー

常総（常総

IC周辺） 

45.0 ha 30.7 ha（産
業・物流・道

の駅） 

13.7 ha（先
端施設園芸

エリア） 

0.6 ha（都市
公園・調整

区画） 

5haミニトマ
ト施設等稼

働・DC排熱
連携ポテン

シャル8 

栃木県矢板

市 候補地
（北関東GX
競合） 

60.0 ha 48.0 ha（安
沢地区重点

促進区域） 

0.0 ha（うち
既存農地

42ha） 

12.0 ha（市
内第2候補
地等） 

3年以内1棟
目操業・10
年以内約10
棟整備目標
25 
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常総市・つくば市は東京都心（大手町）から直線距離約40〜55km、国内最大のDC集積地であ
る千葉県印西クラスターから直線距離約25〜35kmに位置しています1。つくばエクスプレス（TX）
や常磐自動車道、圏央道沿いに敷設された大容量光ファイバー網を経由することで、都心およ

び印西との間で往復遅延（RTT）1〜2ms台（一般光回線実測値でも印西エリア平均13.7ms・最速
5〜6ms台と同等圏）という超低遅延通信を実現します1。この「RTT 1〜2ms台」というスペックは、
一般的なクラウドのアベイラビリティゾーン（AZ）間同期レプリケーションの上限閾値（通常2ms以
内）をクリアすることを意味します1。すなわち、外資系ハイパースケーラーにとって、常総・つくば

のDCは独立した地方リージョンではなく、既存の印西クラスターと光波長多重（DWDM）で直結し
て単一の「グレーター東京・リージョン」として一体運用できる拡張拠点（スピルオーバー受け皿）

として機能します1。生成AIのワークロードが巨大モデルの事前学習から、ミリ秒単位の応答速度
が求められるリアルタイム推論・AIエージェント処理へと急速にシフトする中、北海道や九州等の
遠隔地GX戦略地域では代替できない絶対的な需要優位性がここにあります1。 
さらに、つくば市には産総研、KEK、NIMS、筑波大学等の国立研究機関が集積しており、産総研
は2025年1月にNVIDIA H200 GPUを計6,128基（766計算ノード、半精度ピーク性能6.2エクサフ
ロップス）搭載した「ABCI 3.0」および量子融合計算基盤「ABCI-Q」の運用を開始しています1。こ

の国内最高峰のAI学術基盤とオールフォトニクス・ネットワーク（APN）等で直結することで、ハイ
パースケーラーの推論リージョン拡張需要（全体の70〜80%）をベースとしつつ、経済安全保障
上の国産基盤モデル開発（ソブリンAI）や製薬・素材メーカーのR&D計算需要（20〜30%）を組み
合わせたハイブリッドなテナント構成が可能となります1。これにより、解約不能条項付きの長期（

10〜15年）Take-or-Pay契約を複数アンカーと締結し、プロジェクトファイナンスの元利金返済を
盤石にカバーするオフテイク構造が構築できます5。 
 
4. 立地環境・冷却用水インフラとBCP（水害・気候）適応 
常総市／つくば市エリアで300MW級AI-DCを開発する際、エンジニアリングおよびBCP（事業継
続計画）上の最重要論点となるのが、両市間の「地盤・水害リスクの非対称性」と「内陸水資源制

約に対応した冷却アーキテクチャ」です1。 
 



51 

 
 
左側の常総市エリアでは2015年鬼怒川決壊時の最大浸水深3.0mを踏まえ、3m超の盛土造成
と防水壁、および特別高圧受変電設備・非常用発電機の2階配置による水害BCP対策を実装
し、回収した液冷排熱を隣接する大型園芸施設へ供給する。右側のつくば市エリアは関東ロー

ム層と下総層群からなる強固な洪積台地に位置し、基礎杭コストを抑えつつ産総研等の研究機

関と光直結する。 
 
表4：つくば市・常総市の地盤特性に応じたBCP設計と閉ループ液冷・地域還元アーキテクチャ比較 
 

設計・検証項目 つくば市エリア（大穂地区・テ

クノパーク等） 
常総市エリア（常総IC周辺・
水海道・三妻周辺） 

地形・地質構造 筑波・稲敷台地（関東ローム

層・下総層群の強固な洪積

台地）1 

鬼怒川・小貝川水系の沖積

低地および自然堤防帯5 

水害・地震ハザード特性 活断層が少なく地震リスク

低・洪水浸水リスク極小1 
2015年鬼怒川決壊時に平町
で最大3.0m・三妻駅周辺で
2.95mの浸水実績12 

基礎・土木BCP設計要件 支持層が浅く直接基礎また

は短杭設計が可能（基礎杭

コスト圧縮）1 

3m超の盛土造成（地盤嵩上
げ）・外周防水壁・受変電お

よび非常用電源の2階以上
配置が必須1 

水資源・地下水採取制約 県南・県西の工業用水道給

水余力は数千m³/日規模（県
同左（開放型冷却塔による大

量蒸発散は水資源面から不
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央基本56円/m³）・地下水採
取は揚水機吐出口断面積

50cm²以上で知事許可制（
19cm²以上で届出制）5 

可）5 

必須冷却アーキテクチャ 閉ループ（クローズドループ）

方式Direct-to-Chip（D2C）
液冷＋空冷チラーによる水

消費ゼロ（WUE≒0）設計1 

同左（夏場の北関東内陸特

有の高温・高湿球温度に対

応するチラー設計）1 

地域共生・外部連携モデル 産総研「ABCI 3.0」等との大
容量光直結＋4.5ha規模の
防災拠点・広場およびアメニ

ティ施設の市無償貸与5 

アグリサイエンスバレー常総

（5haミニトマト施設等）への
D2C液冷温水排熱の熱融
通・スマート農業連携8 

 
まず地盤と水害リスクを比較すると、つくば市中心部や大穂地区（グッドマン開発地）、テクノパー

ク周辺は、関東ローム層と下総層群から構成される強固な洪積台地（筑波・稲敷台地）上に位置

しています1。活断層が少なく地震リスクが低いことに加え、支持層が浅いため免震・耐震構造の

大型DC建設において基礎杭コストを大幅に圧縮できる地質的強みがあります1。一方、常総市側

（圏央道常総IC周辺や水海道・三妻エリア）は鬼怒川と小貝川に挟まれた沖積低地を広く含んで
います1。2015年9月の関東・東北豪雨による鬼怒川堤防決壊時には、国道354号沿いの平町で
最大浸水深3.0m、三妻駅周辺の消防団詰所等で2.95m、北水海道駅や常総市役所周辺、八間
堀川沿いでも1.5mを上回る深刻な浸水被害が発生しました12。したがって、地価が安いつくば市

三妻駅圏（16,350円/㎡）や常総市側（実勢相場6.1万円/坪、水海道山田町25,800円/㎡）で
300MW級AI-DCを開発する場合、ハザードマップ上の最大浸水深（3.0〜5.0m）をクリアするた
め、敷地全体の3m超の盛土造成（地盤嵩上げ）や敷地外周の防水壁設置、さらには275kV受変
電設備（GIS・変圧器）および非常用ガスタービン／ディーゼル発電機を地上2階以上（または高
さ4〜5m超の高床式架台）へ配置する水害BCP設計が絶対条件となります5。この土木・建築追

加コスト（数%〜10%程度のCAPEX増）と、常総市側の安価な土地取得費（つくば市平均の約半
値）のトレードオフを精緻に検証する必要があります17。 
次に冷却用水インフラの面では、内陸立地特有の厳しい水資源制約が存在します1。茨城県南・

県西地域の工業用水道は、各工業団地への給水能力が数千m³/日規模（県南広域工業用水道
の阿見・稲敷等の団地給水能力は3,000〜5,000m³/日、県央広域工業用水道等の料金は基本
56円/m³・超過112円/m³）に限られており、300MW級DCが開放型冷却塔で毎日数千〜1万トン規
模の水を蒸発消費する余裕はありません5。さらに地下水採取についても、「茨城県生活環境の

保全等に関する条例」により揚水機吐出口断面積の合計が19cm²（口径約4.9cm）以上の井戸
は特定施設として届出と水量測定が義務付けられ、「茨城県地下水の採取の適正化に関する条

例」により工業用水等は吐出口断面積50cm²以上（農業用は125cm²以上）で県知事の許可が必
要となるなど厳格に規制されています5。北関東内陸部特有の夏場の高温（外気湿球温度の上

昇）も踏まえると、冷却水を蒸発させない「閉ループ（クローズドループ）方式のDirect-to-Chip（
D2C）液冷システム」と空冷チラー（ドライクーラー）を組み合わせ、初期充填時以外の水消費を
ほぼゼロ（WUE≒0）に抑える冷却設計が必須となります1。 
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5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
経済産業省が2026年9月のGX戦略地域（第1弾）認定において全ての対象地域に課した最も重
い規律が、「計画の着実な推進及び地域共生の確保等を留保条件として付す（明らかに計画の

進捗が見られない場合は選定の取消しを含めて検討する）」という条項です2。都市近郊・研究学

園都市であるつくば市・常総市においては、巨大な電力・土地を消費しながら地元の直接雇用が

限られるデータセンターの外部不経済（景観圧迫、空調・非常用電源の低周波騒音、排熱による

ヒートアイランド現象、工事車両の交通負荷）に対する住民の警戒感が強く、地域共生の失敗は

そのまま「国の認定取消」と「系統優先整備枠の剥奪」に直結します2。 
この地域共生ハードルの高さを如実に示すベンチマークが、つくば市大穂地区（約45.5ha）で先
行する豪グッドマン・グループの取り組みです5。同社は45.5haの敷地のうち、南側の約4.5ha（約
45,000㎡：東京ドーム約1個分）を地域還元区画として切り出し、警察・消防・自衛隊の活動拠点
となる防災多目的利活用広場（約40,611㎡）、非常用電源と会議室を備えた低床式1階建ての防
災備蓄倉庫（建物面積約2,888㎡・備蓄有効面積約2,470㎡）、防災拠点専用井戸、さらには市民
が日常利用できるカフェやショップ等のアメニティ施設を自費で整備（2026年夏着工・2027年末
完成予定）し、つくば市へ無償貸与する契約を結んでいます5。加えて、敷地内の5.3haに及ぶ緑
地整備、高さ3mの防音万能鋼板の設置、工事車両の生活道路通行禁止と敷地北側県道・東側
国道（国道408号）の拡幅工事完了、敷地境界での定期騒音測定と排熱調査など、徹底した環
境配慮コストを負担することで初めて地域合意を取り付けています1。 
今後、常総市・つくば市で新たに300MW級AI-DCを組成する事業者も、グッドマンと同等以上の
地域還元パッケージを事業計画（CAPEX/OPEX）に織り込む必要があります1。特に常総市側で

は、圏央道常総IC周辺で官民連携により整備された総面積約45haの「アグリサイエンスバレー
常総」（産業・賑わいゾーン30.7ha、先端農地エリア13.7ha）との連携が極めて有効です8。同エリ

アでは株式会社たねまき常総による施設面積約5ha（土地7ha・軒高6m）の日本最大級ミニトマト
栽培施設（年間出荷量約1,000トン）や戸田建設のいちご実証施設「TODA農房」が稼働してお
り、AI-DCのD2C液冷システムから回収される40〜60℃の温水排熱をこれら大型施設園芸の冬
季暖房や温浴施設へ無償・低廉供給するほか、筑波大学・産総研と連携したAIスマート農業の
共同研究拠点を併設することで、国の留保条件を完全に満たす「つくば・常総モデル」を確立でき

ます8。 
 
6. 事業化進捗状況と競合分析：千葉県印西エリアおよび栃木県矢板市との
対比 
常総市／つくば市における300MW級AI-DCの競争力を客観的に評価するため、既存の国内最
大拠点である「千葉県印西クラスター」および同じ北関東（東電PG管内）でGX戦略地域に同時認
定されたライバル「栃木県矢板市」との比較検証を行います2。 
 

比較項目 茨城県（常総市／つ

くば市） 
千葉県 印西クラス
ター（既存最大拠点） 

栃木県 矢板市（北関
東GX戦略地域競
合） 
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都心距離・通信遅延

（RTT） 

大手町40〜55km・
印西25〜35km／
RTT 1〜2ms台（一
般光最速5〜6ms）1 

大手町30〜40km／
RTT 1ms台（一般光
平均13.7ms・最速5
〜6ms）1 

大手町約120〜
130km／北関東幹
線経由でRTT 3〜
5ms程度5 

対象用地規模・先行

案件 

つくば大穂45.5ha
（グッドマン1GW構
想・第1期50MWが
2028年初頭稼働）、
常総IC周辺45ha等8 

グッドマン（300MW
超）、AWS、Google
、Equinix等が密集し
大型適地が枯渇1 

市内2カ所・計約
60ha（安沢地区重
点促進区域48ha
等）、次世代産業団

地約46ha計画24 

地価水準（工業地・

実勢） 

つくば工業地基準地

価29,500円/㎡（坪
9.75万円）、常総市
実勢坪6.1万円17 

印西牧の原・千葉

ニュータウン周辺の

DC用地価格高騰
（坪30万〜50万円
超）1 

県北内陸部のため

農地・工業地ともに

極めて安価（坪数万

円水準）25 

送電系統・受電環境 東電PG 500kV新筑
波変電所近接、

300MWには275kV
専用変電所新設（4
〜6年）が必要1 

既存の66kV/154kV
特別高圧系統の空

き容量が限界に達し

新規大型受電が困

難1 

東電PG北関東系統
の余力活用・GX先
行整備（3年以内1棟
目操業・10年10棟目
標）24 

地盤・水害BCPリス
ク 

つくばは強固な洪積

台地（低リスク）、常

総は鬼怒川浸水想

定（最大3.0m実績）
の盛土対策必須1 

北総台地（下総台

地）の強固な地盤で

水害・地震リスクとも

に極めて低い1 

内陸台地であり大規

模水害や津波リスク

が低くBCP上の基礎
条件が良好24 

学術・AIエコシステ
ム 

産総研「ABCI 3.0」（
H200×6,128基）、
KEK、NIMS、筑波大
学等の圧倒的集積1 

研究機関集積は乏し

く、純粋な商用クラウ

ド・金融インフラ集積

地に特化1 

アビームコンサル

ティングがAI未来予
測等で支援するが、

国立研究機関の集

積は薄い40 

行政支援・地域共生

対応 

GX戦略地域認定、
グッドマンによる

4.5ha防災拠点無償
貸与等の高水準な

共生モデル1 

一部住宅地近接エリ

アで建設規制や景

観・騒音摩擦が顕在

化1 

GX戦略地域認定、
基本計画委託（上限

7,000万円）と「地域
共生ガイドライン」を

迅速策定26 

 
この比較から明らかな通り、千葉県印西クラスターとの関係において、常総市／つくば市は単な

る競合ではなく「印西の容量飽和を救う直接の拡張ゾーン」として位置付けられます1。印西と直



55 

線25〜35kmという近さにより、すでに印西に300MW超を展開するグッドマンや主要ハイパース
ケーラーが、同一の運用体制と光ネットワーク構成のまま常総・つくばへキャパシティを拡張でき

る点は他地域にはない絶対的な強みです1。 
一方、強い警戒を要するのが同じ北関東の「栃木県矢板市」との競合です2。矢板市は2025年9
月に安沢地区の約48ha（うち農用地区域約42ha）を地域未来投資促進法の重点促進区域に設
定し、アビームコンサルティングの支援を受けて2026年9月にGX戦略地域認定を獲得しました25

。森島武芳市長は市内2カ所・計約60haの民有地において「3年以内に1棟目操業、10年以内に
10棟前後整備」という野心的な時間軸を掲げ、2026年10月19日には開発想定区域約46haの
「次世代産業団地整備基本計画策定等業務委託」（予算限度額7,000万円、調査期間2027年6
月30日まで）のプロポーザルを公告するとともに、「矢板市データセンター地域共生ガイドライン」
をいち早く策定・公表しています26。矢板市は水害リスクの低さと安価なまとまった用地、行政の

迅速なトップダウン推進力で優位に立ちます24。これに対し常総市／つくば市がハイパースケー

ラーと東電PGの系統増強枠を勝ち抜くためには、「印西直結1〜2msの超低遅延」「産総研ABCI 
3.0とのソブリンAI連携」「グッドマンつくば第1期（2028年初頭稼働）の先行実績」というプレミアム
価値を前面に押し出し、遅延にシビアな推論ワークロード需要を確実にロックインする戦略が不

可欠です5。 
 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 
以上のディープリサーチを総合すると、茨城県「常総市／つくば市」における300MW級AI-DC事
業（総事業費目安4,500億〜6,000億円規模）は、テナント需要（オフテイク）の確実性において
全国10地点で最も魅力的な投資案件である一方、系統制約・水害BCP・地域共生という3つの構
造的リスクをファイナンス設計とエンジニアリングで完全に制御できるかが成否の分岐点となりま

す2。国内外のメガバンクおよびインフラファンドからノンリコースのプロジェクトファイナンス（PF）
を組成し、本事業をバンカブル（融資適格）にするためには、段階的受電に連動したトランシェ融

資、立地別の水害エンジニアリング担保、および特定目的会社を活用したハイブリッド資本構成

と地域共生コベナンツの実装という3つの実務戦略が求められます5。 
第一の柱は、段階的受電（フェージング）とマイルストーン連動型トランシェ融資の組成です1。東

電PGの275kV専用変電所新設には4〜6年を要するため、300MW一括開発を前提としたPF組
成は完工遅延リスクが高すぎます1。グッドマンつくばの先行事例に倣い、第1期（50MW：既存
154kV/66kV系統活用）、第2期（+100MW）、第3期（+150MW：OCCTO融資を活用した275kV変
電所新設完了時）へと3段階に分割し、各フェーズの系統連系承諾およびハイパースケーラーと
のTake-or-Pay契約（電力費・非化石証書・容量拠出金の完全パススルー条項付き）の締結を先
行条件（Conditions Precedent）としてシニアローンを段階的に引き出すマルチトランシェ構造と
すべきです5。 
第二の柱は、立地別の最適資本配分と水害エンジニアリング・保険によるBCP担保です5。基礎

地盤が強固で水害リスクのないつくば市側（工業地平均29,500円/㎡）には、産総研「ABCI 3.0」
と直結する高単価・超低遅延のソブリンAI・金融向け棟を配置し、土地価格が約半値と安価な常
総市側（実勢坪6.1万円）には広大な面積を要する275kV変電所およびハイパースケーラー向け
メガキャンパスを配置する機能分担が合理的です5。常総市側では、3m超の盛土造成と受変電
設備・非常用発電機の2階配置、および水資源制約を回避する閉ループD2C液冷システムを
EPC（設計・調達・建設）フルターンキー契約の性能保証要件に組み込み、万一の超過洪水リス
クに対しては損害保険とパラメトリック水害デリバティブを付保することで、レンダーの債権保全を
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確実なものとします1。 
第三の柱は、TMK／GK-TKハイブリッドスキームと地域共生コベナンツの実装です2。グッドマン

が「グッドマンジャパンつくば特定目的会社（TMK）」を組成したように、土地・建屋（コア＆シェル）
と受変電インフラの保有には導管性の高いTMKスキームを用いてLTV（借入金比率）60〜70%の
長期シニアローンを調達し、更新周期の早い冷却・電源設備やGPU関連設備には合同会社・匿
名組合（GK-TK）またはオペレーティングカンパニー（OpCo）を切り分ける二層構造（
PropCo/OpCoスキーム）を推奨します7。そして何より、国の留保条件である「地域共生の確保」

への抵触（認定取消）を防ぐため、つくば市での防災拠点無償貸与や常総市「アグリサイエンス

バレー常総」（5haミニトマト施設等）への液冷排熱供給に関する自治体協定の履行状況を融資
契約のコベナンツ（誓約事項）に組み込み、地域社会と一体となったサステナブルなAIインフラ投
資を実現することが不可欠です2。 
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58 

GX戦略地域・福岡県（北九州市／直方市／
鞍手町）のAIデータセンターSWOT分析：
300MW級AI DC投資採算性の検証 
2026年9月11日、経済産業省は脱炭素電源の集積地へ大規模な計算資源を誘導する「GX戦略
地域制度（データセンター集積型）」の第1弾として、全国9地域10地点を正式に認定しました1。そ

の中核拠点として選定された「福岡県（北九州市／直方市／鞍手町）」は、九州電力管内の豊富

な非化石電源、北九州市響灘の洋上風力発電や国際海底ケーブル陸揚げ構想、さらに重化学

工業で培われた強固な電力・工業用水基盤を併せ持つ西日本屈指の候補地です2。しかし、投

資適格サイズである受電容量300MW級の大型AIデータセンター（AI-DC）をノンリコース・プロ
ジェクトファイナンスで組成する実務視点に立つと、政策的な期待とバンカビリティ（融資適格性）

の間にはシビアな乖離が存在します4。220kV/500kV基幹系統からの引き込みに要する4〜6年
の工期と巨額負担金、熊本TSMC等を筆頭とする九州半導体バブルに伴う電気・空調サブコン
不足と建設費高騰、1政令市・1市・1町の3自治体広域調整の壁、そして国が付帯した厳格な「留
保条件」をいかに突破するかが事業成否の分水嶺となります3。 
 

福岡県 北九州市／直方市／鞍手町 構造化SWOT分析 
Strengths（強み） 

●​ 九州電力管内の圧倒的な脱炭素電源比率と北九州響灘のエネルギー集積：九州電力管
内では玄海原子力発電所（3・4号機）および川内原子力発電所（1・2号機）の計4基・約
4GWに及ぶベースロード電源が安定稼働しているほか、太陽光発電の大量導入により全
国トップクラスの非化石電源比率を誇ります7。さらに北九州市響灘エリアでは約220MW
規模の洋上風力発電プロジェクトやLNG火力発電所等のエネルギーインフラが集積してお
り、300MW級AI-DCが求める大規模かつクリーンな電力を近傍から供給できる強固な電
源立地優位性を有しています3。 

●​ 九州電力送配電の500kV/220kV基幹送電網と強固な工業用水インフラ：小倉南区と八幡
東区の境界付近に位置する北九州変電所は、本州と九州を結ぶ関門連系線、背振変電

所へ向かう北九州幹線、豊前変電所へ向かう豊前北幹線の3つの500kV基幹送電線が集
結する西日本最重要の電力ジャンクションです6。また、重化学工業を支えてきた北九州工

業用水道および一級河川・遠賀川水系の豊富な取水枠が存在し、数百MW規模のサー
バー液冷・空調システムが要求する日量数万トン規模の冷却用水を安定確保できる産業

基盤が整っています11。 
●​ 北九州学術研究都市・九州工業大学等の理系高度人材供給力と都市基盤：北九州市若

松区の北九州学術研究都市（九州工業大学大学院、早稲田大学大学院、北九州市立大

学等が集積）や直方・飯塚エリアの九州工業大学情報工学部など、AI・ロボティクス・電気
電子分野の高度エンジニア人材を輩出する教育機関が近接しています10。政令指定都市

である北九州市の都市インフラに加え、九州自動車道・鞍手ICから車で約3分、小倉駅か
ら約30分、北九州空港から約35分、博多駅から約45分という卓越した広域交通アクセス
は、建設期の資機材搬入および開業後の保守運用（O&M）要員の確保において地方遠隔
地を圧倒します13。 

●​ 首都圏・南海トラフ巨大地震の同時被災を回避しアジア海底ケーブルに近接するBCP・通
信ハブ適性：北部九州エリアは首都直下地震および南海トラフ巨大地震の想定震源域か

ら距離を置いており、東京圏・大阪圏の既存データセンター群との同時被災リスクを回避
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できる国土強靭化上の戦略拠点です15。加えて、北九州市は響灘地区において国際海底

ケーブル陸揚げ拠点の整備を推進しており、韓国・釜山までわずか数ミリ秒、さらに台湾や

東南アジア主要都市へ直結する国際デジタルゲートウェイとしての地理的優位性を備えて

います3。 
Weaknesses（弱み・課題） 

●​ 300MW一括受電に向けた220kV/500kV系統引き込みの4〜6年工期と巨額CAPEX負担
：受電容量300MW級のAI-DCは通常の66kV特別高圧系統では容量不足であり、北九州
変電所や豊前変電所等の500kV/220kV基幹系統からの直接引き込みと敷地内への専用
超高圧変電所の新設が不可欠となります6。この系統連系工事には通常4〜6年のリードタ
イムを要する上、送電線新設や変電所増強に伴う一般送配電事業者への工事費負担金

および受変電設備投資だけで150億〜300億円規模の初期CAPEXが発生し、開発初期
のキャッシュフローを強く圧迫します5。 

●​ 北九州市・直方市・鞍手町の3自治体にまたがる広域連携の調整複雑性：本地域は北九
州市臨海部（響灘臨海工業団地等）と内陸部の直方市・鞍手町（直方・鞍手工業用地等）

にまたがる複合クラスターであり、福岡県を含めた4行政主体間の意思決定プロセスが複
雑化しやすい構造にあります3。特に直方市植木地区と鞍手町中山地区にまたがる直方・

鞍手工業用地（約23.0ha）のように行政境界を跨ぐサイトでは、上下水道・工業用水のイン
フラ整備負担金や固定資産税・都市計画税の配分、環境アセスメント手続きを巡る自治体

間調整の遅れが開発スケジュール全体のボトルネックとなるリスクを孕んでいます19。 
●​ 東京圏に対する通信遅延（往復15〜20ms）に伴う国内リアルタイム推論需要の制約：北

部九州から最大の需要地である東京圏までは光ファイバー網の物理的距離で約1,000km
離れており、往復遅延（RTT）で15〜20ミリ秒程度の通信レイテンシが不可避的に発生し
ます15。このため、ミリ秒単位の超低遅延応答が求められる首都圏金融取引や国内コン

シューマー向けリアルタイム同期型AI推論ワークロードの獲得には構造的な限界があり、
ターゲット需要を大規模言語モデル（LLM）の事前学習や非同期推論、西日本圏・アジア
圏向けトラフィックへ明確に絞り込む必要があります3。 

●​ 夏季の高温多湿気候に伴う冷却負荷と内陸部における水害・活断層ハザード対策：九州
特有の夏季の高温多湿気候（外気湿球温度27〜28℃超）は外気冷房（フリークーリング）
の稼働時間を制約し、チラー稼働率の上昇によるPUE悪化と冷却水消費量（WUE）増大
を招きます4。また、内陸部の直方市・鞍手町周辺は一級河川・遠賀川水系の洪水浸水想

定区域（場所により浸水深0.5m〜3m未満、深い箇所では3m〜10m未満）に近接するほ
か、最大M7.9〜8.2の地震が想定される西山断層帯が並走しているため、盛土嵩上げや
免震構造への追加CAPEXが要求されます12。 

Opportunities（機会） 
●​ 太陽光発電の「出力制御（余剰電力）」を300MW規模で吸収するワット・ビット連携の優遇

：九州電力管内の再生可能エネルギー出力制御率は2023年度に8.3%、2024年度に6%
台、2025年度も5.8%と全国最高水準で推移しており、昼間の太陽光余剰電力の有効活
用がエネルギー政策上の最重要課題となっています8。300MW級のAI-DCが系統用蓄電
池（BESS）やディマンドリスポンス（DR）・AI学習ワークロードシフトと連動してこの余剰電
力を吸収する「ワット・ビット連携」を構築すれば、安価な昼間余剰電力の調達と国の実証・

設備補助（総務省・経産省連携施策）の双方を享受できます15。 
●​ 国際海底ケーブルの九州陸揚げ拡張とアジア向けAI計算・推論ゲートウェイ化：北九州市

響灘地区で進む国際海底ケーブル陸揚げ拠点整備により、東京・大阪の混雑網を経由せ

ず韓国・台湾・東南アジアの主要都市とダイレクトに結ばれる低遅延光ネットワークが形成

されます3。これにより、国内市場の枠を超え、電力・用地制約が深刻化するソウル、台北、

シンガポール等のアジア主要都市のAI推論・学習需要をオフショアで受け止める「東アジ
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アAI計算ハブ」としての成長機会が開かれています3。 
●​ OCCTO融資制度による220kV送変電設備の先行整備とシリコンアイランド需要の取り込

み：2026年9月より改正電気事業法に基づき運用開始された電力広域的運営推進機関（
OCCTO）の融資制度（財政投融資を活用し借入・機関債限度額1兆7,470億円、総融資額
の3割以下を貸付）により、GX戦略地域における送変電設備の「需要に先立つ先行整備」
が可能となりました3。さらに北部九州〜熊本に集積する半導体・自動車・ロボット産業の高

度化に伴う地域内製造業DX・産業用AI需要を取り込むことで、安定した地域内オフテイク
基盤を構築できます2。 

Threats（脅威） 
●​ 九州全体の半導体・EV工場建設ラッシュに伴うサブコン・建設人材の争奪戦とCAPEX急

騰：熊本県のTSMC（JASM）第1・第2工場をはじめ、九州全域で半導体・EVバッテリー関
連工場の巨額投資が同時進行しており、特別高圧電気工事や高密度空調配管を担う大

手サブコンおよび熟練作業員の供給力が極度に逼迫しています5。この結果、データセン

ターの建設単価は数年前の1MWあたり12億〜15億円水準から18億〜22億円超へと急
騰しており、300MW級では総事業費が5,000億〜6,500億円規模に膨張して事業IRR（内
部収益率）を毀損する最大の脅威となっています4。 

●​ 国の「留保条件」に基づくモニタリングと3自治体間調整・テナント確保遅延による認定取消
リスク：経済産業省はデータセンター集積型の全10地点の認定にあたり、「計画の着実な
推進及び地域共生の確保等を留保条件として付す」と明記し、系統枠や用地の投機的な

「空押さえ」を厳しく排除する方針を打ち出しています1。3自治体間のインフラ負担調整や
外資ハイパースケーラーとの確定オフテイク契約、資金調達（ファイナンシャル・クローズ）

に遅れが生じた場合、国の定期モニタリングにより認定取消しやOCCTO先行整備・補助
金措置の中断に至るリスクが存在します3。 

●​ 同じ九州内のGX戦略地域「鹿児島県 薩摩川内市」とのハイパースケーラー争奪戦：同じ
九州電力管内で同時認定された鹿児島県薩摩川内市は、旧九州電力川内火力発電所跡

地「サーキュラーパーク九州」（約32ha）と隣接する唐浜産業用地を活用し、川内原発の近
傍で累計受電容量350MWの国内最大級AI-DCキャンパスを計画しています3。薩摩川内

市は発電所跡地の既存送変電インフラ・取排水設備を流用できるブラウンフィールド優位

性を持ち、2026年7月に九州電力等と連携協定を締結して先行しているため、九州向け投
資枠を巡る直接的な競合脅威となります26。 

●​ 世界的な超高圧変圧器（220kV級トランス）・GISの納期長期化による開業遅延リスク：北
米・欧州・アジアでのAI-DC建設ブームと送電網更新需要の重なりにより、220kV/500kV
級の大型変圧器（トランス）やガス絶縁開閉装置（GIS）、非常用ガスタービン発電機のグ
ローバルサプライチェーンが深刻なボトルネックに陥っています4。重電メーカーの発注か

ら納品までのリードタイムが3.5〜5年へと長期化する中、機器手配の遅れがそのまま商業
運転開始日（COD）の遅延と建設期金利（IDC）の膨張に直結するリスクが顕在化していま
す4。 

 
300MW級事業化の現実度（暫定評価） 
暫定評価ランク：中〜高 福岡県（北九州市／直方市／鞍手町）は、九州電力管内の豊富な非化
石電源、北九州変電所を核とする500kV/220kV基幹系統、響灘の国際海底ケーブル陸揚げ拠
点、そして北九州学術研究都市のエンジニア人材を兼ね備え、立地ポテンシャルの総合力は西

日本トップクラスと評価できます3。一方で、300MW級プロジェクトファイナンスの成立に向けて
は、九州半導体バブルに伴う電気・空調サブコンの逼迫（CAPEX高騰）を制御できるかが最大の
焦点です5。3自治体の窓口一本化を前提に、第1期（30〜50MW）から段階的に拡張するフェー
ジング受電戦略を採用し、早期に外資ハイパースケーラーとの長期オフテイク契約と重電機器・
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サブコン枠をロックインできるかが勝負を決します3。 
 

深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
受電容量300MW、設備利用率（ロードファクター）80〜85%で稼働する大型AIデータセンター
は、年間約2.1〜2.2TWh（21億〜22億kWh）という膨大な電力を消費します3。この規模の電力を

グローバル・ハイパースケーラーが要求する「24/7カーボンフリー電力（CFE：24時間365日のリ
アルタイム脱炭素電源マッチング）」およびRE100基準で調達する上で、九州電力エリアは国内
の他地域を圧倒する構造的優位性を有しています8。その根幹を成すのが、玄海原子力発電所3
・4号機（計2,360MW）と川内原子力発電所1・2号機（計1,780MW）の計約4.14GWに及ぶ原子
力ベースロード電源の安定稼働と、管内で12GW以上に達する太陽光発電設備の組み合わせで
す7。さらに事業対象地である北九州市響灘エリアには、国内最大級の商業用着床式洋上風力

発電である「北九州響灘洋上ウインドファーム」（約220MW）をはじめ、バイオマス発電や高効率
LNG火力発電所が集積しており、太陽光の発電量が落ちる夜間や冬季の出力を補完する理想
的なハイブリッド電源構造が形成されています3。 
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とりわけ投資採算性の観点で注目すべきは、九州電力管内で常態化している太陽光発電の「出

力制御（余剰電力）」の活用です8。管内の出力制御率は2022年度までの3.0〜4.0%から2023年
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度には8.3%へと急増し、2024年度以降も6%台、2025年度実績でも5.8%と全国で最も高い水準
にあります8。晴天時の昼間にJEPX（日本卸電力取引所）の九州エリアプライスが0.01円/kWhに
張り付く時間帯が多発する中、300MW級のAI-DCがオンサイト・オフサイト蓄電池（BESS）およ
びAI学習ジョブのダイナミック・スケジューリングを介してこの余剰電力を吸収すれば、実質的な
平均電力調達単価を首都圏比で15〜25%低減させることが可能です15。実務的な電源調達ポー

トフォリオとしては、第1に響灘の洋上風力や九州内の太陽光・バイオマス電源との長期フィジカ
ル／バーチャル・コーポレートPPA（30〜40%）、第2に原子力由来の非化石証書（トラッキング
付）を組み合わせた九州電力のグリーン電力メニュー（40〜50%）、第3に昼間の出力制御枠を
吸収する市場連動＋BESS調整枠（10〜20%）の3層構造を組むことで、1kWhあたり14〜17円
水準という極めて高い価格競争力と24/7 CFE適合性を両立できます5。 
 
2. 送電系統制約と220kV/500kV超高圧受電インフラの整備課題 
電源側の余剰とは対照的に、300MW級AI-DCの事業化における最大の物理的ハードルは、九
州電力送配電が運用する60Hz送電ネットワークにおける「特別高圧系統の引き込み工期と費用
負担」にあります4。一般的に受電容量が50MWを超える規模では66kV系統での供給は困難で
あり、300MW一括受電には220kV（または500kVからの直接降圧）による超高圧2回線受電が必
須となります6。北部九州エリアの基幹系統を検証すると、小倉南区と八幡東区の境の山中に位

置する「北九州変電所（500kV/220kV）」が絶対的な要衝となっています6。同変電所には、本州

（中国エリア）と結ぶ500kV関門連系線、福岡都市圏の背振変電所へ向かう500kV北九州幹線、
そして豊前変電所へ向かう500kV豊前北幹線の3大幹線が集結しており、そこから西谷変電所
や門司変電所、中央変電所等の220kV系統および66kV系統へと電力が配分されています6。 
しかし、既存の220kV変電所（門司変電所や木佐木変電所等）はすでにN-1電制（1回線故障時
の瞬時遮断を条件とする接続）が適用されるなど空容量がタイト化しており、300MWの常時負荷
を新規連系するには、220kV送電線の分岐新設または北九州変電所・中央変電所等からの地
中・架空送電線敷設と、DC敷地内への220kV/66kV（または22kV）特高変電所の新設が求めら
れます6。通常の系統アクセス手続きでは、接続検討・本申込から用地買収、鉄塔・洞道建設、超

高圧GISおよび大型トランスの据付完了までに4〜6年の工期と、事業者負担の工事費負担金を
含め150億〜300億円規模の初期CAPEXが発生します4。 
この構造的なデッドロックを打破する切り札が、2026年9月に運用開始された「GX戦略地域にお
ける電力系統の先行整備」および「OCCTO（電力広域的運営推進機関）による財政投融資を活
用した貸付制度」です3。OCCTOは政令改正により1兆7,470億円へ引き上げられた借入金・機
関債発行限度額を背景に、経済産業大臣が認定したGX戦略地域の送電線・変電所整備計画に
対して、需要家の確定申込を待たずに一般送配電事業者へ低利・長期の先行整備資金（原則と

して総融資額の3割以下等）を貸し付ける枠組みを稼働させました3。プロジェクトファイナンス組

成にあたっては、このOCCTO先行整備枠を活用して220kV基幹引き込みの初期負担と工期を
圧縮しつつ、まず第1期として近傍の66kV系統またはN-1電制枠を活用した30〜50MWを着工後
24〜30ヶ月で先行稼働させ、4〜5年目に220kV本設受電による300MWフル稼働へ移行する
「段階的受電（フェージング）スキーム」の構築が不可欠です17。 
 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
300MW級AI-DCに対する数千億円規模のプロジェクトファイナンスを組成するためには、レン
ダー（協調融資団）が要求する高い信用格付け（S&P/Moody'sでA格以上）を持つアンカーテナン
トとの10〜15年間にわたる長期Take-or-Pay（容量保証型）オフテイク契約の締結が絶対条件と
なります3。ここで精査すべきは、北部九州という地理的ロケーションがもたらす通信レイテンシ

（遅延）特性と需要家プロファイルの適合性です15。北九州市・直方市・鞍手町から東京（大手町・

印西エリア）までは光ファイバー長で約1,000kmあり、往復遅延（RTT）は15〜20ミリ秒（ms）、大
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阪（堂島・彩都エリア）までは約500kmでRTT 7〜10ms程度となります3。したがって、RTT 5ms以
下が要求される首都圏向けの超低遅延リアルタイムAI推論や高頻度金融取引（HFT）を主ター
ゲットに据えることは現実的ではありません15。 
一方で、300MW級の電力を一括消費する「生成AIの基盤モデル（LLM／マルチモーダルAI）の
事前学習（Pre-training）」「強化学習・ファインチューニング」「大規模科学技術計算・バッチ推
論」、および首都直下地震・南海トラフ地震に備えた「西日本ディザスタリカバリ（DR）・バックアッ
プ拠点」にとっては、東京との15〜20msの遅延は一切の支障となりません15。さらに、北九州市

エリアが他の地方分散候補地（北海道・東北・北陸等）に対して持つ決定的な差別化要因が、「ア

ジア国際海底ケーブルの陸揚げ拠点」としてのポテンシャルです1。北九州市が響灘地区で整備

を進める国際海底ケーブル陸揚げ拠点が稼働すれば、韓国・釜山まではわずか数ミリ秒（RTT 3
〜5ms程度）、台北や上海へも15〜20ms圏内で直結されます3。現在、韓国（ソウル首都圏）や

台湾、シンガポールでは電力不足と系統制約により大型AI-DCの新設が厳しく制限されており、
米国メガクラウド（AWS、Microsoft、Google、Meta等）やアジア系テック企業にとって、北部九州
は「国内向けの巨大AI学習工場」であると同時に「東アジア主要都市向けの低遅延AI推論ゲート
ウェイ」として極めて高い戦略的価値を持ちます3。この「学習（国内＋グローバル）×推論（アジア
＋西日本）」のデュアル・ワークロード需要を捉えることで、1棟あたり50〜100MW単位のハイ
パースケーラー長期一括契約（BTS型：Build-to-Suit）を複数獲得するオフテイク戦略は高い実
現性を有しています3。 
 
4. 立地環境・冷却用水インフラとBCP（水害・気候）適応 
本GX戦略地域は、性質の異なる2つの立地ゾーンで構成されています3。第1は北九州市若松区
の「響灘臨海工業団地」および北九州学術研究都市周辺を含む臨海・都市近郊ゾーンであり、第

2は直方市植木地区と鞍手町中山地区にまたがる内陸部の「直方・鞍手工業用地（直方・鞍手新
産業団地）」周辺ゾーンです3。福岡県・直方市・鞍手町が共同で造成を進める直方・鞍手工業用

地は、九州自動車道・鞍手ICから車で3分、JR筑豊本線・筑前植木駅から徒歩5分という好立地
にあり、事業区域は約23.0ha（うち5工区5haでは切土6.4万m³、盛土18.9万m³の造成工事を実
施、令和6年度の鞍手町負担金は1億6,288万円）を確保しています14。ただし、経済産業省の

ワット・ビット連携ワーキンググループが示す「半径10km圏内に集積地全体で30ha以上」という
産業用地目安や、将来の1GW級への拡張を見据えると、直方・鞍手の23ha単独では面積が不
足するため、響灘臨海部の広大な産業用地と一体でキャンパス群を構成するマルチサイト設計

が合理的です3。 
BCP（事業継続計画）および自然災害ハザードの観点では、臨海部と内陸部で対照的なエンジ
ニアリング対策が求められます12。内陸部の直方・鞍手エリアで最大の留意点となるのは、一級

河川・遠賀川水系の洪水ハザードと西山断層帯の地震リスクです12。遠賀川流域の低平地には

想定浸水深0.5m〜3m未満（一部では3m〜5m未満や5m〜10m未満）の洪水浸水想定区域が
分布していますが、直方・鞍手工業用地は山林を切り拓き盛土18.9万m³を伴う丘陵造成地であ
るため、適切な法面防護と調整池整備を行えば外水氾濫による直接浸水リスクは制御可能です
12。一方、地震調査研究推進本部の評価によれば、宗像市から鞍手・直方近傍を経て飯塚・嘉麻

方面へ延びる「西山断層帯」は、西山区間単独でマグニチュード（M）7.6（左横ずれ4m程度）、大
島沖区間でM7.5、嘉麻峠区間でM7.3、全区間が同時活動した場合には最大M7.9〜8.2の直下
型地震が発生する可能性が指摘されています22。したがって、300MW級AI-DCの建屋設計にお
いては、サーバーラックおよび液冷配管の破断を防ぐ免震構造（基礎免震）の採用が金融機関

の技術デューデリジェンス（TDD）における必須条件となります23。 
また、冷却方式については、1ラックあたり50kW〜130kW超に達する次世代GPU（NVIDIA 
Blackwell/Rubin世代以降）の発熱密度と、夏季の外気湿球温度が28℃に達する九州の高温多
湿気候を踏まえれば、従来の空冷方式では対応不可能です4。北九州工業用水道および遠賀川
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水系の豊富な工業用水インフラをバックアップとしつつ、チップ直接液冷（Direct-to-Chip：D2C）と
閉ループ式空冷／ハイブリッドチラーを組み合わせ、年間平均PUE 1.15〜1.22、かつ渇水時や
遠賀川水系への温排水影響を極小化する低WUE（水使用効率）設計を実装することが不可欠で
す3。 
 
5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
2026年9月11日のGX戦略地域（第1弾）認定において、経済産業省はデータセンター集積型の
全10地点に対し「計画の着実な推進及び地域共生の確保等を留保条件として付す」という極め
て重い政策的義務を課しました1。この留保条件の核心は、第1に特別高圧系統の連系枠や広大
な産業用地を押さえながら、オフテイカー確保や資金調達が伴わないまま放置される「投機的申

請（空押さえ・スペキュレーション）」の排除であり、第2に「電力と水を大量消費するだけで地元に
雇用も税収還元も生まない巨大な箱」というデータセンター特有の外部不経済に対する地域住

民・自治体の反発を防ぐことにあります3。国は定期的な進捗モニタリングを実施し、着工遅延や

地域共生策の不履行があれば認定取消しや支援中断に踏み切る姿勢を明確にしています3。 
福岡県（北九州市／直方市／鞍手町）がこの留保条件をクリアし続けるためには、まず福岡県庁

（企業立地課等）が強力なリーダーシップを発揮し、北九州市・直方市・鞍手町の1政令市・1市・1
町を統合した「ワンストップ許認可・インフラ調整協議会」を常設化することが急務です2。特に直

方・鞍手工業用地のように市町境を跨ぐ開発区域では、建築確認、消防同意、工業用水・下水道

の接続、さらには巨額の償却資産（GPUサーバー・特高受変電設備）から生じる固定資産税収
の自治体間配分ルールを開発初期段階で協定化し、行政手続き起因の遅延リスクをゼロにしな

ければなりません14。 
さらに「地域共生の確保」の面では、単なる施設立地にとどまらない地域産業クラスター化の実

績づくりが求められます1。具体的には、北九州学術研究都市や九州工業大学と連携したAIデー
タセンター高度運用人材・液冷エンジニアの共同育成プログラムの創設と地元採用枠の設定、

日本製鉄や安川電機等の企業城下町として北九州・筑豊エリアに集積する地場プラントエンジニ

アリング企業・電気計装保守企業への施設メンテナンス（O&M）業務の優先発注、そしてD2C液
冷システムから回収される45〜55℃の中温排熱を近隣のスマート農業（施設園芸）や陸上養
殖、地域熱供給へ循環させるサーキュラーエコノミー実証の実装を「地域共生協定」として明文化

することが、国のモニタリング審査およびESG投資家・金融機関の評価において決定的なプラス
材料となります2。 
 
6. 事業化進捗状況と競合分析：九州半導体案件および鹿児島県薩摩川内
市との対比 
300MW級AI-DCの投資採算性（IRR）を検証する上で最も深刻なダウンサイド要因は、熊本県の
TSMC（JASM）工場群をはじめとする「九州シリコンアイランドの建設ラッシュ」とのリソース競合
です5。半導体ファブとハイパースケールAI-DCは、220kV級の特高受変電設備、クリーンルーム
／高密度液冷空調配管、大容量非常用発電機、そしてそれらを施工する電気・空調サブコン（き

んでん、九電工、高砂熱学工業、新菱冷熱工業等）のサプライチェーンが完全に重複しています4

。九州内の建設労務単価とサブコン見積価格はすでに高止まりしており、無策のまま従来の競

争入札方式で発注すれば、300MW級の総CAPEX（建屋・受変電・冷却設備・系統負担金、GPU
サーバー除くコロケーションベース）は当初想定の4,000億円規模から5,500億円超へと膨張し、
プロジェクトIRRがハードルレート（8〜10%）を割り込む危険性があります4。 
また、同じ九州電力管内で同時にGX戦略地域（データセンター集積型）に認定された「鹿児島県 
薩摩川内市」とのハイパースケーラー誘致競争もシビアに直視する必要があります1。両拠点の

定量・定性スペックを対比すると、それぞれの戦略的立ち位置が鮮明になります3。 
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比較項目 福岡県（北九州市／

直方市／鞍手町） 
鹿児島県（薩摩川内

市） 
比較優位性と投資採

算性への示唆 

計画立地エリア・用

地特性 

北九州市臨海部（響

灘臨海工業団地等）

＋直方・鞍手工業用

地（約23.0ha、グ
リーンフィールド造

成）3 

サーキュラーパーク

九州（旧九電・川内

火力跡地 約32.0ha）
＋（仮称）唐浜産業

用地（ブラウンフィー

ルド主体）3 

薩摩川内は発電所

跡地32haの即応性
で先行。福岡は23ha
内陸団地と響灘臨海

部の複合展開で拡

張性を確保3。 

想定受電・集積規模 数百MW〜1GW級
（北部九州メガDC拠
点）3 

累計受電容量 
350MW（国内最大
級単一キャンパス）3 

クラスター全体の最

終上限規模は北部

九州（1GW級）が上
回るが、単一サイト

の初期300MW立上
げ速度は薩摩川内

が優位3。 

電源近接性・系統イ

ンフラ 

北九州変電所（

500kV/220kV・3大
幹線集結）＋響灘洋

上風力（約220MW
）・太陽光余剰6 

川内原発（約

1.78GW）に隣接＋
旧川内火力の既存

送変電・取排水イン

フラ流用3 

薩摩川内は旧火力

跡地の系統・設備流

用により初期

CAPEXと工期を大
幅圧縮可能。福岡は

OCCTO先行整備の
活用が必須3。 

通信網・国際接続性 響灘の国際海底

ケーブル陸揚げ拠点

（韓国・釜山へ数ms
）＋東名阪への陸上

基幹光網3 

九州縦断の陸上光

ファイバー網経由

（東京・海外への距

離・ホップ数で劣後）3 

福岡の圧倒的優位。

アジア向け低遅延推

論や西日本IX・キャ
リア接続性では北九

州・福岡圏が独走3。 

人材供給・都市アク

セス 

北九州学術研究都

市・九工大＋小倉駅

30分・北九州空港35
分・博多駅45分の政
令市圏10 

地方都市圏（高度IT
・保守エンジニアの

常駐確保や海外顧

客の訪問アクセスに

課題）3 

福岡の圧倒的優位。

ハイパースケーラー

の運用部隊配置や

保守エコシステムは

北部九州が圧倒的

に有利14。 

行政・事業化体制 福岡県＋1政令市・1
市・1町の4自治体連
携（広域調整コストあ

り）2 

薩摩川内市＋鹿児

島県＋九州電力等

の4者連携協定（
2026年7月締結）・準
備法人設立済27 

薩摩川内は単一市と

九電の直結体制で

意思決定が迅速。福

岡は3市町間のガバ
ナンス一本化が急務
11。 
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この比較から明らかな通り、薩摩川内市は「旧川内火力発電所跡地の既存送変電・取排水設備

の流用による初期CAPEX圧縮とスピード着工」において明確なブラウンフィールド優位性を持っ
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ています3。これに対し、福岡県（北九州市／直方市／鞍手町）が真っ向から「電力単価と用地造

成スピードだけ」で勝負するのは得策ではありません3。北部九州連合が採るべき勝利の方程式

は、薩摩川内市には代替不可能な「響灘の国際海底ケーブルによる東アジア直結の低遅延通

信網」「北九州・福岡都市圏の豊富な理系エンジニア人材と交通アクセス」「響灘臨海部＋直方・

鞍手のマルチサイトによる1GW級へのスケーラビリティ」を前面に押し出し、事前学習だけでなく
アジア向けAI推論や高付加価値クラウドサービスを展開するハイパースケーラーの本命拠点とし
てのポジションを確立することです3。 
 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 
以上のディープリサーチと構造化SWOT分析を総合すると、福岡県（北九州市／直方市／鞍手
町）における受電容量300MW級AIデータセンター事業は、電源の脱炭素性・基幹系統のポテン
シャル・国際通信ハブ適性・高度人材基盤の4拍子が揃った極めて有望な投資案件である一方、
九州半導体バブル下の建設コスト爆発と220kV系統引き込みのリードタイムという2大リスクを
ファイナンス構造上で厳格に封じ込める必要があります3。総事業費5,000億円超を見込む本プ
ロジェクトをバンカブル（DSCR 1.35倍以上、プロジェクトIRR 8.5〜10.5%確保）に仕上げ、国内
外のプロジェクトファイナンス市場からシニアローンを調達するためには、4つの実務対応を一体
的に遂行することが求められます3。 
第1の実務対応は、ECI（アーリー・コントラクター・インボルブメント）方式によるゼネコン・サブコン
枠の先行ロックインとモジュール化施工の導入です4。着工の2年以上前からスーパーゼネコンお
よび大手電気・空調サブコンを設計段階に関与させ、労務費・資材価格スライド条項付きのGMP
（最大保証価格）契約を締結するとともに、冷却配管スキッドや受変電設備の工場プリファブ化

（モジュール建築）を徹底することで、現地での熟練作業員不足と工期遅延リスクを最小化する

必要があります4。 
第2の実務対応は、220kV超高圧トランス・GISの先行発注（スロット予約）とOCCTO融資の連動
です3。世界的に納期が3.5〜5年へ長期化している220kV変圧器やGISについて、九州電力送配
電および重電メーカーと連携し、OCCTOの「財政投融資を活用した送電線・変電所先行整備貸
付制度（融資比率3割以下等）」の認定スキームと同期させて製造スロットを最優先でロックイン
することが不可欠です3。これにより、事業者側の初期系統負担金のキャッシュアウトを平準化

し、建設期金利（IDC）の膨張を抑制できます5。 
第3の実務対応は、3段階のフェージング（段階的受電・開発）とアンカー契約の早期締結です3。

300MWを一括で建設・受電するのではなく、Phase 1（着工後2.5年：66kVまたは既存220kVの
N-1電制枠を活用した50MW、直方・鞍手工業用地または響灘の先行区画）、Phase 2（4年目：
220kV新設引き込み完了に伴う+100MW拡張）、Phase 3（5.5年目：+150MW拡張による計
300MW完成）という3段階フェージングを設定するアプローチが有効です3。Phase 1の50MWに
対して外資ハイパースケーラーと10〜15年の米ドル／円建てTake-or-Pay契約（電力費完全パ
ススルー条項およびPhase 2・3の拡張予約権付）を締結すれば、Phase 1の営業キャッシュフ
ローと実績を担保に後続フェーズのノンリコース・シニアローンを極めて有利なスプレッドで調達

可能となります3。 
第4の実務対応は、官民ブレンド型キャピタルストラクチャーと地域共生ガバナンスの確立です3。

資本構成においては、GX経済移行債を財源とする国の設備投資補助（DC建屋・高効率液冷設
備・受電設備支援）およびOCCTO低利融資をベースに据え、インフラファンド・総合商社・電力会
社によるスポンサーエクイティ（30〜35%）、生損保・年金基金向けのメザニン／優先出資（10%
）、メガバンク・政策投資銀行（DBJ）等によるグリーン・プロジェクトファイナンス（55〜60%）を組
み合わせるブレンド・ファイナンスが最適解となります11。あわせて福岡県・北九州市・直方市・鞍

手町の4自治体が一体となったワンストップ推進機構を立ち上げ、北九州学術研究都市との人材
育成・排熱循環を盛り込んだ地域共生協定を早期に締結することが、国の「留保条件」を完全に
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充足し、アジアを代表するメガAIデータセンター・クラスターを実現する確実な道筋となります2。 
 

引用・参照情報源の明記 
本レポートの作成にあたり参照した主な公的資料、自治体発表資料、および専門報道情報源は

以下の通りです1。 
 

情報源区分 発行機関・メディア名 資料・報道タイトル（発表時

期） 

国（省庁・専門機関） 経済産業省 「GX戦略地域（第1弾）を認
定しました」（2026年9月11
日）、「GX戦略地域制度」に
関する政策ページ、「ワット・

ビット連携ワーキンググルー

プ」関連資料1 

国（地震調査機関） 政府 地震調査研究推進本
部 

「西山断層帯の長期評価（一

部改訂）」および福岡県地域

強靱化計画（令和8年4月改
定）23 

対象自治体（福岡県・3市町） 福岡県・北九州市・直方市・
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「国の『GX戦略地域』に福岡
県（北九州市・直方市・鞍手

町）が正式に認定されまし

た」（2026年9月11日同時発
表）、直方・鞍手工業用地造

成事業関連予算・広報資料、

遠賀川浸水想定資料2 

競合自治体・電力会社 鹿児島県薩摩川内市・九州

電力株式会社 

「国の『GX戦略地域制度』
（データセンター集積型）に認

定されました」「さつませんだ

いGX戦略地域整備基本構
想」（2026年9月・10月）、九
州電力・薩摩川内市等のAI
データセンター集積連携協定

発表（2026年7月22日）26 

エネルギー・系統・専門報道 読売新聞・BESS NEWS・
Grid Shift・Solar Journal 等 

電気事業法改正とOCCTO
財政投融資・送電網先行整

備に関する解説（2026年3
月〜9月）、九州電力管内の
再エネ出力制御率実績、北

九州変電所・豊前北幹線等
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の基幹系統調査およびGX戦
略地域10地点分析レポート（
2026年9月〜10月）5 
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GX戦略地域・北海道苫小牧市のAIデータセ
ンターSWOT分析：300MW級AI DC投資採
算性の検証 
経済産業省は2026年9月11日、今後10年程度でギガワット（GW）級のデータセンター（DC）集積
地を形成する「GX戦略地域制度（データセンター集積型）」の第1弾（全国9地域10地点）として、
北海道苫小牧市を石狩市とともに正式認定しました1。苫小牧市では、ソフトバンクおよびIDCフロ
ンティアによる将来300MW超規模の「北海道苫小牧AIデータセンター（Core Brain）」が2026年
度開業に向けて先行稼働するほか、北海道庁が400MWの電力枠を先行確保して民間へ引き
継ぐ公募も開始されるなど、国内における300MW級AI-DC開発の最前線を走っています4。しか

しその裏側には、隣接する千歳市の次世代半導体「ラピダス」との電力・特高サブコン・建設人材

の熾烈な争奪戦、火力発電偏重エリアにおける24/7カーボンフリー電力（CFE）の確保、275kV基
幹系統の追加増強に伴う長期リードタイム、そして国が付帯した「計画の着実な推進及び地域共

生の確保」という留保条件への適合など、投資採算性（IRR）を左右するシビアな課題が潜んでい
ます2。 
 

■ 北海道 苫小牧市 構造化SWOT分析 
【Strengths（強み）】 

●​ ソフトバンク（将来300MW級）等のアンカー案件着工実績と先行するインフラ整備：ソフト
バンクとIDCフロンティアが苫小牧市柏原付近の敷地面積70万㎡において、初期事業費
650億円超（経産省補助上限300億円）を投じる「Core Brain」を着工し、2026年度に初期
10MW〜50MW規模で開業、将来的に300MW超へ拡張する実績を有しています4。さらに

2026年10月には北海道庁が先行申請した約47ha・受電容量400MWの電力申込枠を民
間事業者へ引き継ぐ公募が開始されており、行政主導のインフラ整備が先行しています6。 

●​ 苫東地域の数千ha規模の広大な平坦地と豊富な工業用水道キャパシティ：第三セクター
の株式会社苫東が開発する苫小牧東部地域（苫東）は工業団地面積10,700haという国内
最大級の平坦な開発用地を誇り、ハイパースケールDCのキャンパス展開に圧倒的な余
裕があります14。水資源についても、勇払川および安平川から取水し自然流下で供給する

苫小牧地区第一・第二工業用水道が計200,000m³/日（各100,000m³/日）の最大給水能
力を有し、さらに2027年完成予定で能力24,000m³/日の配水施設（中継ポンプ場・全長
23km）の整備が進んでいます15。 

●​ 冷涼かつ道央日本海側に比べ少雪な気候条件による低PUEと高い施工性：気象庁の平
年値において、苫小牧の最深積雪は年間31cm（ピークの2月でも28cm）に留まり、日本海
側の札幌・石狩地方（2月最深積雪95cm、1月76cm、3月82cm）と比較して積雪深が約3
分の1以下という顕著な少雪冷涼気候を特徴とします19。これにより通年での外気導入（フ

リークーリング）による低PUE達成と、冬期における建設工事の中断リスク極小化および除
雪OPEXの削減を同時に実現できます6。 

●​ 新千歳空港・苫小牧港に直結する交通・物流インフラと海底ケーブル陸揚げ適性：対象エ
リアは空の玄関口である新千歳空港および国際貿易港である苫小牧港に隣接しており、
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国内外からの高度なIT・保守エンジニアのアクセス性と、重量数百トンに及ぶ大型変圧器
や大容量サーバーラックの海上・陸上輸送適性に優れています12。また、太平洋へ直接面

する海岸線を有するため、北米やアジアと直結する国際海底ケーブルの陸揚げ拠点とし

ても高い地理的優位性を備えています14。 
【Weaknesses（弱み・課題）】 

●​ 隣接する千歳市「ラピダス」等との特高電気工事・サブコン・建設人材の深刻な争奪戦と
CAPEX高騰：隣接する千歳市で2027年の量産開始を目指す次世代半導体「ラピダス」の
工場建設が進捗している影響で、苫小牧地区を含む道央圏では建設作業員および特別

高圧電気工事を担うサブコンの人手不足が極度に深刻化しています9。一部では人手不足

から新規着工を見送る事態も生じており、労務単価と外注費の高騰が300MW級DCの初
期設備投資（CAPEX）を押し上げる最大のボトルネックとなっています9。 

●​ 苫東エリア周辺が火力発電中心であり局所的再エネ（24/7カーボンフリー電力）を道北・道
東等からの託送・PPAに依存する構造：苫小牧周辺の基幹電源は北海道電力の苫東厚真
発電所（石炭火力）が中心であり、立地エリア単体では脱炭素電源が不足しています8。そ

のため、グローバルクラウド事業者が必須要件とする24/7カーボンフリー電力（CFE）の調
達にあたっては、道北（留萌・稚内等）や道東（帯広・白糠等）の再エネ適地からの長距離

系統託送およびオフサイトPPAに依存せざるを得ない構造にあります6。 
●​ 第2・第3の300MW級案件を誘致する際の275kV基幹系統・変電所の追加増強工期：北

海道が先行確保した苫小牧市400MW枠であっても、実際の系統連系時期の目安は
2030年8月以降となっており、送電網および変電所の増強には長いリードタイムを要しま
す6。66kV送電ケーブル1回線あたりの送電容量は約100MWが上限となるため、300MW
〜400MW級の受電には複数回線の引き込みや275kV基幹系統（南早来変電所等）から
の直接受電インフラ整備が不可欠であり、迅速な容量拡張を制約しています6。 

●​ 東京圏に対する通信遅延（15〜20ms）による超低遅延推論ワークロードの制約：苫小牧
市と最大需要地である東京圏との間には物理的距離に起因する往復15〜20ms程度の通
信遅延（レイテンシ）が存在し、都市圏データセンターのような超低遅延環境とは特性が異

なります7。このため、ミリ秒単位の即時応答が求められる金融アルゴリズム取引や都市型

エッジAI推論のワークロードには不向きであり、ターゲット需要が基礎モデル学習やバッチ
推論、ソブリンAI用途等に限定される側面があります5。 

【Opportunities（機会）】 
●​ GX戦略地域・OCCTO融資による275kV系統の計画的増強と苫東CCUS・水素アンモニア

構想との連動：2026年9月のGX戦略地域認定により、国による電力系統の先行整備や設
備投資支援、さらには電圧17万V以上・容量20万kVA以上・20万kW以上の地内系統整備
を対象に金利0.1%程度で融資するファイナンス支援制度の活用が可能となります2。また、

将来的な苫東厚真発電所でのアンモニア混焼やCCUS（CO2回収・有効利用・貯留）実証
との連動により、ベースロード脱炭素電源を現地調達できる機会が開けています2。 

●​ ラピダス（先端半導体）とソフトバンク（計算基盤）の集積による「北海道デジタル・AIバ
レー」形成と外資クラウド誘致：千歳市のラピダス（次世代先端ロジック半導体）と苫小牧市

のソフトバンク「Core Brain」が近接立地することで、AIチップの製造から大規模計算基盤
への実装までが道央圏で完結する産業クラスターが形成されます2。このエコシステムは、

後続の400MW承継枠などに対して外資系ハイパースケーラーやネオクラウドの投資を呼
び込む強力な磁石となります6。 



74 

●​ 太平洋側・北方ルートの新国際海底ケーブル陸揚げ拠点化：太平洋に直接開かれた苫小
牧・千歳沿岸部は、北米西海岸と日本・アジアを最短距離で結ぶ北方ルート国際海底ケー

ブルの有力な陸揚げ候補地です14。陸揚げ局の誘致とソフトバンクの全国分散計算基盤「

Core Brain」構想が連動すれば、東京圏のネットワーク混雑を経由せずに北米クラウド拠
点と直結する国際通信ハブとしての地位が確立されます5。 

●​ 北海道庁主導の「電力申込内容の承継」スキームによる系統空押さえ排除と事業開発の
予見性向上：北海道庁が北海道電力ネットワークに対して先行して系統接続を申し込み、

審査で選定された優先交渉権者に地位を承継する公募スキーム（2026年10月開始）は、
投機的事業者による系統の「空押さえ」を排除する画期的な仕組みです6。実需と開発能

力を持つ事業者に400MWの大型枠が確実に割り当てられるため、プロジェクト開発の予
見性が大幅に高まっています6。 

【Threats（脅威）】 
●​ 半導体・DC建設バブルによる資材・労務費の異常高騰と工期遅延が招くIRR悪化・国の留

保条件抵触リスク：道央圏での大型インフラ・半導体工場建設の集中に伴う建設コストの

異常高騰と工期遅延は、DC事業の投資採算性（IRR）を直撃します9。さらに、経済産業省

はGX戦略地域の認定にあたり「計画の着実な推進及び地域共生の確保等」を留保条件と
して付しており、工期遅延や事業停滞が生じた場合には認定の見直しや支援取消に至る

政策的リスクが存在します2。 
●​ 世界的な275kV大型変圧器・GISの調達難によるフェーズ拡張の停滞：世界的な送電イン

フラ投資とAI-DC特需の集中により、275kVクラスの大型変圧器（トランス）や特別高圧ガ
ス絶縁開閉装置（GIS）の納期は、通常時の約1年から現在3〜4年以上へと長期化してい
ます3。主要メーカーの生産枠が数年先まで埋まっている状況は、初期フェーズから

300MW超への段階的拡張（フェージング）を物理的に停滞させる重大な脅威です3。 
●​ 千歳川・勇払川水系の環境保全や太平洋沿岸部の津波ハザード対策コスト：十勝沖・釧

路沖を震源とする巨大地震発生時、苫東に隣接する浜厚真地区では地震発生から55分
後に最大8.1mの津波が到達すると想定されており、沿岸低地での開発には防潮堤や設備
かさ上げ等の多額のBCP対策費を要します23。また、勇払川・安平川水系からの大量取水

と排水にあたっては、厳格な水質・水温管理や周辺生態系への環境負荷低減対応コスト

が求められます6。 
●​ ソフトバンク1社への過度な依存と後続ハイパースケーラーのオフテイク獲得競争：現在の

苫小牧市のDC集積はソフトバンク案件が牽引していますが、後続の400MW公募枠では
2027年1月の優先交渉権者選定後、同年2月初旬までに電力会社と接続契約を締結する
必要があります6。全国10地点のGX戦略地域間でハイパースケーラーの誘致合戦が激化
する中、早期に確実な長期オフテイカーを確保できなければ巨額の系統連系負担金が座

礁資産化するリスクがあります2。 
 
【300MW級事業化の現実度（暫定評価）】 
暫定評価ランクは「中〜高」（第1陣ソフトバンク案件は「高」、後続300MW〜400MW案件は
「中」）と位置付けられます6。第1陣であるソフトバンク「Core Brain」は、最大300億円の経産省補
助金と自社AI計算需要を背景に2026年度の初期開業（10MW〜50MW）が確実視され、
300MW超への拡張実現性も極めて高いと評価されます4。一方、北海道の400MW電力承継公
募枠などを活用する後続の300MW級案件については、連系可能時期が2030年8月以降となる
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系統制約に加え、ラピダス建設と重複する特高サブコン不足や275kV変圧器の納期長期化（3〜
4年以上）という高いハードルに直面します3。したがって、後続案件を投資適格（バンカブル）とす

るには、初期50MW〜100MWからの段階的受電（フェージング）とEPC枠の早期ロックインが絶
対条件となります6。 
 

深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
北海道電力管内における苫小牧市の最大の立地特性は、道内最大の火力電源拠点である苫東

厚真発電所（石炭火力）や275kV基幹変電所群（南早来変電所等）のお膝元に位置する「電源近
接型」の需要地である点です8。この系統上の立地は、電圧安定性や短絡容量の確保において

有利に働く一方、脱炭素電源の調達という観点では特有の課題を突きつけます8。すなわち、苫

小牧エリア局所の電源構成は石炭火力への依存度が高く、グローバルなハイパースケーラーが

RE100や24/7カーボンフリー電力（CFE：24時間365日のリアルタイム脱炭素電力マッチング）を
達成するためには、域外からの再エネ調達が不可欠となります6。 
具体的には、経済産業省のGX戦略地域制度において「脱炭素電源活用型」の有望地域に選定
された道北（留萌市、稚内市）や道東（帯広市、白糠町）などに賦存する大規模な陸上・洋上風力

および太陽光発電から、北海道電力ネットワークの基幹送電網を介した「オフサイト・コーポレー

トPPA（託送）」によって電力を調達する構造となります26。実際、北新得変電所から南早来変電

所に至る275kV送電線（運用容量±949MW）は、2018年度実績値で最大260MW・最小−571MW
と潮流に余裕を有しており、道東・道北方面からの再エネ電力を道央の需要地へ運ぶ大動脈とし

て機能しています27。 
この調達構造におけるファイナンス上の論点は、託送料金およびインバランス（需給調整）コス

ト、ならびに再エネ出力変動を平滑化するための蓄電設備投資です10。改正電気事業法に基づく

ファイナンス支援では対象電源が「合計50万kW（500MW）以上」で確定し、系統用蓄電池の単
独利用が事実上対象外となった一方、大胆な投資促進税制では対象設備5億円以上の低圧系
統用蓄電池等が確認申請の対象となるなど、制度設計に応じた設備投資の最適化が求められ

ます10。短中期（〜2030年）においては、道内風力・太陽光のフィジカルPPAに非化石証書を組み
合わせ、長期的には泊原子力発電所の再稼働電源や苫東厚真発電所におけるアンモニア混

焼・CCUS（CO2回収・貯留）実証電源をベースロードとして組み込むハイブリッドな電源ポート
フォリオが、24/7 CFEの調達コストを抑制する実効的な解となります2。 
 
2. 送電系統制約と275kV超高圧受電インフラの整備課題 
300MW級のAIデータセンター事業化において最もクリティカルなエンジニアリングおよびスケ
ジュール上の律速要因は、275kV超高圧系統からの受電インフラ整備です3。苫小牧東部地域に

は、苫東厚真発電所や北本連系線（北海道・本州間連系設備）と結節する275kV南早来変電所
が立地しており、187kVおよび275kVの基幹送電網が形成されています8。しかし、一般的な特別

高圧受電で用いられる66kV送電ケーブルは、1回線あたりの送電容量が約100MWという物理
的・技術的制約を抱えています6。そのため、300MW〜400MW規模の電力を単一キャンパスで
受電するには、66kV回線を3〜4回線並行して敷設するか、あるいは154kV・187kV・275kVの超
高圧送電線を敷地内の特高変電所へ直接引き込む設計が必須となります6。 
北海道庁が2026年10月20日に開始した「GX戦略地域における電力申込内容の承継に係る公
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募」では、行政が先行して北海道電力ネットワークへ系統接続を申し込むことで民間事業者の手

戻りを防いでいますが、それでも苫小牧市（1カ所・約47ha・400MW）の連系開始目安は「2030
年8月以降」と設定されています6。これは、変電所の母線増強や送電ルート新設に最低でも4年
以上の工期を要するためです6。さらに、世界的な電力インフラ需要の急増により、275kVクラス
の大型変圧器や特高開閉装置（GIS）の納期は通常の約1年から3〜4年以上へと長期化してお
り、主要メーカーの生産枠が数年先まで埋まっている状況が迅速な容量拡張を阻んでいます3。 
この系統・機器制約を乗り切る実務上の鉄則が「段階的受電（フェージング）」と政策的ファイナン

スの活用です10。先行するソフトバンクの「Core Brain」が、2026年度にまず10MW〜50MW規模
で開業し、その後段階的に300MW超へと拡張する開発計画を採っているのは、既存系統の供
給余力で早期にキャッシュフローを立ち上げつつ、後続フェーズで基幹系統の増強を待つ合理

的な戦略と言えます4。また、受電電圧17万V以上・設備容量20万kVA以上・受電電力20万kW（
200MW）以上の認定閾値を満たす300MW級DC開発においては、国の「地内系統ファイナンス
（金利0.1%程度）」や電力広域的運営推進機関（OCCTO）を通じた電力系統の先行整備スキー
ムを最大限に活用し、巨額の工事負担金による初期CAPEXの圧迫を平準化することが不可欠で
す2。 
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3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
苫小牧市におけるAIデータセンターの需要家プロファイルを分析する上で、アンカー案件である
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ソフトバンクおよび子会社IDCフロンティアの「北海道苫小牧AIデータセンター（Core Brain）」の事
業構造は重要なベンチマークとなります5。同案件は、データの処理と電力消費を全国へ分散す

るソフトバンクの次世代社会インフラ構想の中核拠点として位置付けられており、経済産業省の

「データセンター地方拠点整備事業費補助金」から最大300億円（事業費総額650億円超、補助
率1/2）、さらに生成AI開発向けスーパーコンピューター整備として約53億円の補助を受けるな
ど、強力な国策支援のもとで推進されています4。 
技術的観点から見ると、東京圏（東京都・千葉県・埼玉県・神奈川県）から離れた北海道苫小牧

市では、大都市圏との間に物理的距離に起因する往復15〜20ms程度の光ファイバー通信遅延
（レイテンシ）が伴います11。このため、都市部ユーザー向けの超低遅延エッジ推論やリアルタイ

ム応答ワークロードは、KDDIが2026年1月に稼働させ同年10月に推論環境を拡充した大阪堺
データセンターや、ソフトバンクがシャープ堺工場跡地を取得して整備する都市圏近接型DCが担
う役割分担となります7。これに対し、苫小牧の300MW級キャンパスの主戦場は、大規模な計算
資源を連結して連続稼働させる生成AIの基盤モデル学習（トレーニング）、国内の重要データを
安全に管理・処理するソブリンAI開発、およびレイテンシ許容度の高いバッチ推論処理です5。 
一方、ソフトバンクに続く第2・第3の300MW級案件（北海道が公募する400MW承継枠等）の投
資採算性を確立するには、単一通信キャリアの自社需要だけでなく、外資系ハイパースケーラー

やGPUクラウド専業のネオクラウドによる長期オフテイク契約（10〜15年のTake-or-Pay型リース
契約）の獲得が不可欠です6。特に北海道の400MW承継公募においては、2026年12月4日の応
募申請締切、同年12月21日の企画提案書締切を経て、2027年1月以降に優先交渉権者が選定
された後、わずか1カ月後の「2027年2月初旬まで」に北海道電力ネットワークと系統接続契約を
締結しなければならない極めてタイトなスケジュールが課されています6。転売目的の応募は厳し

く排除されており、応募時点で既にハイパースケーラー等のエンドユーザー仕様に基づく基本設

計とオフテイクのコミットメントが固まっている事業者でなければ、この時間軸をクリアして事業化

に至ることは困難です6。 
 
4. 立地環境・冷却用水インフラと気候適応 
生成AI向けのサーバー高密度化に伴い、大規模な熱処理を実現する冷却インフラと広大な土地
の確保がDC設計の生命線となっています6。この点において、苫小牧市は国内の他地域を圧倒

する物理的キャパシティを有しています14。第三セクターの株式会社苫東が展開する苫小牧東部

地域は、総面積10,700haに及ぶ広大かつ平坦な工業団地であり、ソフトバンクが取得した70万
㎡（70ha）や道公募枠の約47haのように、数十ヘクタール単位のまとまった整形地を容易に確保
できます4。これにより、高層化による建設コスト増を避け、施工性と保守性に優れた低層・モ

ジュール型のAIデータセンター群をキャンパス形式で水平展開することが可能です5。 
冷却インフラの要となる水資源についても、苫小牧地区工業用水道が極めて強固な基盤を提供

しています15。第一施設（勇払川の取水堰から取水・昭和47年完成）が最大給水能力
100,000m³/日、第二施設（安平川の取水堰から取水・昭和54年完成）が最大給水能力
100,000m³/日の計200,000m³/日の能力を持ち、いずれも浄水施設を経て自然流下方式で工
業地帯へ安定供給されています15。さらに、新規需要に対応するため、2024年2月から2027年9
月にかけてDB（デザインビルド）方式による配水施設建設事業（中継ポンプ場および全長23km
のうち8.9km工区、給水能力24,000m³/日）が進行中であり、大規模な水冷需要を十分に吸収で
きる余力を備えています16。 
加えて、気象条件における最大の利点は「寒冷かつ少雪」という太平洋側特有の微気候です19。
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気象庁の平年値によれば、札幌（石狩地方）の最深積雪が1月76cm、2月95cm、3月82cmと豪
雪に見舞われるのに対し、苫小牧（胆振地方）の最深積雪は年間平年値でわずか31cm（11月
3cm、12月14cm、最深の2月でも28cm）に過ぎません19。この気候特性を活かし、サーバーチッ

プの発熱を直接奪うDirect-to-Chip（D2C）液冷方式と、外気冷熱および豊富な工業用水による
熱交換（フリークーリング）を組み合わせた高効率なハイブリッド冷却設計を採用することで、通

年での低PUE達成と省エネ法順守を実現しつつ、豪雪地帯特有の吸気閉塞リスクや冬期建設工
事の遅延リスクを最小化できます6。 

 
5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
2026年9月11日のGX戦略地域（データセンター集積型）認定において、経済産業省は対象となっ
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た全10地点に対し「計画の着実な推進及び地域共生の確保等を留保条件として付す」という極
めて重い特記事項を明示しました2。この留保条件は、認定が無条件の確約ではなく、開発スケ

ジュールの遅延や地域住民との合意形成不全が生じた場合には認定の見直しや支援措置の撤

回があり得ることを意味しています10。これに呼応する形で、北海道知事も2026年9月27日に
データセンター事業者へ向けたメッセージを公表し、受電開始時期（系統接続の見通し）の具体

性、電源構成における脱炭素電源の割合、そして立地自治体や住民への丁寧な説明と地域貢

献策の提示という3点を強く要請しています25。 
苫小牧市において地域共生が鋭く問われる背景には、隣接する千歳市のラピダス工場建設と大

型DC開発が同時進行することによる深刻な外部不経済（地域インフラの逼迫）があります9。工

事関係者の大量流入により、苫小牧地区では建設に携わる人手不足が深刻な状況に陥ってお

り、地元の一般建築等において一部で新規着工を見送る事態が発生しています9。さらに将来に

向けては、DCを常時管理するIT技術者の確保と居住地の整備も重大な地域課題として浮上して
います12。 
また、自然災害リスクへの適応も地域共生の重要項目です23。内閣府・北海道の津波防災訓練

想定によれば、十勝沖・釧路沖を震源とする震度5強の地震発生時、苫東沿岸の浜厚真地区に
は発生から55分後に最大8.1mの津波が到達すると予測されています23。このため、ソフトバンク

が内陸側の柏原付近を選定したように、沿岸浸水想定区域を回避した立地選定と災害時BCPの
確立が不可欠です12。 
北海道庁の電力承継公募における審査基準（100点満点）は、この国の留保条件をそのまま定
量化しています6。配点の内訳を見ると、事業計画の「実現可能性（40点）」と「事業者の力（20
点）」に加え、「地域貢献・共生」に30点（道内産業のAI化・人材育成に10点、地元企業との取引
等に10点、道内への住民相談窓口設置など地域共生に10点）、「環境負荷の低減」に10点（道内
脱炭素電源の活用、電力・水の高効率設備、排熱利用、省エネ法順守）の計40点が割り当てら
れています6。したがって、開発事業者が審査を勝ち抜き留保条件をクリアするためには、DCか
らの排熱利用や地元企業への保守運用業務委託、道内産業のAI人材育成プログラム、住民相
談窓口の設置を「地域共生協定」として具体化することが必須要件となります6。 
 
6. 事業化進捗状況と競合分析：石狩市および千歳ラピダスとの対比 
北海道内で同時にGX戦略地域に認定された「石狩市」との比較検証を行うと、なぜ300MW級の
超大型案件が石狩ではなく苫小牧で先行したのか、その構造的理由が明確に浮かび上がります
2。以下の表は、苫小牧市、石狩市、および隣接する千歳市（ラピダス）のインフラ・競合条件を対

比したものです6。 
 

比較項目 苫小牧市（GX戦略
地域） 

石狩市（GX戦略地
域） 

千歳市（ラピダス半

導体拠点） 

主要アンカー案件・

規模 

ソフトバンク「Core 
Brain」：初期10〜
50MW（2026年度開
業）→将来300MW
超、敷地70ha4 

既存DC集積＋道公
募枠（5カ所計
590MW）3 

ラピダス千歳工場：

2027年量産開始計
画、将来所要電力約

600MW（60万kW）
24 
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北海道「電力承継公

募」枠 

1区画・約47haで
400MWを一括確保
（2030年8月以降連
系目安）6 

5区画に分散して計
590MWを確保（
2031年10月〜2032
年12月以降連系目
安）6 

対象外（北海道電力

NWが設備容量
900MVAの南千歳
変電所を新設し対

応）34 

基幹系統・受電イン

フラ 

275kV南早来変電
所・苫東厚真発電所

に近接、大容量一括

受電に有利8 

66kVケーブル1本あ
たり約100MWの送
電制約により区画が

分散6 

新設の南千歳変電

所（900MVA）および
既存200MVA変電
所から供給34 

気候（最深積雪平年

値） 

年間平年値31cm（2
月28cm）、太平洋側
の少雪冷涼気候で

通年施工が容易19 

札幌・石狩地方の2
月平年値95cm（1月
76cm）、日本海側の
豪雪対策が必要21 

太平洋側気候に属し

比較的少雪（新千歳

空港周辺の内陸冷

涼気候）19 

水資源・工業用水 苫小牧地区工業用

水道（第一・第二計

200,000m³/日＋新
規24,000m³/日）15 

石狩湾新港地域の

産業インフラ（洋上

風力関連集積等）3 

千歳市内の工業用

水および半導体量産

に向けた大規模イン

フラ9 

 
第1の理由は「単一区画あたりの受電規模と連系スピード」です6。北海道の電力承継公募（計

990MW）において、石狩市は5カ所で計590MWという大きな枠を持つものの、「66kVケーブル1
本で約100MW」という送電網の制約から1区画あたり約100MW前後に細分化されており、連系
時期も2031年10月〜2032年12月以降と後ろ倒しになっています6。これに対し、苫小牧市は

275kV南早来変電所等の基幹系統に近い強みを活かし、約47haの単一区画で400MWというメ
ガキャンパス枠を確保しており、連系時期も2030年8月以降と石狩より1〜2年早く到来します6。

第2に、最深積雪が石狩地方の約3分の1（31cm対95cm）という少雪環境と、日量20万m³規模の
工業用水道が、300MW級の巨大建築・冷却において圧倒的な優位性をもたらしています15。 
一方で、苫小牧が直面する最大の脅威は、隣町の千歳市で進む「ラピダス」とのリソース争奪戦

です9。ラピダスは2027年の量産開始時に道内電力需要の1〜2割に相当する約600MW（60万
kW）の電力を消費する計画であり、北海道電力ネットワークはこれに対応するため設備容量
900MVAに達する「南千歳変電所」を新設しています（一部データセンター需要も包含）24。電力

系統自体は南千歳変電所と南早来変電所で棲み分けが可能ですが、特高受変電設備の据付

や建屋・空調衛生配管を担う「特高電気・管工事サブコン」と熟練建設作業員は完全に競合して

います8。この争奪戦を乗り切るための調達戦略としては、ラピダス工場の初期量産開始（2027
年）と後続DC案件の連系に向けた本格着工時期（2028年〜2030年連系向け）のタイムラグを戦
略的に活用すること、受変電設備や冷却装置を道外工場でモジュール化して苫小牧港へ海上輸

送し現地工数を大幅に圧縮すること、そして苫東の広大な敷地内に作業員宿舎や技術者居住枠

を先行確保することが極めて有効です7。 
 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 
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以上の検証を踏まえると、北海道苫小牧市における300MW級AIデータセンター事業は、広大な
用地・豊富な工業用水・少雪寒冷気候・275kV基幹系統への近接性という国内最高水準のファン
ダメンタルズを備えている一方、サブコン逼迫によるCAPEXインフレ、特高機器の納期遅延、そし
て国の留保条件（進捗管理・地域共生）という複合リスクをいかに契約構造でヘッジするかが、プ

ロジェクトファイナンス（ノンリコースローン）組成の成否を分けます3。後続の300MW〜400MW
級案件をバンカブル（融資適格）にするためには、調達・受電・資本構成の3つの軸で戦略的アク
ションを実行する必要があります6。 
まず調達面においては、EPCおよび特高サブコンの早期ロックインと長納期機器の先行発注（
Slot Reservation）が不可欠です3。北海道の400MW電力承継公募では、2027年1月の優先交
渉権者選定から2月初旬までの極めて短期間で電力会社との接続契約締結が求められます6。

また、納期が3〜4年以上に延びている275kV大型変圧器やGISについては、フィナンシャル・ク
ローズ（融資契約調印）を待たずにスポンサーエクイティでメーカーの製造枠を先行予約し、EPC
契約には資材・労務費変動の上限設定とモジュール工法による工期保証を組み込むことで、レ

ンダーが最も警戒する完工リスク（Completion Risk）と国の留保条件抵触リスクを遮断しなけれ
ばなりません3。 
次に受電および融資ストラクチャーの面では、段階的受電（フェージング）と連動したマイルストー

ン型デット・トランシェの設計が有効です6。300MW〜400MWの全容量を一括で初期投資する
のではなく、ソフトバンク案件と同様に50MW〜100MW単位（66kV回線単位または変圧器バン
ク単位）のフェーズ分割開発を採用すべきです6。具体的には、初期フェーズ（例：50MW〜
100MW）のオフテイク契約と系統連系が確定した段階で第1トランシェの融資を実行し、そこから
の営業キャッシュフローと稼働実績を担保として、2030年8月以降の基幹系統増強に合わせた
後続トランシェ（残り200MW〜300MW）を順次引き出すコミットメントライン構造とすることで、金
利負担を抑えつつ「計画の着実な推進」という留保条件を確実に満たすことができます6。 
最後に資本構成（キャピタル・ストラクチャー）においては、ジョイントベンチャー（JV）組成と政策
金融・地内系統ファイナンスおよびグリーンボンドを組み合わせたハイブリッド調達の構築を提言

します6。数千億円規模に達する300MW級AI-DCの総事業費を賄うため、エクイティ層にはグ
ローバル・ハイパースケーラーや通信キャリアに加え、道内企業やインフラファンドによるコン

ソーシアム（JV）を組成し、北海道の公募審査で40点を占める「地域貢献・共生（30点）および環
境負荷低減（10点）」の実効性を担保します6。その上でデット層には、17万V・20万kVA・20万kW
以上の地内系統整備に対する国の超低利融資制度（金利0.1%程度）やGX関連補助金をシニア
ローンの協調融資枠として組み込み、さらに道内脱炭素電源のPPA活用と高効率冷却設備を裏
付けとしたプロジェクトボンドを発行することで、資本コスト（WACC）を極小化し、建設インフレ環
境下でも十分な投資採算性（IRR）を確保することが可能となります6。 
 

引用・参照情報源の明記 
●​ 経済産業省：「GX戦略地域（第1弾）の認定について」（2026年9月11日公表）および「GX戦

略地域制度」関連公表資料2 

●​ 経済産業省：「データセンター地方拠点整備事業費補助金」採択結果（ソフトバンク株式会
社・北海道苫小牧市、事業費総額650億円超・最大補助額300億円）およびデジタルイン
フラ整備に関する事務局資料11 

●​ 北海道庁（経済部産業振興局産業振興課）：「GX戦略地域（データセンター集積型）におけ
る電力申込内容の承継に係る公募の実施について」および公募要領・優先交渉権者選定
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基準（2026年10月20日公募開始）13 

●​ 北海道知事メッセージおよび制度解説報道：GX戦略地域認定に伴うデータセンター事業
者への要請事項（受電時期・脱炭素電源・地域共生）および留保条件・地内系統ファイナン

スに関する専門メディア報道（2026年9月〜10月）6 

●​ ソフトバンク株式会社／株式会社IDCフロンティア：北海道苫小牧AIデータセンター「Core 
Brain」構築に関する発表資料および建設進捗レポート（2023年11月・2026年2月・2026年
10月）4 

●​ 株式会社苫東／苫小牧市：苫小牧東部地域（工業団地面積10,700ha）企業立地・工業団
地概要資料14 

●​ 北海道企業局／日本工業用水協会：苫小牧地区第一・第二工業用水道施設概要（各最大
給水能力100,000m³/日）および配水施設建設事業（中継ポンプ場・能力24,000m³/日、
2024年〜2027年DB方式）関連開示資料15 

●​ 電力広域的運営推進機関（OCCTO）／地球環境戦略研究機関（IGES）：北海道電力ネット
ワーク基幹系統（苫東厚真発電所・275kV南早来変電所・北新得南早来線±949MW）およ
び南千歳変電所（900MVA）・ラピダス千歳工場電力需要に関する系統分析資料・報道8 

●​ 気象庁／内閣府防災担当：苫小牧（胆振地方）および札幌（石狩地方）の最深積雪平年値
統計データ、ならびに十勝沖・釧路沖地震に伴う北海道太平洋沿岸（浜厚真地区等）津波

浸水想定・訓練資料19 

●​ 建設・電力業界報道（北海道リアルエコノミー、日刊建設工業新聞、電気新聞等）：ラピダス
建設に伴う苫小牧地区の人手不足・サブコン逼迫状況、および275kV大型変圧器・特高機
器の納期長期化に関する調査報道3 

引用文献 

1.​ 【GX戦略地域（データセンター）として、苫小牧と石狩を正式に, 
https://go2senkyo.com/seijika/124025/posts/1497518 
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GX戦略地域・宮城県富谷市のAIデータセン
ターSWOT分析：300MW級AI DC投資採算
性の検証 
2026年9月11日、経済産業省はグリーントランスフォーメーション（GX）とAIインフラ構築を一体推
進する「GX戦略地域制度（第1弾）」として全国18地域20地点を選定し、今後10年程度でGW級の
集積を目指す「データセンター集積型」の9地域10地点の一つに宮城県富谷市を認定しました1。

仙台都市圏の北部に隣接し、東北の中枢光通信網と東北大学等の高度人材基盤を擁する富谷

市は、首都圏の電力逼迫を受け止める有力な受け皿として脚光を浴びています4。しかし、政策

的な期待値と、受電容量300MW規模（投資総額数千億〜1兆円超）の大型AIデータセンター（
AI-DC）に対するプロジェクトファイナンス（PF）組成の実務条件との間には、極めてシビアな乖離

が存在します6。人口増加が続く優良なベッドタウンゆえの切盛土860万 超を伴う丘陵地造

成と住民合意形成の難易度、内陸立地に伴う工業用水・排水キャパシティの物理的制約、東北

電力ネットワークの275kV/154kV基幹系統からの引き込み工期、そして国が付した「計画の着実
な推進と地域共生」という認定取消規定付きの留保条件など、バンカビリティ（融資適格性）確立

に向けた複合的課題を冷徹に検証する必要があります2。 
 

■ 宮城県 富谷市 構造化SWOT分析 
【Strengths（強み）】 

●​ 東京圏から約300km・往復遅延6〜8msを実現する東北屈指の低遅延光ファイバー網と
IX近接性：富谷市（成田二期北工業団地予定地）はJR仙台駅から北方約13kmに位置し、
東北自動車道・富谷JCTや仙台北部道路に直結する交通・通信の要衝です5。東北道の通

信管路やJR新幹線・在来線ルートに沿った大容量光ファイバー網の冗長確保が容易であ
り、東京・印西エリアから直線距離約300km強、ラウンドトリップ遅延（RTT）6〜8msという
低遅延環境により、北海道や九州では代替困難なリアルタイムAI推論需要を直接吸収で
きます5。 

●​ 東北大学や次世代放射光施設「NanoTerasu」を擁する仙台圏の高度IT・AI人材と産学連
携基盤：100万人都市である仙台市と生活圏を完全に共有しており、東北大学を中心とす
るAI・半導体・物質材料科学の研究者層や、次世代放射光施設「NanoTerasu（ナノテラ
ス）」の解析計算需要と直結しています5。地方立地型DCの最大のボトルネックとなる高度
なファシリティエンジニア（電気主任技術者・冷却設備保守要員）やネットワーク技術者の

現地採用・定住において、他の地方圏候補地を圧倒する人材プールを有しています11。 
●​ 内陸丘陵地の強固な地盤（津波リスクゼロ）と冷涼少雪な気候による高いBCP性能・低

PUE：内陸の新第三紀層を中心とする強固な丘陵地盤に位置するため、巨大地震時の液
状化リスクや津波浸水リスクがゼロであり、極めて高い事業継続性（BCP）を担保できます5

。また、仙台圏の平年値は年平均気温12.4℃、年間降水量1,254.1mmであり、奥羽山脈を
越える乾燥した北西風により冬季の積雪も少ないため、日本海側のような豪雪害リスクを

負わずに通年の高効率な外気冷却（フリークーリング）が可能です13。 
●​ 女川原発の再稼働と東北全域の再エネを活かした東北電力管内の高い非化石電源調達
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力：再稼働を果たした女川原子力発電所2号機（出力825MW）が立地する宮城県内に位
置し、同原発から伸びる275kV松島幹線が近隣の宮城中央変電所へ直結しています15。こ

れに東北地方の豊富な陸上・洋上風力（PPA単価12〜19円/kWh水準）や太陽光、地熱発
電を組み合わせることで、メガクラウドが要求する「24/7カーボンフリー電力（CFE）」を高い
経済性で組成できる電源環境にあります18。 

【Weaknesses（弱み・課題）】 
●​ 臨海部に比べ丘陵地であるため数十ha規模の平坦な一括用地の造成コストと拡張余地

に限界がある点：対象となる「成田二期北工業団地」は開発総面積202.1ha（分譲可能な業
務用地は約113.2〜132.4ha）を誇りますが、森林丘陵地を切り開くため切盛土量862万〜

877万 、最大切盛高35mの大規模土工を伴います5。最大区画（区画①）は約30ha（
DC予定地）と設定されており、約10,700haを擁する北海道苫小牧市などの臨海部平坦地
と比較すると、将来的なGW級への同一キャンパス拡張性や造成リードタイム（2028年度
末引渡予定、2032年3月全体完了）に制約があります5。 

●​ 内陸立地に伴う工業用水供給キャパシティの制約と隣接工業団地との水資源競合：宮城

県企業局の「仙台北部工業用水道」は日量最大5万8,500 の給水能力に対し現在の

契約率が4〜5割未満（未契約余力約3万〜3.5万 /日）にとどまっています21。しかし、

成田二期北地区全体で最大約10万 /日の工業用水需要が想定されているうえ、排水
先が一級河川吉田川流域の明石川・穀田川という中小内陸河川に限られるため、隣接す

る大和町の半導体・製造業集積との水資源競合や温排水規制が深刻な制約となります5。 
●​ 300MW受電に向けた東北電力NWの275kV/154kV基幹系統からの引き込み・特高変電

所新設のリードタイムとCAPEX：近隣の仙台市青葉区芋沢地区では200MW規模の
AI-DC計画（第I期予算約4,000億円）が東北電力ネットワークから技術的成立性の事前検
討回答を得ていますが、仙台北部エリアの系統余力は急速にタイト化しています7。富谷市

で300MWを受電するには、市内を通過する275kV宮城幹線等からの分岐引き込みと専用
超高圧変電所の新設が必須であり、通常4〜6年の工期と数百億円規模の工事費負担金
が発生します9。 

●​ 仙台都市圏の優良なベッドタウンゆえに住宅地と近接しやすく、低周波騒音や景観に対す
る住民摩擦リスクが高い点：成田二期北工業団地の南側進入路は、高級住宅街である

「新富谷ガーデンシティ」の北端部に直接接続する計画となっており、送電線（275kV宮城
幹線等）も向陽台などの住宅地や中学校付近を通過しています5。区画①では最大高さ約

60mの建物が許容されていますが、24時間稼働する冷却チラーや非常用発電機の低周
波騒音・排熱・景観変化に対し、都市型ベッドタウン住民からの強い反発を招くリスクを内

包しています5。 
【Opportunities（機会）】 

●​ 首都圏（印西・北関東）の系統枯渇に伴う「低遅延推論＋大規模学習」ハイブリッド需要の
スピルオーバー吸収：電力広域的運営推進機関（OCCTO）が新増設DCの最大需要電力
を2035年度に661万kWと想定し、政府の官民投資ロードマップ（2026年7月決定）が2035
年度までに32.7兆円の投資を見込む中、東京電力管内の特高系統は深刻な接続待ち状
態にあります6。首都圏から300km圏内で200〜300MW級のまとまった系統確保が見込
める富谷市は、首都圏スピルオーバー需要の最前線に位置付けられます7。 
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●​ GX戦略地域制度およびOCCTO融資による仙台北部エリアの特高変電・送電インフラの
先行増強：GX戦略地域の認定により、GX経済移行債を活用した設備投資支援に加え、一
般送配電事業者による「電力系統の先行整備」が政策的に優先措置されます3。特に2026
年9月から運用開始された電気事業法に基づくOCCTOの財政投融資貸付制度（融資総額
の原則3割以下、調査・測量や先行発注費用も対象）により、需要確定前の基幹系統・変
電設備増強リードタイムを劇的に圧縮できる機会が開かれています11。 

●​ 東北大学・東北経済界と連携したソブリンAI・医療・防災・自動運転分野のアンカー需要獲
得：富谷市はDC単体の誘致にとどまらず、DCを利用するAI関連企業や脱炭素電源の一
体的誘致（産業クラスター形成）を掲げています4。東北大学の東北メディカル・メガバンク

機構（ゲノム医療AI）や防災科学、さらには隣接する大和町のトヨタ自動車東日本や半導
体サプライチェーンと連動したフィジカルAI・自動運転開発など、ソブリン性の高い国内アン
カー需要を取り込める独自の機会があります11。 

【Threats（脅威）】 
●​ 国の留保条件「地域共生の確保・計画の着実な推進」において、住民反対や用地・系統調

整の遅れが認定取消に直結するリスク：経済産業省は本認定にあたり「計画の着実な推

進及び地域共生の確保」を明確な留保条件として付しており、重大な計画遅延や地域摩

擦が生じた場合は認定取消や支援見直しを行う方針です2。鹿島建設東北支店が代表を

務める土地区画整理組合の設立と862万 の造成工事、および住民合意が少しでも遅

延すれば、支援枠から脱落する脅威があります5。 
●​ 北関東（矢板市・常総／つくば）および同一東北の秋田市とのハイパースケーラー誘致競

争：同時認定された茨城県（常総市／つくば市）や栃木県（矢板市）は東京圏からの通信

遅延（2〜4ms）で富谷市に勝り、他方で秋田県（秋田市）は「データセンター集積型」と「脱
炭素電源活用型」の双方に重複認定され、秋田市北部での最大500MW級計画など圧倒
的な再エネ余力を武器としています2。富谷市がコストと遅延の両面で中途半端な立ち位

置に陥るリスクがあります2。 
●​ 仙台北部エリア（大和町等）の大型工場投資との特高電気設備・サブコン・建設人材の争

奪戦：隣接する大和町の仙台北部中核工業団地（第一・第二合計で400ha超）では半導
体製造装置関連工場（土橋製作所等）の新設が相次ぎ、富谷市内でもNTKセラテック等の
高度電子機械産業が集積しています12。さらに仙台市青葉区の200MW級AI-DC計画（約
4,000億円）とも開発時期（2028年度頃）が完全に重複するため、東北管内の空調・電気
サブコンおよび建設労働力の激しい争奪戦と建設費高騰が避けられません7。 

●​ 世界的な超高圧変圧器（トランス）・GISの納期長期化による開業遅延リスク：300MW受電
に不可欠な275kV級の大容量変圧器（トランス）やガス絶縁開閉装置（GIS）は、世界的な
AI-DC建設ラッシュと送電網投資の急増によりサプライチェーンが逼迫しています6。送配

電8社が2026年11月に向けて収入上限を合計8,845億円増額申請するほど全国で系統投
資が集中しており、機器調達のボトルネックがそのままCOD（商業運転開始）遅延と金利
負担増に直結します3。 

 
【300MW級事業化の現実度（暫定評価）】 
評価ランク：中〜高 富谷市は「東京圏との低遅延通信（6〜8ms）」「仙台都市圏の高度人材・生
活基盤」「津波リスクゼロの強固な内陸地盤と冷涼少雪気候」「女川原発と東北再エネの電源環
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境」という4要素のバランスにおいて、全国9地域10地点の中で屈指の総合力を備えています2。

一方で、丘陵地造成（成田二期北工業団地・2028年度末引渡予定）の進捗管理と、内陸河川流
域ゆえの水資源制約、ベッドタウン住民との共生が最大のハードルです5。事業化の成否は、一

括300MWではなく第I期50〜100MWからの段階的受電（フェージング）の採用、水資源を消費し
ない閉ループ型Direct-to-Chip（D2C）液冷の徹底30、および新富谷ガーデンシティ等の隣接住

民に対する超低騒音設計と早期の環境協定締結の3点を完遂できるかにかかっています5。 
 

深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
300MW規模のAIデータセンター（設備利用率85%・PUE 1.12と仮定した場合、年間消費電力量
は約22.3億kWh）をバンカブルに運営するためには、外資系ハイパースケーラーが絶対条件とす
る「24/7カーボンフリー電力（CFE：24時間365日のリアルタイム脱炭素電源マッチング）」の調達
構造と、長期固定価格でのコスト予測可能性を確立しなければなりません18。富谷市が位置する

東北電力管内は、この24/7 CFEを実現する上で国内で最も有利な電源ミックスを有しています17

。第一の柱は、再稼働済みの東北電力・女川原子力発電所2号機（定格出力825MW）による非
化石ベースロード電源の存在です17。女川原発から伸びる275kV松島幹線（亘長84.29km・2回
線）は富谷市北方の宮城中央変電所（加美町）に直結しており、物理的な電力潮流の観点から

も、富谷市のDCは女川原発の安定した非化石電力を最もロスなく享受できる位置にあります9。

夜間や無風時に発生する再エネの出力欠損を、原子力由来の非化石証書（またはトラッキング

付ベースロード電源メニュー）で補完できる点は、化石燃料火力の比率が高い首都圏や、原発が

未稼働の北海道エリアに対する決定的な優位性です11。 
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第二の柱は、東北全域に広がる豊富な再生可能エネルギーを活用したオフサイトPPA（電力購入
契約）の組成力です18。2026年時点のPPA価格ベンチマークによれば、東北電力の高圧契約実
績（24.5円/kWh・2025年時点）に対し、東北エリアが主戦場となるオフサイト陸上風力PPA（20〜
200MW・20年契約）は託送料金（4〜5円/kWh）および需給管理費（5〜10%）・環境価値込みで
12〜19円/kWhと極めて高い価格競争力を有しています18。また、高日射エリアを活用したオフサ

イト太陽光PPA（物理供給・10〜100MW）は14〜22円/kWh、太陽光・風力・水力・バイオマスを組
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み合わせた再エネアグリゲーションPPAは13〜18円/kWhで調達可能です18。さらに100MW超の
超大規模ディールにおいては、スケールメリットと6軸の価格交渉（コスト構造透明化や環境価値
分離等）により0.5〜1.5円/kWhの追加的な単価圧縮が可能です18。300MW級AI-DCの実装に
おいては、DC棟屋根および調整池・法面を活用したオンサイト太陽光PPA（10MW以上規模で11
〜14円/kWh、託送料金不要）でベースの一部を賄い5、日中は東北管内のオフサイト・バーチャ

ル太陽光PPA（10〜16円/kWh）18、夜間・冬季は設備利用率20〜30%の東北陸上風力PPA（12〜
19円/kWh）および設備利用率70〜80%のバイオマス・地熱・水力アグリゲーションPPA（13〜24
円/kWh）を組み合わせ18、残余の変動分を女川原発由来の非化石電源メニューと再エネ指定非

化石証書（0.4〜1.3円/kWh）で埋める階層型ポートフォリオが最適解となります17。ただし、2026
年7月10日に東北電力ネットワークを含む送配電8社がレベニューキャップ制度に基づく収入上
限を合計8,845億円増額申請（2026年11月新料金適用予定）しており、オフサイトPPAの15〜25%
を占める託送料金の上昇リスクをPPA契約上のパススルー条項でどう分担するかが、財務モデ
ル上の重要論点となります3。 
 
2. 送電系統制約と275kV/154kV超高圧受電インフラの整備課題 
300MWという受電規模は、中規模な政令指定都市の中心業務地区や最新鋭の半導体前工程
工場（Fab）1拠点分に匹敵する超巨大負荷であり、一般的な66kV特別高圧系統や既存の154kV
変電所の空き容量では到底賄えません9。東北電力ネットワークの系統図および現地インフラを

精査すると、富谷市周辺には極めて強力な超高圧基幹系統が通過している一方で、そこから工

業団地内へ300MWを分岐・降圧するための物理的・時間的ハードルが浮き彫りになります9。富

谷市周辺の基幹系統の要衝は、加美町に位置する「宮城中央変電所（500kV/275kV連系点）」
と、富谷市南部に隣接する仙台市泉区福岡寺下の「仙台変電所（275kV/154kV）」です9。両変電

所を結ぶ「275kV宮城幹線」は、東北では珍しい異電圧6回線鉄塔の最上段2回線として富谷市
内（向陽台地区など）を南北に縦断しています9。この鉄塔の中段には「154kV仙台泉線（泉開閉
所で154kV中山線に接続）」と「154kV明通線（将監団地を抜けて泉区北部の明通変電所へ接
続）」が架設され、最下段には大和町の変電所へ向かう「66kV成田線」が併架されています9。ま

た、仙台変電所からは275kV新仙台火力線および275kV仙台幹線（西仙台変電所へ連系）が伸
びており、潮流のループ性は高く維持されています9。 
 

系統階層・関連設備

名称 
電圧階級 ルート・連系先の構

造 
富谷市300MW級
AI-DC事業における
活用性と整備課題 

宮城中央変電所 / 宮
城変電所 

500kV / 275kV 女川原発から275kV
松島幹線（84.29km・
2回線）等で直結し
500kV基幹網と連系
16 

仙台北部エリアの潮

流源泉。大規模電源

からの供給力は盤

石だが、直接引き込

みには距離がある9。 

宮城幹線（仙台変電 275kV（2回線） 富谷市内（向陽台

等）を異電圧6回線
300MW最終受電の
本命系統。T分岐ま
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所〜宮城中央変電

所） 
鉄塔の最上段として

縦断9 
たはπ引き込みと専
用275kV超高圧変電
所の新設が必須9。 

仙台泉線 / 明通線 154kV 宮城幹線の下段に

併架。泉開閉所およ

び北部工業地帯の

明通変電所へ供給9 

第I期（50〜100MW
級）の先行受電候

補。ただし大和町や

周辺工場の需要増

により余力は限定的
9。 

成田線 66kV 異電圧鉄塔の最下

段に併架し、大和町

方面の変電所へ接

続9 

容量不足のため

300MW本設には不
適。造成工事用電源

や初期モジュール

（数MW〜十数MW）
用途に限定9。 

（参考）仙台市青葉

区芋沢AI-DC計画 
特高（200MW規模） NC MAX WORLDが

約7.18万 で計

画、東北電力NWよ
り事前検討回答受領

済7 

2028年度開発許可
目標・第I期約4,000
億円7。仙台北部・西

部の系統容量と変電

機器を奪い合う先行

競合7。 

しかし、近隣の仙台市青葉区芋沢字権現森山（敷地約7万1,787 ）において、NC MAX 
WORLDが総受電容量200MW規模のAI-DC計画（第I期予算約4,000億円・2028年度開発許可
取得予定）を進め、すでに東北電力ネットワークから技術的成立性の事前検討回答を受領してい

る点は見逃せません7。仙台変電所・西仙台変電所周辺の154kV/275kV系統容量はこうした先行
案件や大和町の半導体関連工場によって急速に消化されつつあります7。したがって、富谷市の

成田二期北工業団地で300MWを確保するには、275kV宮城幹線からの新規引き込み（π引き込
みまたはT分岐）と、団地内（約30haのDC区画内）への275kV専用超高圧変電所（GIS変電所）
の新設が不可欠であり、通常であれば4〜6年の工期と数百億円規模の初期CAPEX（工事費負
担金および受変電設備費）が発生します9。この系統ボトルネックを打破する最大の武器が、GX
戦略地域認定に伴う「電力系統の先行整備」と、2026年9月より電気事業法に基づき運用が開
始されたOCCTO（電力広域的運営推進機関）の融資制度です3。従来、一般送配電事業者の系

統増強は需要家が接続検討を申し込み、巨額の工事費負担金を支払ってから着工する「需要後

追い型」でしたが、本制度ではGX戦略地域（データセンター集積型）など国が需要立地の蓋然性
を確認した地域の基幹系統に限り、OCCTOが財政投融資を活用して送配電事業者に先行整備
資金（融資総額の原則3割以下、工事費のほか調査・測量費用や変圧器等の先行発注関連費
用を含む）を貸し付けます3。これにより、成田二期北工業団地の造成完了（2028年度末引渡予
定）を待たずに東北電力ネットワークが275kV系統の増強測量と長納期部材（超高圧トランス・
GIS）の先行発注に着手できるため、154kV系統での第I期（50MW）先行稼働から275kV本設（
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300MW）への段階的受電（フェージング）を2029〜2031年頃に前倒しできる実務的道筋が拓か
れています11。 
 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
300MW規模のAI-DC（GPUサーバー投資を含めれば総事業費1兆〜2兆円規模）においてプロ
ジェクトファイナンスを組成するためには、着工前に外資系ハイパースケーラー（AWS、Microsoft
、Google、Meta等）または国内メガクラウド・通信キャリア（ソフトバンク、さくらインターネット、
NTTグループ等）との間で、期間10〜15年以上の長期固定オフテイク契約（Take-or-Pay条項付
きのコロケーション契約またはBTS型リース契約）を締結することが絶対条件となります6。ここで

富谷市の市場競争力を決定づけるのが、東京圏からの通信遅延「往復（RTT）6〜8ms」という絶
妙なポジショニングです5。生成AIおよびフィジカルAIのワークロードは、数万〜数十万基の最新
GPUクラスタを数週間連続稼働させる「事前学習（Pre-training）・ファインチューニング」と、エンド
ユーザーや産業機器からのAPIリクエストに対してミリ秒単位で応答を返す「推論（Inference）」の
2つに大別されます11。北海道（石狩市・苫小牧市）や九州（北九州市・薩摩川内市）は、東京圏か

らの物理距離が800〜1,000km以上に及ぶためRTTが15〜25ms程度となり、遅延に鈍感な「大
規模事前学習」には適するものの、金融取引、リアルタイム対話AI、自動運転制御、クラウドゲー
ミング等の「超低遅延推論」には不向きです2。逆に、東京圏（千葉県印西市や都内）はRTT 1〜
2msで推論に最適ですが、系統容量の枯渇と地価・電力コストの高騰により300MW級の単一
キャンパス構築は事実上不可能です6。 
富谷市は東京圏から直線距離で約300km強に位置し、東北自動車道や国道4号、JR東北新幹
線ルートに沿った複数キャリアの大容量光ファイバーバックボーンが直近を通過しているため、

東京（大手町IX・印西DC群）との間でRTT 6〜8msという極めて安定した低遅延通信を実現でき
ます5。業界標準において、RTT 10ms未満は人間の知覚や大半の産業用リアルタイム制御にお
いて首都圏立地とほぼ同等のUX（ユーザー体験）を提供できる閾値とされています。これによ
り、富谷市の300MW級AI-DCは、昼間のピーク時間帯には首都圏の推論需要をリアルタイムで
処理し、夜間や余剰リソースでは大規模言語モデル（LLM）の学習ジョブを回すという「推論＋学
習のハイブリッド運用（両取り戦略）」が可能となります。GPU稼働率を常時90%近くに維持できる
この特性は、テナントとなるメガクラウドの投資回収率（ROI）を劇的に高めるため、長期オフテイ
ク契約の獲得において極めて強い訴求力を持ちます6。さらに、富谷市固有のオフテイク需要とし

て、仙台都市圏の産学官エコシステムとの連動が挙げられます4。市はGX戦略地域の認定を契
機に、DC単体だけでなくAI関連設備や利用企業の一体的誘致を明言しています4。東北大学青

葉山新キャンパスに整備された次世代放射光施設「NanoTerasu」から日々生成されるペタバイト
級の構造解析データのリアルタイムAI処理や、東北大学病院・東北メディカル・メガバンク機構に
よる医療ゲノムAI、さらには隣接する黒川郡大和町に集積するトヨタ自動車東日本および半導体
製造装置サプライチェーンと連携したスマートファクトリー・自動運転開発など、地域内のソブリン

AI・産業AI需要をアンカーテナント（初期20〜50MW枠）として取り込むことで、外資ハイパース
ケーラー1社依存のテナント集中リスクを緩和するストラクチャリングが可能です10。 
 
4. 立地環境・冷却用水インフラと気候適応 
対象用地である富谷市の「成田二期北工業団地（富谷市成田二期北土地区画整理事業）」は、

同市西成田地区および穀田地区にまたがる開発総面積202.1ha（方法書時点199.8ha、準備書
時点198.7haから防災・盛土範囲拡大により拡張）の県内最大級の産業開発プロジェクトです5。
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土地区画整理組合の設立準備委員会は鹿島建設東北支店が代表（事務局）を務め、業務代行

方式による「造成先行型」での開発が進められています20。土地利用計画では、分譲可能な業務

用地が113.2ha（全体の56%、市の企業誘致案内ベースでは最大約132.4ha）、自然緑地・造成緑
地が34.6%を確保されており、全28区画のうち最大の「区画①（約30ha・建物高さ最大約60m想
定）」がデータセンター集積の中核用地として割り当てられています5。 
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地盤・防災面を検証すると、当該地は内陸の安定した丘陵地帯であり、津波浸水リスクは完全に
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ゼロです5。ただし、森林丘陵地を平坦化するために切盛土量862万〜877万 （最大切土高

35m・最大盛土高35m、区域内土量バランスにより場外搬出入なし）という極めて大規模な造成
工事を伴います5。計画では盛土部低部の地下水上昇を防ぐ地下排水管の設置や、高さ5mごと
の小段設置（法面勾配は切土1:1.5、盛土1:1.8）による厳格な防災設計がなされていますが、

300MW級DCの重量構造物（サーバーラック高密度化により床荷重2.0〜3.0t/ 超）や275kV
変電設備を配置する際は、最大35mの「高盛土エリア」を避け、強固な支持層が浅い「切土エリ
ア（地山ゾーン）」に主要棟を配置するマイクロゾーニングが建築コスト（杭基礎費用）抑制の絶対

条件となります5。また、造成スケジュールは2025年〜2026年初の着工、用地引渡しが2028年
度末頃、全体工事完了が2032年3月予定であるため、DC事業者は組合側と調整し、区画①（約
30ha）の先行造成・部分引渡し（2027〜2028年）を受ける工程短縮が不可欠です5。 
一方、最大のアキレス腱となり得るのが「水資源と排水インフラ」です5。宮城県企業局が運営す

る「仙台北部工業用水道事業」は、給水能力1日最大5万8,500 を有し、現在15〜16事業所

へ供給中で契約水量は給水能力の4割〜5割未満（未契約余力として約3万〜3.5万 /日が存
在）にとどまっています21。一見すると余力があるように見えますが、成田二期北工業団地の環境

影響評価要約書では団地全体で最大約10万 /日の工業用水整備が想定されているうえ、隣
接する大和町の仙台北部中核工業団地（第一・第二）では半導体関連工場の新増設が続いてお

り、水資源の潜在的競合は極めて激しい状態にあります5。さらに、当該区域は一級河川・吉田

川流域の内陸部に位置し、雨水および工業排水は容量10万8,710 の「1号調整池」から準用

河川の穀田川へ、容量10万6,600 の「2号調整池」から一級河川の明石川へと放流される構
造です5。小規模な内陸河川であるため、大量の冷却塔ブロー水（濃縮排水）や温排水の放流

は、下流の農業利水や生態系との関係で厳しく制限されます5。したがって、富谷市で300MW級
AI-DCを成立させるには、従来の開放型冷却塔（エバポレーティブ・クーリング：300MWで日量1

万〜1.5万 の水を蒸発消費）の採用は完全に不適格であり、「非蒸発式・閉ループ型の

Direct-to-Chip（D2C：チップ直接液冷）システム＋空気側フリークーリングチラー」の採用が必須
要件となります30。最新の閉ループD2C液冷技術は、熱湯に近い45℃〜65℃の冷却液（PG水溶
液等）を循環させてGPUの熱を直接奪い、屋外のドライクーラーで外気放熱するため、蒸発によ
る水消費（WUE）をほぼゼロに抑えられます30。富谷市（仙台圏）は年平均気温12.4℃、年間降水
量1,254.1mmと冷涼かつ冬季少雪な太平洋側気候であるため、年間を通じてドライクーラーによ
る外気冷却効率が極めて高く、PUEを従来の約1.58から約1.05〜1.15まで劇的に削減（冷却エネ
ルギー消費量を最大94%削減）できます13。これにより、仙台北部工業用水道からの受水は初期

充填水と僅かな保守用水（日量数百 以下）のみで完結し、水資源制約を完全に無力化でき

ます22。 
 
5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
 
経済産業省は2026年9月11日のGX戦略地域（第1弾）認定において、「認定に当たっては、計画
の着実な推進及び地域共生の確保等を留保条件として付しています」と明記し、全体構想に重

大な影響を及ぼす遅延や地域トラブルが生じた場合には認定取消や支援措置の見直しを行う厳
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格なガバナンスを敷いています。データセンターは「巨大な電力と土地を消費する一方で、現地

雇用が少なく、騒音と排熱だけを撒き散らす箱」として地域住民から忌避される（NIMBY：Not In 
My Back Yard）事例が国内外で急増しており、特に仙台市の優良なベッドタウンとして発展してき
た富谷市においては、住民共生の成否がそのままプロジェクトの生死を分けます。空間構造上

の最大のリスクポイントを検証すると、成田二期北工業団地の南側進入路は、富谷市を代表す

る成熟した戸建て住宅街「新富谷ガーデンシティ（成田地区）」の北端部に直接接続する計画と

なっています。また、東側の西成田地区で主要地方道仙台三本木線に接続する合計2箇所の動
線しかなく、さらに南方の向陽台地区（住宅地および仙台市立向陽台中学校周辺）の上空には、

DCへの電力供給源となる275kV宮城幹線や154kV送電線が通過しています。300MW規模の
AI-DCでは、数百台の空冷チラー・ドライクーラーのファンが24時間365日稼働し、さらに停電対
策として出力2〜3MW級の非常用ディーゼル発電機（またはガスタービン発電機）が100台以上
設置され、定期的な試運転を行います。これらが発生させる低周波騒音や振動、さらには最大高

さ約60mの巨大建築物による圧迫感・日照変化は、静穏な住環境を求めるベッドタウン住民との
間で深刻な行政訴訟や建設反対運動を引き起こす引き金となり得ます。 

この外部不経済リスクを遮断し、国の留保条件をクリアするためには、3段階のハード・ソフト対
策を事業計画に初期から組み込む必要があります。第一に、物理的な環境緩衝設計の徹底で

す。成田二期北工業団地の土地利用計画で確保されている34.6%の緑地（自然緑地・造成緑
地）および最大35mの法面樹木植栽を、南側の新富谷ガーデンシティ境界側に重点配置し、厚さ
100m以上の「環境緩衝林（グリーンベルト）」を形成します。さらにDC棟の配置において、高さ
60mの建屋本体を南側（住宅地側）の遮音壁として機能させ、騒音源となるチラー・ドライクー
ラーヤードおよび非常用発電機群を北側（仙台北部道路・東北道JCT側）に配置するゾーニング
を徹底し、敷地境界での夜間騒音値を40〜45dB以下（環境基準以下）に抑え込みます。非常用
発電機には黒煙除去フィルタとHVO（水素化植物油・次世代バイオ燃料）を採用し、臭気とCO2
排出を同時に解消します。第二に、排熱の地域還元とエネルギー循環モデルの構築です。D2C
液冷システムは45℃〜65℃という比較的高い温度帯での廃熱回収をサポートするため、空冷式
（30〜35℃）よりも熱利用の価値が格段に高まります。他のGX戦略地域でも排熱を活用した農
業ハウス（高糖度トマト・イチゴ栽培）や陸上養殖、冬季の道路融雪が計画されているように、富

谷市においても工業団地内の余剰区画（2〜3ha区画）に温水供給型の先端植物工場や富谷市
特産のブルーベリー等のスマートアグリ施設を併設し、地元雇用と農業振興に直結させるスキー

ムが有効です。第三に、固定資産税収と産学連携拠点による「市民が誇れる都市基盤」への昇

華です。若生裕俊・富谷市長が「自立した都市基盤を確立するため、DCを核に様々な産業を主
体的に誘致していきたい」と表明している通り、300MW級AI-DC（建屋・電気設備・償却資産たる
GPUサーバー群で数千億〜1兆円規模）がもたらす年間数十億円規模の固定資産税・都市計画
税は、ベッドタウン特有の課題である子育て・教育・地域交通（泉中央駅から明石台・成田地区へ

の交通戦略等）を支える最強の自主財源となります。さらに、DC敷地内に東北大学や地元高専
と連携した「AI研究開発・教育ラボ」および市民開放型のサイエンス拠点を併設し、市・住民・事
業者の三者間で「環境保全・地域還元協定」を造成完了前に先行締結することが、国の留保条

件（地域共生の確保）に対する最も確実な回答となります。 

 
 
6. 事業化進捗状況と競合分析：秋田県秋田市および北関東勢（矢板・常総
つくば）との対比 
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2026年9月に認定された「GX戦略地域（データセンター集積型）」の9地域10地点は、すべてが自
動的に成約・稼働するわけではなく、国内外の限られたハイパースケーラーおよびメガクラウドの

設備投資枠（CAPEX）を奪い合う苛烈なサバイバルレースの渦中にあります2。特に東日本エリア

において、宮城県富谷市と直接的に競合するのは、同一東北電力管内の「秋田県秋田市」と、東

京電力管内の北関東勢である「栃木県矢板市」「茨城県（常総市／つくば市）」です2。 
 

比較評価軸 宮城県 富谷市（成田
二期北工業団地） 

秋田県 秋田市（秋田
市北部・臨海部等） 

栃木県 矢板市 / 茨
城県 常総市・つくば
市 

GX戦略地域 認定類
型 

データセンター集積

型2 
DC集積型＋脱炭素
電源活用型のダブ

ル認定2 

データセンター集積

型（茨城は複数市合

同で1地点）2 

計画規模・先行案件

動向 

団地202.1haのうち
DC用地約30ha（
2028年度末引渡予
定）5。近隣の仙台市

青葉区で200MW計
画（約4,000億円）が
先行7。 

秋田市北部で受電

容量最大500MW級
計画が報道6。Bitgrit
・エスツー等との連

携協定実績あり6。 

首都圏外縁の既成

工業団地・開発地を

活用。常総市等はAI
活用姿勢とDX基盤と
して高い評価33。 

東京圏からの距離・

RTT 
約300km強 / RTT 6
〜8ms（学習＋推論
の両対応が可能） 

約450km / RTT 10
〜12ms（大規模学
習・バッチ処理主体） 

約50〜120km / RTT 
2〜4ms（超低遅延
のリアルタイム推論

に最適） 

電力管内・脱炭素電

源環境 

東北電力管内。女川

原発（825MW）直結
の275kV基幹網＋東
北全域の風力・太陽

光PPA16。 

東北電力管内（出力

制御エリア）3。洋上・

陸上風力の最前線

であり地産地消の再

エネ原価は最安水

準18。 

東京電力PG管内。
需要集中により基幹

系統の空き容量と再

エネ電源の確保難

易度が極めて高い6

。 

人材・都市基盤・

BCP 

仙台100万人都市
圏・東北大学・

NanoTerasu12。内

陸強固地盤（津波ゼ

ロ）・冷涼少雪13。 

臨海部は津波・塩

害・冬季の日本海側

暴風雪対策が必要。

高度ITエンジニアの
現地採用に課題。 

つくば研究学園都市

の高度人材（茨城）。

内陸地盤は安定して

いるが夏季の猛暑に

より空調PUEが悪
化。 
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第一の競合である「秋田県秋田市」は、今回の認定で全18地域中唯一、「データセンター集積型」
と「脱炭素電源活用型」の2類型でダブル選定された強力なライバルです2。秋田市北部では受電

容量最大500MW規模の超大型DC計画が報じられており、2025年10月にはBitgritや株式会社
エスツーとの連携協定を結ぶなど動きが先行しています6。秋田市の最大の武器は、これまで再

エネの出力制御が頻発してきたエリアゆえの圧倒的な陸上・洋上風力エネルギーの余剰と、そ

れに伴う安価な再エネ調達原価です3。しかし、秋田市は東京からの距離が約450km（RTT 10〜
12ms超）とやや遠く、日本海側特有の冬季の豪雪・暴風塩害リスク、および数千人規模の保守・
AIエンジニアを支える都市インフラの厚みにおいて課題を抱えています。第二の競合である北関
東勢「栃木県矢板市」および「茨城県（常総市／つくば市）」は、東京から50〜120km圏内（RTT 2
〜4ms）という圧倒的な通信近接性を誇り、印西エリアの直接的な代替地としてハイパースケー
ラーの強い関心を集めています2。特につくば市・常総市エリアは筑波研究学園都市の学術基盤

を有しています3。しかし、北関東勢の最大の弱点は「東京電力パワーグリッド管内」に属している

点です18。首都圏全体の需要急増により東電管内の275kV/500kV系統および非化石電源（再エ
ネ・原発）の奪い合いは極限に達しており、300MW級の100%脱炭素電力を安価に長期確保す
ることは極めて困難です6。また、北関東の内陸部は夏季の最高気温が38〜40℃に達する酷暑
地帯であり、外気冷却の効率が落ちて通年PUEが悪化するという気候上のハンディキャップがあ
ります。この三つ巴の競合環境において、富谷市が勝ち残るためのポジショニングは明確です。

富谷市は「東北電力管内の豊富な系統・脱炭素電源（女川原発＋東北風力・太陽光）の恩恵を

受けられる南限」でありながら、「東京からRTT 6〜8msで推論需要をカバーできる北限の中枢都
市（仙台100万人圏・東北大学）」という、北関東の通信優位性と秋田の電力・気候優位性の「ス
イートスポット（最適交点）」に位置しています5。さらに、隣接する大和町の第二仙台北部中核工

業団地（308.6ha）における旧SBI・PSMC（JSMC）半導体工場計画の見直しによって生じた地域
内の電力・インフラ余力や行政の誘致エネルギーを、成田二期北工業団地のAI-DCクラスターへ
と一気に振り向けられる点も、富谷市ならではの戦略的アドバンテージです10。 
 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 
以上の多角的検証を踏まえ、宮城県富谷市（成田二期北工業団地）における受電容量300MW
規模のAIデータセンター開発をバンカブル（融資適格）なインフラ投資案件へと昇華させ、数千億
円規模のプロジェクトファイナンス（PF）を組成するためには、段階的受電、水レス冷却技術、地
域共生協定、および資本構成の4軸を統合したストラクチャリングが不可欠です5。第一に、3段階
のフェージング（段階的受電・開発）によるキャッシュフローと系統リスクの管理が求められます。

成田二期北工業団地の全体工事完了（2032年3月）や275kV専用変電所の新設完了を一括で
待つ開発スキームは、先行投資期間中の建設中金利（IDC）が膨張し、国の留保条件である「計
画の着実な推進」のモニタリングでも遅延とみなされるリスクがあります2。そのため、まずは第1
フェーズ（2028年度末〜2029年・受電50MW）として、土地区画整理組合（鹿島建設東北支店代
表）と交渉して区画①（約30ha）の切土エリア（地山強固地盤）約8〜10haを2028年度に先行引
渡しを受け、既存の154kV仙台泉線・明通線系統から受電して初期キャッシュフローとアンカー実
績を創出します5。続く第2フェーズ（2030〜2031年・累計150MW）では、OCCTOの財政投融資
貸付（先行整備融資）を活用した東北電力ネットワークの275kV宮城幹線からの引き込みと団地
内275kV超高圧変電所（GIS）の竣工に合わせて100MWを増設し、最終の第3フェーズ（2032年
以降・最終300MW到達）にて変電所内の主変圧器（バンク）増設によりフルキャパシティへ拡張
すべきです5。PFの融資実行（ドローダウン）も各フェーズのオフテイク契約締結と系統連系マイル
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ストーンに連動させる「コミットメントライン付き段階的ノンリコースローン」として設計することが合

理的です。 
第二に、「水レス（閉ループD2C液冷）」と「ハイブリッドPPA」のパッケージ化によるESG融資適格
性の確立です。レンダー（国内外のメガバンク・政策投資銀行・機関投資家）の技術デューデリ

ジェンスにおいて内陸河川（明石川・穀田川）の水量・排水制約を突かれないよう、基本設計の段

階で蒸発式冷却塔を全面排除し、「閉ループ型Direct-to-Chip（D2C）液冷＋外気ドライクーラー
（設計PUE 1.10以下）」を標準仕様としてロックインします5。これにより仙台北部工業用水道から

の受水を最小限（初期充填・生活用水のみ）に抑え、大和町の半導体産業との水競合リスクを完

全に遮断できます12。電源調達においては、東北の陸上風力・太陽光オフサイトPPA（12〜19円
/kWh）をベースに、調整力およびベースロードとして女川原発2号機（825MW）由来の非化石価
値を組み合わせた15〜20年の長期電力供給契約を組成し、電力価格変動リスクと24/7 CFE達
成リスクを同時にヘッジします17。第三に、サブコン・長納期機器の早期ロックインと「地域共生協

定」の先行締結です。仙台市青葉区芋沢の200MW級AI-DC計画（第I期約4,000億円・2028年
度開発許可予定）や大和町の半導体関連工場群との間で、東北管内の電気・空調サブコンおよ

び275kV超高圧トランス・GISの激しい争奪戦が確実に発生します7。工期遅延・予算超過リスクを

封じるため、区画整理事業の造成中である2026〜2027年中にEPCコントラクターとの間でECI
（早期施工者関与）契約を結び、OCCTO融資枠と連動して超高圧受変電機器の工場製作枠を
先行予約する必要があります26。同時に、南側に隣接する新富谷ガーデンシティの住民代表およ

び富谷市との間で、南側100m緩衝緑地の保全、夜間騒音40dB以下の保証、45〜65℃回収廃
熱の地域農業・融雪への無償供給、および東北大学連携ラボの設置を盛り込んだ「富谷市GX地
域共生協定」を着工前に締結し、国の認定取消リスク（留保条件違反）を排除します5。第四に、

最適資本構成（キャピタル・ストラクチャー）の設計として、総事業費（300MWの受変電・建屋・冷
却ファシリティのみで約4,500億〜6,000億円、GPUサーバー別）に対し、GX経済移行債を財源
とする国のGX戦略地域向け設備投資補助金（およびGX地域共創補助金等の関連支援策）を最
大限活用して初期CAPEXの10〜15%を圧縮します2。その上で、シニアローン（LTV 60〜65%：民
間銀行シンジケート団＋日本政策投資銀行等のグリーンローン）、メザニン（10〜15%：インフラ
ファンド・生命保険会社による劣後ローンまたは優先出資）、エクイティ（20〜25%：DCデベロッ
パー、大手総合商社、東北電力グループや通信キャリア等の戦略的パートナーによるSPC共同
出資）を組み合わせた強靭な資本構成を構築することで、DSCR（元利金返済カバー率）1.30倍以
上、プロジェクトIRR 8〜10%超の投資適格水準を十分に達成可能です。 
 

引用・参照情報源の明記 
●​ 経済産業省 ニュースリリース「GX戦略地域（第1弾）を認定しました」（2026年9月11日公

表）およびGX戦略地域制度関連資料2 

●​ 内閣官房 GX実行会議 専門家ワーキンググループ資料・GX2040ビジョンおよび官民投資
ロードマップ関連資料3 

●​ 宮城県 知事記者会見記録（2026年9月14日）および宮城県企業局「仙台北部工業用水道
事業」監査・経営関連資料4 

●​ 富谷市「市内工業用地のご案内（成田二期北工業用地）」および「（仮称）富谷市成田二期
北土地区画整理事業 環境影響評価要約書・準備書」5 

●​ 読売新聞オンライン「富谷市でデータセンター集積へ、国の『GX戦略地域』に選定…成田
二期北工業団地に誘致」（2026年9月11日）および日本建設新聞社（日刊建設新聞）「富谷
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市成田二期北土地区画整理事業」報道資料10 

●​ 電力広域的運営推進機関（OCCTO）大規模送変電設備の先行整備に係る財政投融資貸
付制度および東北電力ネットワーク 基幹系統（275kV宮城幹線・松島幹線・仙台変電所・
宮城中央変電所）関連技術資料9 

●​ コーポレートPPA価格ベンチマーク調査（2026年版・エネルギー情報センター等）および
Direct-to-Chip（D2C）液冷市場・PUE改善効果に関する技術調査レポート18 
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40e94553b76efb.pdf 
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755260cd0b6a06.pdf 
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GX戦略地域・栃木県矢板市のAIデータセン
ターSWOT分析：300MW級AI DC投資採算
性の検証 
2026年9月11日、経済産業省は「GX2040ビジョン」および「ワット・ビット連携」構想に基づく「GX
戦略地域制度（第1弾）」の選定結果を発表し、データセンター（DC）集積型の全国9地域・10地点
の一つとして「栃木県矢板市」を正式に認定しました1。東京都心から約120〜130km圏内という
低遅延通信環境に加え、シャープ栃木工場跡地に代表される大規模産業基盤や地域未来投資

促進法の重点促進区域（安沢地区約48ha）を擁する矢板市は、今後10年以内に10棟前後・兆
円規模のDC集積を目指しています3。しかし、行政が掲げる構想と、受電容量300MW規模（投資
適格サイズ）の大型AIデータセンター（AI-DC）に対するプロジェクトファイナンス（PF）組成実務と
の間には、極めてシビアな乖離が存在します6。東京電力パワーグリッド（東電PG）管内の構造
的な系統混雑、年間約2.23TWhに及ぶ24/7カーボンフリー電力（CFE）の調達コスト、内陸部特
有の冷却水制約と夏季の激しい雷害（瞬低）対策、さらには国が全認定地点に付した「計画の着

実な推進及び地域共生の確保」という留保条件への抵触リスクなど、バンカビリティ（融資適格

性）を左右する重要論点を多角的に検証します2。 
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■ 栃木県 矢板市 構造化SWOT分析 
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【Strengths（強み）】 
●​ 首都圏・印西クラスターから往復遅延3〜5ms圏内の超低遅延ロケーション：東京都心（大

手町）から約120〜130km、東北自動車道・国道4号・東北新幹線沿いの光ファイバー幹線
ルート上に位置し、専用ダークファイバーやオール光ネットワーク（APN）敷設時のラウンド
トリップ遅延（RTT）は3〜5msに収まります5。この通信特性により、千葉県印西エリアと一

体化した低遅延リージョン構築やリアルタイムAI推論ワークロードの収容が可能です10。 
●​ 大規模工場跡地やIC周辺の産業用地と既存インフラの転用ポテンシャル：総敷地面積

32.63ha（うち売却検討・転用対象約22.3〜24ha）の旧シャープ栃木工場跡地や154kV特
別高圧受電環境が整う矢板工業団地に加え、安沢地区約48haを含む市内2か所・計約
60haの候補地を有しています3。東北自動車道矢板ICや矢板北スマートICに近接し、既存
の工業地域インフラを活用したブラウンフィールド開発と重点促進区域の拡張性を兼備し

ています5。 
●​ 内陸の強固な地盤と津波・高潮リスクが皆無なBCP適性：標高を備えた内陸台地に位置

するため津波や高潮のリスクがゼロであり、周辺に主要な活断層がなく液状化や大規模

浸水リスクも極めて低い強固な地盤を誇ります5。首都直下地震や南海トラフ地震に対する

ミッションクリティカルなBCP（事業継続計画）拠点として、金融機関や政府系クラウドの厳
格な耐災基準を充足します8。 

●​ 東電PGの500kV・154kV北関東基幹送電網が交差する系統優位性：矢板市内には東西
方向に首都圏の基幹系統である500kV送電線が2系統、南北方向に154kV特別高圧送電
線が2系統それぞれ交差しており、新栃木変電所や塩谷変電所などの基幹変電設備に近
接しています5。2026年9月18日には東京電力ホールディングスが矢板市との連携強化を
正式発表しており、大容量電力の安定供給に向けた送配電事業者との協調体制が確立さ

れています5。 
【Weaknesses（弱み・課題）】 

●​ 東電PG管内の系統混雑と300MW受電に向けた変電所新設の工期・CAPEX：300MW規
模の受電には154kVまたは275kV級の専用受電変電所の新設および基幹系統からの引
き込み工事が必須となり、数百億円規模の工事費負担金（CAPEX）と長期の接続検討・施
工リードタイムが発生します5。特に安沢地区の約48haのうち約42haは農振農用地区域
（青地）であり、農地転用手続きと特高インフラ新規敷設の双方で初期工程のハードルが

存在します1。 
●​ 東電管内における追加性のある脱炭素電源不足と24/7 CFE調達コストの高止まり：

300MW（平均負荷率85%）稼働時の年間消費電力量は約2.23TWhに達しますが、北関東
の再エネは設備利用率13〜15%の太陽光に偏重しており、夜間電力の脱炭素化に構造
的なミスマッチを抱えています7。系統用蓄電池（BESS）の併設やトラッキング付非化石証
書・オフサイトPPAの獲得競争が激化しており、24/7 CFE達成に伴う電力調達単価の上昇
が事業収支を圧迫します7。 

●​ 内陸立地ゆえの冷却用水の取水・放水制約と夏季の高温環境：海水冷却や臨海部の大
容量工業用水道（川崎臨海部の日量37万m³等）を利用できない内陸部に位置し、市のガ
イドラインでも飲料水・生活用水・農業用水へ影響を及ぼさない水使用計画の策定と報告

が義務付けられています8。従来の蒸発式冷却塔で300MWを冷却する場合の大量取水・
温排水放流は地域摩擦を招くため、高度な節水型冷却システムへの初期投資が不可欠で

す8。 
●​ 「雷都」北関東特有の激しい夏季落雷に伴う瞬低リスクと電源保護コスト：那須連山から宇

都宮にかけての栃木県中北部は全国有数の多雷地帯であり、夏季の激しい落雷による送

電線事故や瞬時電圧低下（瞬低）が頻発します8。高価な最新GPUクラスターの演算中断
や機器損傷を防ぐため、ガス絶縁開閉装置（GIS）や大容量無停電電源装置（UPS）、瞬低
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補償装置などの重装備な保護対策コストが追加発生します8。 
【Opportunities（機会）】 

●​ 千葉県印西エリアの用地・系統枯渇に伴う「首都圏北部スピルオーバー需要」の獲得：首
都圏最大のDC集積地である千葉県印西エリアで用地と特高電力枠が限界に達する中、
都心から100〜130km圏内の北関東（国道4号・東北道軸）へ外資ハイパースケーラーの
開発需要が急速に流出しています9。矢板市は「3年以内の第1棟稼働、10年以内の10棟
前後集積」という明確な行政コミットメントを打ち出し、このスピルオーバー需要の受け皿と

なる好機を得ています3。 
●​ GX戦略地域制度およびOCCTO融資を活用した電力系統の先行整備：2026年9月より電

力広域的運営推進機関（OCCTO）が財政投融資を活用し、一般送配電事業者へ大規模
送変電設備の先行整備資金を貸し付ける制度が稼働しました6。従来の「需要家の申込

順」による系統増強待ちから、国の産業立地政策に基づく「電力系統の先行整備」および

GX経済移行債等による設備投資支援を直接享受できる立場にあります20。 
●​ AIワークロードの「リアルタイム推論・AIエージェント」移行による資産価値向上：生成AIの

主戦場が事前学習（Training）から低遅延・高頻度の自律型AIエージェントやフィジカルAI
の推論（Inference）へ移行し、「遠くで学習、近くで推論」という機能分散が進んでいます12

。北海道や九州の遠隔地DCでは代替できない「首都圏3〜5ms圏内の300MW級推論
キャンパス」として、長期的な不動産・インフラ資産価値のプレミアムが期待されます2。 

●​ 地域未来投資促進法と地域共生ガイドラインによる開発予見性の向上：矢板市は2025年
9月に安沢地区の重点促進区域同意を得て農振除外・開発許可の特例配慮を確保したほ
か、いち早く「矢板市データセンター地域共生ガイドライン（Ver.1.0）」を策定しました5。立地

適正区域（矢板工業団地および重点促進区域）と環境・騒音基準が明文化されたことで、

デベロッパーにとって許認可と住民合意の予見性が大幅に高まっています8。 
【Threats（脅威）】 

●​ 茨城県（常総市／つくば市）や宇都宮市等の近隣大型案件との直接争奪戦：同じ東電PG
管内のGX戦略地域である「茨城県（常総市／つくば市）」ではグッドマンが1,000MW規模
の計画を着工しており、さらに同じ栃木県内の宇都宮市（新栃木変電所南側約37ha・最大
400MW・総事業費約1兆円）でも三菱地所・JR東日本・デジタルエッジ連合が事業者に選
定されています9。ハイパースケーラーのテナント枠、東電PGの系統接続枠、およびゼネコ
ン・サブコンの施工能力を巡る苛烈な争奪戦が不可避です7。 

●​ 変圧器・GIS等のサプライチェーン遅延が招く国の「留保条件」抵触リスク：経済産業省は
DC集積型の全10地点に対し「計画の着実な推進及び地域共生の確保」を留保条件として
付しており、計画の進捗が滞れば認定が見直されるリスクを内包しています2。

275kV/154kV変圧器や遮断器の世界的な納期長期化（3〜5年）により東電PGの連系工
事が遅延した場合、認定取消や支援措置の喪失に直結する脅威があります19。 

●​ 大型電機工場撤退後の「雇用創出」期待とAI-DCの「少人数運用」のギャップ：シャープ栃
木工場の生産終了以降、地元経済界は新たな産業誘致による雇用回復を強く期待してい

ますが、高度に自動化されたAI-DCは「原発並みの電力を消費しながら常用雇用は数十
名にとどまる」という資本集約型構造を持ちます6。固定資産税増収の還元策や関連DX産
業の誘致が不十分な場合、「雇用なき巨大インフラ」への失望から政治的・社会的な反発

を招く恐れがあります1。 
●​ 農業・生活用水との競合懸念および騒音・景観を巡る住民反対運動リスク：先行する茨城

県つくば市大穂地区では、手厚い環境対策にもかかわらず地元住民による「データセン

ターから市民を守る会」が設立されるなど、全国でDC反対運動が顕在化しています7。矢

板市でも安沢地区の農用地転用や空調室外機・非常用発電機の騒音、水資源利用を巡

り、近隣住民や農業関係者との合意形成が難航するリスクが存在します6。 
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【300MW級事業化の現実度（暫定評価）】 
暫定評価ランク：中〜高 東京都心から120km圏内・往復遅延3〜5msという立地特性と強固な内
陸地盤により、外資ハイパースケーラーや大手クラウド事業者からのオフテイク（テナント利用）

引き合いは極めて強い水準にあります6。一方で、300MW全量を一括受電するグリーンフィール
ド開発（安沢地区の農地転用＋新設変電所）は系統連系と機材調達に時間を要するため、初期

フェーズでは既存の154kV/66kV特別高圧インフラや工業地域指定を活用できる「矢板工業団
地」や工場跡地（ブラウンフィールド）にて30〜50MW規模で迅速に着工し、OCCTOの系統先行
整備融資と東電PGとの段階的受電（フェージング）合意を通じて300MWへ拡張する二段階ス
キームの成否が、バンカビリティ確立の決定的な鍵を握ります5。 
 

深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
受電容量300MW規模の大型AI-DCに対するプロジェクトファイナンス（PF）組成において、グ
ローバルなハイパースケーラーや機関投資家が融資・オフテイク契約の絶対条件として課すの

が「24/7カーボンフリー電力（CFE：24時間365日の時間単位での脱炭素電力マッチング）」の確
保です7。受電容量300MWの施設が平均負荷率85%で通年稼働した場合の年間消費電力量
は、以下の通り算出されます7。 

 
この年間約2.23TWh（一般家庭約50万〜60万世帯分に相当）という膨大な電力を東京電力パ
ワーグリッド（東電PG）管内でいかに脱炭素化するかが、事業採算性の第一の関門となります7。

栃木県内の地域電源構造を分析すると、内陸の日照条件を活かした太陽光発電に加え、鬼怒

川・那珂川水系を中心とした豊富な水力発電ポテンシャルを有しています7。東電グループだけで

も栃木県内に23か所・計220万6,470kW（2,206MW）の水力発電所を保有しており、日光市の鬼
怒川発電所（最大出力12万7,000kW、常時出力1万1,200kW）や塩谷発電所（最大出力
9,200kW）のほか、栃木県企業局が管理する公営水力発電群が存在します29。 
しかし、大規模揚水発電を除く一般水力の常時出力枠は限定的であり、新規の追加性（

Additionality）を持つ再エネ電源は依然として設備利用率13〜15%の太陽光発電に偏重してい
ます7。夜間や悪天候時に発電量がゼロとなる太陽光と、24時間フラットな高負荷が続くAI-DCの
需要曲線とのミスマッチを埋めるには、北関東・東北連系線経由の風力・太陽光オフサイトPPA
（フィジカルまたはバーチャルPPA）を主軸としつつ、系統用蓄電池（BESS）およびトラッキング付
非化石証書を組み合わせる複合ポートフォリオが不可欠です7。もっとも、2026年に入り資源エネ
ルギー庁の審議会において、系統用蓄電池の接続検討料（22万円/地点）引き上げやN-1充電停
止装置の義務化、需給調整市場の上限価格引き下げ（19.51円から15円/kWhへ）が議論される
など、蓄電池単体の事業環境は厳しさを増しています7。さらに、OCCTOが2026年8〜9月に実
施した予備電源制度の募集（東エリア100万kW枠）が応札ゼロに終わるなど東電管内のベース
ロード供給力は逼迫しており、PF組成にあたっては託送料金・容量拠出金・非化石証書プレミア
ムの変動リスクをテナントへ完全パススルー（Pass-through）できる電力料金条項の設計が必須
となります7。 
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2. 送電系統制約と275kV/154kV超高圧受電インフラの整備課題 
矢板市がGX戦略地域に選定された最大のインフラ的根拠は、市内を東西方向に走る500kV超
高圧送電線（2系統）と、南北方向に走る154kV特別高圧送電線（2系統）が十字に交差する東電
PGの北関東基幹系統の要衝に位置している点にあります5。周辺には栃木県の電力供給の巨

大ジャンクションである500kV新栃木変電所（宇都宮市北部の旧河内町、500kV新栃木線・新茂
木線・南いわき幹線や154kV栃山線・白沢線等が接続）および塩谷変電所が存在し、広域系統
からの潮流を受け入れる物理的ポテンシャルは極めて高い水準にあります17。また、2026年9月
18日には東京電力ホールディングスが矢板市との間でDC等の成長産業集積およびGX推進に
向けた連携強化を発表しており、系統計画と自治体誘致策の同期が図られています18。 
しかし、300MWという超大規模容量を単一キャンパスで受電する場合、一般的な66kV系統では
容量が全く足らず、154kV（場合によっては275kV以上）の特別高圧送電線からの直接分岐（π引
き込み）および需要家構内での特高変電所（GIS・大型変圧器）の新設が不可欠となります5。通

常、東電PGへの接続検討から一括検討プロセス、工事費負担金契約、用地取得・鉄塔建設を
経て超高圧受電が開始されるまでには5〜8年の歳月と数百億円のCAPEXを要します9。この時

間的ボトルネックを打破し「3年以内の第1棟稼働」を実現する実務上の最適解が、段階的受電
（フェージング）戦略です3。具体的には、既に154kVの特別高圧受電環境が整っている「矢板工
業団地」や、かつて液晶テレビ等の大規模製造ラインを稼働させていた旧シャープ栃木工場跡地

（早川町）の既存66kV/154kV受電枠・引込線ルートを転用し、第1期（30〜50MW）を3年以内に
スピード開業させます4。それと並行して、2026年9月に運用開始されたOCCTOの財政投融資活
用スキーム（一般送配電事業者への大規模送変電設備の先行整備貸付）を適用し、安沢地区

（約48ha）等に向けた154kV/275kV増強工事を先行実施することで、第2期・第3期で累計
300MW〜GW級へ拡張する工程が現実的です6。なお、「雷都」と呼ばれる北関東の激しい夏季

落雷に伴う瞬時電圧低下（瞬低）や単相再閉路時の電圧変動に対しては、2系統異経路受電
（ループ受電）の構築に加え、構内変電設備の完全GIS化およびミリ秒単位で補償する大容量
UPS・フライホイール設備への重点投資が求められます5。 
 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
AIデータセンターの需要構造は、大規模言語モデル（LLM）の事前学習（Training）から、学習済
みモデルを用いた検索拡張生成（RAG）、自律型AIエージェント（Agent AI）、さらには自動運転
や産業用ロボットをリアルタイム制御するフィジカルAI（Physical AI）などの推論（Inference）領域
へと急速に重心を移しています12。経済産業省と総務省の「ワット・ビット連携官民懇談会」でも整

理されている通り、遅延許容度が高い「学習」ワークロードは北海道や九州などの遠隔地・再エ

ネ余剰地域へ分散（ワークロードシフト）が可能である一方、エンドユーザーや企業の基幹システ

ムと高頻度で双方向通信を行う「推論」およびミッションクリティカルなクラウド基盤は、大都市圏

近郊に配置せざるを得ない（「遠くで学習、近くで推論」）という物理的制約が存在します10。 
この点において、矢板市は東京都心（大手町）から直線距離で約120〜130km、既存の千葉県
印西DCクラスターからも同程度の距離に位置しています9。東北自動車道、国道4号、およびJR
東北新幹線・東北本線という国土の主要インフラ軸が市内を縦貫しており、これらの広域インフラ

空間に沿って大容量ダークファイバーやIOWN等のオール光ネットワーク（APN）を敷設すること
で、東京の主要インターネットエクスチェンジ（IX）や印西リージョンとの間でラウンドトリップ遅延（
RTT）3〜5msという超低遅延通信環境を実現できます1。一般家庭向け光回線の実測Ping値（宇
都宮市内で平均14〜19ms、最速8ms程度）とは異なり、中継ルーターでの電気-光変換を排した
専用波長伝送（ROADM等）を用いることで、首都圏の既存アベイラビリティゾーン（AZ）の拡張
リージョンとして機能する水準をクリアします10。 
この通信性能は、プロジェクトファイナンスにおけるオフテイク契約（長期利用契約）の獲得にお

いて決定的な優位性をもたらします7。学習需要のみに依存する地方DCは将来的なGPU稼働率
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変動やワークロードシフトのリスクを抱えますが、矢板市の300MWキャンパスは、外資ハイパー
スケーラー（AWS、Microsoft、Google、Meta等）の首都圏コア・クラウド需要、金融機関の勘定
系・バックアップ需要、および低遅延AI推論需要を同時に取り込むことが可能です7。これにより、

投資適格格付け（シングルA以上）を持つアンカーテナントとの間で、期間10〜15年・ドル建てま
たは物価連動条項付きの「Take-or-Pay（利用有無にかかわらず固定容量料金を支払う義務）」
型長期オフテイク契約を締結できる蓋然性が極めて高く、シニアローン出し手となる国内外のメ

ガバンク・機関投資家にとって極めて強力な信用補完となります3。 
 
4. 立地環境・冷却用水インフラと気候・災害適応 
土地および災害リスクの観点から矢板市を評価すると、海岸線から遠く離れた栃木県北部の内

陸台地に位置するため、津波や高潮による被災リスクは完全にゼロです5。また、周辺に活動度

の高い活断層が存在せず、液状化や大規模河川氾濫による浸水想定リスクも極めて低い強固

な地盤を有しており、首都直下地震発生時にも東京圏のデジタルインフラを代替・維持できる高

いBCP適性を備えています8。用地確保の面では、市が「立地適正区域」の二本柱として位置づ

ける①矢板工業団地（工業地域）や旧シャープ栃木工場跡地（早川町・総面積32.63ha、うちトー
セン取得分約24ha・シャープ売却検討公表分約22.3ha）などのブラウンフィールド資産と、②地
域未来投資促進法の重点促進区域に指定された安沢地区（約48ha、うち農振農用地約42ha）を
含む市内民有地2か所・計約60haのグリーンフィールド資産が併存しています3。工場跡地や既

存工業団地は既に造成・道路・上下水道・特高受電基盤が整っているため土壌汚染対策等を経

れば短期間で着工でき、安沢地区は地権者・耕作者への説明会（2025年8月開催）で概ね賛同
を得ており農地転用の特例配慮を活用して中長期のメガキャンパス化を図れる構造にあります8

。 
一方で、内陸立地における最大の技術的・環境的制約が「300MW級の発熱を処理する冷却水
インフラ」です8。栃木県全体で見れば、日光市の川治ダムを水源とする「鬼怒川左岸台地地区工

業用水道事業（鬼怒工水）」において、開発水利権のうち日量8万6,400m³（最大取水量の84%、
県企業局管理分7万1,700m³/日のうち清原工業団地等への供給は2万4,700m³/日）が未利用の
まま余剰となっており、県が累計約157億円を一般会計から繰り出してきた歴史的経緯がありま
す31。しかし、この鬼怒工水の供給管網は宇都宮市東部等を主対象としており、矢板市内の各候

補地へ日量数万トン規模の工業用水を新規導水するには多額の管路敷設コストを要します31。さ

らに「矢板市データセンター地域共生ガイドライン」では、事業者に対し「飲料水・生活用水及び

農業用水への影響が生じない水源・用水の使用計画を策定すること」および水使用量の市への

継続的な報告を厳格に求めています8。 
したがって、300MWの熱量を従来の開放型・蒸発式冷却塔（チラー＋クーリングタワー）で処理
し、大量の地下水や河川水を蒸発消費・温排水放流する設計は、地域の農業用水（那珂川・鬼

怒川水系）との競合を引き起こすため事実上選択できません8。解決策として、本事業では水とグ

リコールの混合液を密閉配管内で循環させる「閉ループ式Direct-to-Chip（D2C：チップ直接液
冷）」と空気熱交換器（ドライクーラー）を組み合わせた非蒸発型ハイブリッド冷却システムの採用

が必須となります23。2026年8月にMeta社が最新AI-DCの標準仕様として公表した通り、閉ルー
プ液冷は冷却液を最大約10年間交換なしで循環利用できるため、日常的な補給水（メイクアップ

ウォーター）をほぼゼロ（WUE：Water Usage Effectiveness ）に抑えつつ、最新GPUの高
熱密度ラック（1ラックあたり100kW超）を効率的に冷却でき、矢板市の水資源制約と冬季の冷涼
な内陸外気を活かしたフリークーリングを高次元で両立させます23。 
 
5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
2026年9月11日のGX戦略地域（第1弾）認定において、経済産業省はデータセンター集積型の
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全9地域・10地点に対し、「認定に当たっては、計画の着実な推進及び地域共生の確保等を留保
条件として付しています」という極めて重い特記事項を明記しました2。この留保条件は、認定が

無条件の確約ではなく、万一計画の遅延や住民反対運動による地域摩擦が生じた場合には、国

の認定および支援措置（電力系統の先行整備やGX経済移行債による補助金等）が見直される
リスクがあることを意味しています20。 
矢板市における地域共生の最大の論点は、シャープ栃木工場の生産撤退以降に地域社会が抱

いてきた「製造業誘致による雇用創出」への渇望と、AI-DCという「極めて資本集約的で少人数運
用（雇用なき巨大インフラ）」な事業モデルとの構造的ギャップです1。この課題に対し、森島武芳

市長は「10棟集積時の投資額は兆円規模に達し、固定資産税の大幅な増収が見込まれるた
め、市民福祉や教育無償化等に充当する」という明確な税収還元ビジョンを提示するとともに、ア

ビームコンサルティングの支援も受けながら「矢板市データセンター地域共生ガイドライン（

Ver.1.0）」を策定し、全国に先駆けてルール形成を行いました3。 
同ガイドラインおよび国の留保条件をクリアし、PFの融資契約における環境社会配慮（エクエー
ター原則）を充足するためには、事業者は以下の3つの具体的アクションを地域共生協定として
法的にコミットする必要があります6。第一に、外部不経済の徹底排除です8。安沢地区（現状は

用途地域無指定）や矢板工業団地（工業地域）の敷地境界における騒音・振動基準を遵守する

ため、冷却チラー・ドライクーラーや非常用発電機の周囲に防音壁・緩衝緑地帯を配置し、登下

校・通勤時間帯の工事車両走行回避や誘導員配置を徹底します8。第二に、ガイドライン第4章（
4.4「熱の有効活用」）に規定されたDC排熱の地域還元です8。D2C液冷システムから回収される
40〜50℃の温水排熱を隣接する農業用ハウスへ供給し、栃木県の主力ブランド農産物である
「いちご栽培」やスマート農業、陸上養殖等に活用することで、安沢地区の農業者に具体的な経

済便益を提供します6。第三に、市内学校でのプログラミング教育・デジタル人材育成講座の開

講、災害時の非常用電源・備蓄開放、および地元保守・警備・建設企業の優先発注を通じて、地

域経済牽引事業としての雇用・売上増加要件（5%増）を確実に達成する仕組みの構築です8。 
 
6. 事業化進捗状況と競合分析：茨城県（常総市／つくば市）との北関東直接
対決 
矢板市の300MW級AI-DC事業化を展望する上で最大の外部脅威となるのが、同じ東京電力PG
管内で同時にGX戦略地域（DC集積型）に認定された「茨城県（常総市／つくば市）」、および同じ
栃木県内で先行する「宇都宮市（新栃木変電所南側エリア）」との三つ巴の競合です9。これら北

関東の競合拠点との定量・定性比較を以下に整理します6。 
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比較項目 栃木県 矢板市（GX
戦略地域） 

茨城県 常総市／つ
くば市（GX戦略地
域） 

栃木県 宇都宮市（新
栃木変電所南側） 

制度的位置づけ GX戦略地域（DC集
積型・第1弾認定）1 

GX戦略地域（DC集
積型・第1弾認定）2 

地域未来投資促進

法活用・市公募事業
9 

対象用地・規模 安沢地区約48ha等 
市内2か所計約60ha

つくば市大穂地区 
約45.5ha（うち4.5ha

宇都宮市相野沢町 
約37ha（新栃木変電
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＋既存工業団地・工

場跡地3 
市無償貸与）＋常総

市エリア7 
所南側隣接農地）9 

想定受電・投資規模 数百MW〜1GW級（
10年以内10棟前後・
兆円規模）3 

最大1,000MW（
1GW級キャンパス）
11 

最大400MW（4棟・
サーバー除く総事業

費約1兆円）19 

主要参画事業者 国内外のDCデベ
ロッパー複数社と協

議中（東電HDと連携
強化）3 

グッドマンジャパン等

が先行開発7 
三菱地所（代表）・JR
東日本・デジタルエッ

ジ連合（2026年10月
選定）9 

稼働スケジュール 3年以内に1棟目稼
働、10年以内に10棟
前後整備3 

2026年2月建設開
始、段階的稼働11 

2027年度用地交
渉、2028年度造成、
2030年度1棟目稼
働、2035年度全稼
働9 

立地・リスク特性 都心約120km、強固
な内陸地盤・水害リ

スク極小、地域共生

ガイドライン策定済8 

都心約50〜60km、
学術集積、一部水害

懸念（常総）、つくば

で住民反対運動発

生7 

都心約100km、
500kV新栃木変電所
直結（地中線）、全棟

稼働まで足かけ9年
の長期工程9 

 
比較分析から明らかな通り、茨城県（常総市／つくば市）は東京都心から50〜60km圏内という
距離的優位性と筑波研究学園都市の学術・AI研究基盤を有し、グッドマンが2026年2月に最大
1,000MW計画を着工するなど開発進捗で先行しています11。しかし、つくば市大穂地区では敷地

45.5haのうち約4.5haの防災拠点無償貸与や5.3haの緑地整備、高さ3mの防音壁設置という多
大な社会的コストを投じてもなお、地元住民による「データセンターから市民を守る会」が結成さ

れ反対運動に直面しています7。また常総エリアは過去の鬼怒川決壊が示す通り水害・液状化へ

の対策コストが課題となります26。 
一方、同じ栃木県内の宇都宮市（新栃木変電所南側約37ha）は、500kV新栃木変電所から地中
線で最大400MWを直結受電できる圧倒的な系統優位性を持ち、三菱地所・JR東日本・デジタル
エッジ連合が事業者に決定していますが、農地交渉を2027年度（令和9年度）から開始し、1棟目
稼働が2030年度（令和12年度）、全4棟稼働が2035年度（令和17年度）という足かけ9年の長期
計画となっています9。これに対し矢板市の最大の勝機は、「水害・活断層リスクが皆無な内陸強

固地盤」と「行政と住民の事前合意・ガイドライン整備による摩擦の少なさ」、そして既存工業団

地・工場跡地を活用した「3年以内（2029年頃）の第1棟稼働というスピード感」にあります3。宇都

宮案件の稼働（2030年度）よりも1〜2年早く初期容量を市場投入できる即応性こそが、矢板市が
ハイパースケーラーを引きつける最大の差別化要因です3。 
 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 
以上のディープリサーチと構造化SWOT分析を踏まえると、栃木県矢板市における300MW級AI
データセンター事業は、首都圏3〜5ms圏内の低遅延推論需要とBCP需要を捉えた極めて有望
な投資案件である一方、グリーンフィールドでの一括開発に固執すれば東電PGの系統増強待ち
と農地転用手続きにより事業採算性（IRR）が大きく毀損する構造にあります6。本プロジェクトを
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バンカブル（融資適格）な投資案件として成立させ、総額数千億円〜1兆円規模のプロジェクト
ファイナンス（PF）および不動産証券化を成功裏に組成するためには、ブラウンフィールド迅速着
工、系統フェージング、変電機器先行手配、およびリスクパススルー型ファイナンスの4点を有機
的に統合した事業戦略が不可欠です3。 
まず開発工程においては、農地転用を伴う安沢地区から着手するのではなく、用途地域が工業

地域で154kV特別高圧受電環境が整う「矢板工業団地」または旧シャープ栃木工場跡地（早川
町）の既存受電枠・インフラを転用して第1フェーズ（初期30〜50MW）を即時着工し、公約通り3
年以内の商業運転開始（COD）を達成して先行キャッシュフローを確立すべきです3。その上で、

安沢地区（約48ha・農用地約42ha）の農振除外・造成と特高変電所新設を第2・第3フェーズ（拡
張250MW分）としてシームレスに接続する二段階のハイブリッド開発スキームを構築します6。系

統連系および機材調達に関しては、2026年9月18日に締結された東京電力HDと矢板市の連携
枠組みを最大限活用し、GX戦略地域の特権である「電力系統の先行整備（OCCTOの財政投融
資貸付制度）」の対象案件として矢板市の154kV/500kV系統増強を優先順位付けさせると同時
に、世界的に不足する特高変圧器（トランス）・GIS・遮断器についてはPFのファイナンシャル・ク
ローズ前にスポンサー・エクイティまたはコーポレート保証を用いてメーカーの製造スロットを先

行ロック（予約発注）することが求められます6。 
さらに環境・地域共生面では、内陸の水資源制約と「矢板市データセンター地域共生ガイドライ

ン」の水利用基準をクリアするため、WUE（水使用効率）が限りなくゼロに近い閉ループ式
Direct-to-Chip（D2C）液冷＋ドライクーラー方式を全面採用し、回収した温水排熱を安沢地区周
辺のいちごハウス・スマート農業へ無償または低廉供給する事業スキームをSPC（特別目的会
社）の地域共生協定に組み込むことで、経済産業省の「留保条件（地域共生の確保）」に対する

模範回答を提示して認定取消リスクを完全に排除します2。最終的なオフテイク契約およびPF組
成においては、外資ハイパースケーラーとの間で10〜15年の長期Take-or-Pay契約を締結し、
東電管内での24/7 CFE調達コスト（オフサイトPPA・蓄電池調整費・非化石証書・託送料金・容量
拠出金）の変動をテナントへ100%パススルーする条項（Triple Net Lease構造）を貫徹すること
が絶対条件となります7。資金調達面では、開発・建設期はスポンサーエクイティと建設ローン（ノ

ンリコースPF）および国のGX地域共創補助金・GX経済移行債支援を組み合わせ、第1期稼働
後に安定稼働資産を私募インフラファンドやデータセンター特化型REITへ順次流動化（セキュリ
ティ・トークン発行等を含む）して開発資金を回収・再投資するキャピタル・リサイクル戦略を実行

することで、300MW級キャンパスの高い投資採算性を確実に実現できます7。 
 

引用・参照情報源の明記 
本レポートの執筆および定量分析にあたっては、経済産業省「GX戦略地域（第1弾）の認定につ
いて」（2026年9月11日公表）および「ワット・ビット連携官民懇談会 取りまとめ1.0」（2025年6月
公表）、「GX戦略地域制度」公募・評価基準資料を参照しました2。自治体および事業者の公式発

表資料として、栃木県「GX戦略地域（データセンター集積型）の認定について」（2026年9月11
日）、矢板市「矢板市データセンター地域共生ガイドライン（Ver.1.0）」および「地域未来投資促進
法に基づく安沢地区重点促進区域の基本計画」（2025年9月25日同意）、茨城県常総市「GX戦
略地域について」、東京電力ホールディングス株式会社「栃木県矢板市との成長産業の集積お

よびGX推進に向けた連携強化について」（2026年9月18日）、東京電力グループ水力発電所設
備一覧、およびアビームコンサルティング株式会社「栃木県矢板市のGX戦略地域（データセン
ター集積型）指定獲得を支援」（2026年9月14日）の各公表データを引用しています8。さらに、地

域インフラ・競合案件・先行事例に関する報道・専門調査資料として、読売新聞オンライン、日本

工業経済新聞（栃木建設新聞）、日本建設新聞社、建設通信新聞、日刊建設工業新聞等の報道

記事ならびに電力広域的運営推進機関（OCCTO）および資源エネルギー庁審議会関連資料を
参照しています3。 
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GX戦略地域・富山県南砺市のAIデータセン
ターSWOT分析：300MW級AI DC投資採算
性の検証 
2026年9月11日、経済産業省は脱炭素電源と産業集積を一体整備する「GX戦略地域制度（第1
弾）」において、「データセンター集積型」全国9地域10地点の一つとして富山県南砺市を一部条
件付きで認定しました1。南砺市と開発事業者であるGigaStream富山株式会社が推進する「南
砺キャンパス」構想は、庄川水系等の豊富な水力発電や冷涼な水資源、東京・大阪・名古屋の3
大都市圏からほぼ等距離に位置する地理的特性を武器に、第1フェーズで受電容量300MW（建
屋設計最大400MW）、将来構想累計で国内最大級の3.1GW（3,100MW）を目指す意欲的な地
方創生プロジェクトです4。しかし、総事業費5,000億円規模と試算される300MW級AIデータセン
ター（AI-DC）のプロジェクトファイナンス組成に際しては、内陸山間扇状地における広大な平坦
用地の確保と特別高圧系統の引き込みコスト、特別豪雪地帯特有の冬季施工中断リスクや雪氷

熱冷却の熱力学的限界、人口約4.5万人の小規模自治体における外資ハイパースケーラーとの
長期オフテイク契約獲得の壁、そして国が付帯した厳格な「留保条件」に基づく認定取消リスクな

ど、構想とバンカビリティ（融資適格性）の間にシビアな乖離が存在します4。 
 

■ 富山県 南砺市 構造化SWOT分析 
【Strengths（強み）】 
純国産ベースロード再エネである水力発電の圧倒的供給力：北陸電力エリアは自然エネルギー

比率が37.7%（2025年実績）に達し、その大半を太陽光（6.3%）や風力（0.6%）といった変動性再
エネ（VRE）ではなく、昼夜を問わず安定稼働する水力発電（約30.7%）が占めています8。特に南

砺市を貫流する庄川水系等には大規模な水力発電所群が集積しており、AI-DCの審査基準や
ハイパースケーラーの調達要件で重視される「24/7カーボンフリー電力（CFE）」を蓄電池の過剰
併設なしに高比率で調達できる極めて高い適性を有しています8。 
庄川・小矢部川水系の潤沢な冷水資源と冬季冷涼気候による高効率冷却：一級河川である庄川

および小矢部川水系がもたらす豊富で冷涼な河川水・地下水・伏流水に加え、冬季の低い外気

温や積雪資源（利雪技術）をフリークーリングの補助熱源として活用できる環境が整っています4

。これにより、経済産業省のGX地域共創補助金等が要件として課す稼働開始2年以内のPUE
（電力使用効率）1.3以下（先端液冷導入時は1.1〜1.2水準）の達成に向けた熱交換効率の向上
が見込めます10。 
東名阪トライアングルの中間点に位置する天災リスク分散（BCP）立地：東京・大阪・名古屋の3
大都市圏から直線距離で約250〜300kmのほぼ等距離圏（光ファイバー伝送遅延5〜8ms程度）
に位置し、北陸新幹線や東海北陸自動車道（福光IC・城端IC）を通じて東京・大阪から3時間以
内でアクセス可能です6。太平洋側の南海トラフ巨大地震や首都直下地震と地震リスクの同時被

災を回避でき、津波・高潮ハザードも皆無であることから、国内の約85%が集中する東京圏・大
阪圏に次ぐ「第3のデータセンター集積地」としてのBCP価値を備えています4。 
500kV超高圧系統が交差する南福光連系所・南福光変電所への隣接性：第1フェーズ計画地で
ある南砺市西太美地区（福光里山体育館周辺）は、中部電力パワーグリッドの500kV越美幹線と
北陸電力送配電の500kV加賀福光線・能越幹線が接続する「南福光連系所・南福光変電所」に
隣接しています4。従来300MWのBTB（交直変換装置）による直流連系を行っていた同拠点は、
2026年4月に中部・北陸・関西の3エリアを結ぶ500kV「中地域交流ループ」へとアップグレードさ
れており、基幹系統の潮流安定性と供給信頼度が飛躍的に高まっています16。 
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【Weaknesses（弱み・課題）】 
内陸扇状地・山間地形における大規模平坦用地の確保難と造成コスト：第1フェーズでは市有地
13.1haの売却が市議会で可決され300MW（建屋最大400MW）の建設が計画されていますが、
国のデータセンター集積型公募要領が目安とする半径10km圏内30ha以上の分譲面積や、最終
構想3.1GWに必要な数十〜百ha規模の拡張用地は現時点で白紙です5。砺波平野特有の散居

村（農地）や山間丘陵地を切り拓く大規模造成には、農地転用許可や森林開発手続き、土砂切

盛工事に伴う莫大な初期造成CAPEXとリードタイムを要します10。 
基幹系統からの段階降圧・特高変電所新設に伴う巨額CAPEXと工期：南福光変電所（500kV）
に隣接しているとはいえ、500kV母線や北陸電力送配電の275kV/154kV基幹系統（新富山変電
所等を含む広域網）からデータセンター受電用に300MWを直接分流・降圧するには、超大型連
系用変圧器やGIS（ガス絶縁開閉装置）を備えた専用特別高圧変電所の新設が不可欠です15。

既存の66kV系や配電網では全く容量が足りず、数百億円規模の系統連系工事負担金と4〜6年
の設備設計・調達・施工期間が事業化の重いハードルとなります4。 
特別豪雪地帯における冬季施工中断リスクと「雪氷熱利用」の工学的限界：南砺市（旧福光町〜

五箇山エリア）は冬場に積雪が2〜3mに達する特別豪雪地帯であり、12月〜3月の冬季間は土
木造成や建屋鉄骨・特高送電線の屋外施工が大幅に制約され、工期遅延と防雪・融雪対策コス

トの上昇を招きます12。また、300MW級AI-DCから常時発生する約300MW（毎秒300MJ）の超高
発熱に対し、地域の「雪氷熱（利雪）」だけで冷却を賄おうとしても融解潜熱量から見て雪が瞬時

に溶け切るため、雪冷熱は補助的利用にとどまり、大規模な液冷・冷却塔インフラへの設備投資

が別途必須となります6。 
外資ハイパースケーラーの進出実績不在と高度保守エンジニアの獲得難：人口約4万5,200人の
内陸自治体である南砺市には、これまでAWS、Microsoft、Google等の外資系ハイパースケー
ラーの立地実績がなく、1ラック40kW〜100kW超の最新鋭液冷AIサーバーや特高電気設備を
24時間365日保守できる高度IT・ファシリティエンジニアが域内に乏しいのが実態です4。第1
フェーズだけで5,000億円規模の投資を正当化できる信用力のあるアンカーテナント（長期オフテ
イカー）を単独で誘致する難易度は極めて高いと言えます4。 
【Opportunities（機会）】 
GX地域共創補助金とOCCTO融資を活用した初期CAPEX・系統整備の圧縮：2026年9月に運
用開始された電力広域的運営推進機関（OCCTO）による送配電網の先行整備融資制度（類型
①補助金原資、類型②財政投融資原資で最大3割貸付）により、需要確定前の系統増強リードタ
イムを短縮できる枠組みが整いました4。さらに、5年間総額2,100億円の「GX地域共創補助金
（データセンター設備投資型）」を活用できれば、県内脱炭素電源50%超の調達とPUE 1.3以下
の達成を条件に、最大250億円（大企業補助率最大1/3）のCAPEX補助を享受できる機会があり
ます11。 
東名阪同時被災に備える金融・行政・ソブリンAIのバックアップ兼学習拠点需要：首都圏の印西
エリアや関西圏の彩都・けいはんなエリアに集中するデータセンター群に対し、東京・大阪との地

震リスク隔離を実現できる南砺市は、ミッションクリティカルな金融機関や政府・自治体クラウドの

ディザスタリカバリ（DR）拠点として明確な差別化が可能です13。あわせて、ミリ秒単位の極限の

低遅延を要しない大規模言語モデル（LLM）の事前学習（トレーニング）やバッチ推論処理を統合
した「ソブリンAI基盤」の受け皿となる好機が存在します4。 
北陸新幹線・東海北陸道ルートに沿った大容量光ファイバーバックボーンの増強：GigaStream
富山が掲げる「複数通信事業者による複数ルートの通信網整備」方針のもと、北陸新幹線軌道

沿いや東海北陸自動車道（名神・北陸道接続）の公益占用空間を活用した低遅延・大容量ダー

クファイバー網の冗長化が進めやすい環境にあります6。これにより、東京（大手町）・名古屋・大

阪（堂島）の主要インターネットエクスチェンジ（IX）をトライアングル状で結ぶ中継ハブとしての通
信地位を確立できます6。 
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【Threats（脅威）】 
国の「留保条件」に基づく定期モニタリングと認定取消・支援中断リスク：経済産業省は2026年9
月の認定にあたり、全10地点に対して「計画の着実な推進及び地域共生の確保等を留保条件と
して付す」と明示し、系統枠や産業用地の投機的な「空押さえ（スペキュレーション）」を厳しく排除

する方針を打ち出しています4。実際に2026年10月30日発表のGX地域共創補助金（1次公募）
では薩摩川内市等の4案件が採択された一方、南砺市案件はまだ採択に至っておらず、オフテイ
ク契約や資金調達の遅延が続けば認定取消となる直接的な脅威に晒されています4。 
都市近接型（茨城・栃木・福岡・宮城）および先行再エネ拠点（石狩）とのサバイバル競争：同時

認定された10地点のうち、東京大手町から40〜50km圏内で遅延1ms未満を実現する茨城県
（常総市・つくば市）や栃木県矢板市、大都市圏近郊の宮城県富谷市・福岡県圏域、すでに洋上

風力と特高マイクログリッドが稼働する北海道石狩市など、立地熟度で勝る競合地域がひしめい

ています3。国内のハイパースケーラー需要パイと送電網整備リソースには上限があるため、「10
地点すべてが成約することはあり得ない」早い者勝ちの淘汰レースにおいて劣勢に立たされる懸

念があります4。 
散居村の「カイニョ」景観保護・世界遺産環境および農業用水利水権をめぐる住民摩擦：南砺市

は砺波平野の伝統的な散居村景観（屋敷林「カイニョ」）や世界遺産「五箇山の合掌造り集落」を

擁し、景観条例や地域づくり協定による保全意識が極めて高い地域です12。2025年末の計画発
表以降、地元では「原発3基分に相当する3.1GW構想の巨大さ」や「膨大な冷却水取水・温排水
による庄川水系の農業用水・水質への影響、低周波騒音、電磁波」に対する不安と反対の声が

広がっており、合意形成の難航が事業スケジュールを凍結させるリスクを孕んでいます4。 
世界的な特高受変電機器の納期長期化と北陸エリアの建設サブコン不足：AI-DCブームに伴う
500kV/275kV級の大型変圧器やGIS、非常用ガスタービン発電機の世界的なサプライチェーン
逼迫により、受電設備の発注から納入まで4〜5年を要するボトルネックが深刻化しています4。さ

らに、能登半島地震からの復興インフラ工事や北陸新幹線延伸関連工事と建設需要が競合する

北陸エリアにおいて、5,000億円規模の巨大DCを施工できるゼネコン・電気空調サブコンの作業
員確保と労務費高騰が投資採算性を強く圧迫します7。 
 
【300MW級事業化の現実度（暫定評価）】 
暫定評価ランクは「低〜中」と位置づけられます。南砺市が掲げる「第1フェーズ300MW（投資額
5,000億円）・2028年操業開始」という計画は、特別高圧変電設備の調達・建設リードタイム（通
常4〜6年）および外資ハイパースケーラーのオフテイク意思決定プロセスに照らして、スケジュー
ルと規模の両面で過度な楽観が含まれています4。アンカーテナント未確定のまま300MW一括
のプロジェクトファイナンス（ノンリコースローン）を組成することは金融機関の審査基準上極めて

困難です4。認定取消を回避しバンカビリティを確保するためには、まず既存系統の空き容量や

66kV/154kV暫定受電を活用した10〜30MW（最大50MW）規模のソブリンAI・金融DR特化型DC
から段階的に実績を積み上げ、順次300MWへ拡張するリアリスティックなフェージング戦略への
転換が不可欠です4。 
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深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
AIデータセンターの立地選定において、他の追随を許さない富山県・南砺市の最大のファンダメ
ンタルズ価値は、北陸エリア特有の「水力発電を主軸とする純国産ベースロード脱炭素電源」の
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厚みです8。自然エネルギー財団等の統計（2025年実績）によれば、北陸電力エリアの発電電力
量に占める自然エネルギー比率は37.7%で全国第3位に位置しますが、その内訳は太陽光が
6.3%、風力が0.6%と変動性再生可能エネルギー（VRE）が計7.0%に過ぎない一方、残る約
30.7%を水力発電が占めるという極めてユニークな電源構成を有しています8。太陽光発電が主

力である九州や四国、風力開発が進む北海道・東北の各認定地域では、夜間や無風時の電源

確保および出力制御対策として大規模な系統用蓄電池（BESS）やLNG火力のバックアップ併設
が不可欠となるのに対し、北陸エリアの豊富な水力は24時間365日を通じた「24/7カーボンフ
リー電力（CFE）」のベースロード供給源として機能します2。実際に北陸エリアの主要4水系（黒部
川・庄川・神通川・九頭竜川）には関西電力保有分だけでも39カ所・認可最大出力合計約192万
kW（1,919,330kW、2025年度送電端電力量約60億kWh）の水力発電設備が存在し、なかでも南
砺市（五箇山・福光・庄川地域）を直接貫流する庄川水系には小牧（85,600kW）、新祖山（
68,000kW）、新椿原（63,100kW）、新成出（59,300kW）など計19カ所・合計698,900kW（約70万
kW）もの水力発電所群が階段状に連なっています9。さらに北陸電力も庄川・小矢部川・神通川・

常願寺川水系等に多数の水力発電所を保有しており、歴史的にこの潤沢な水力電源が北陸の

安価な産業用電気料金とアルミ製錬・化学・電子部品産業の集積を支えてきました8。 
もっとも、300MW（年間消費電力量にして約23億〜25億kWh規模）のAI-DCが単一地点で新規
稼働する場合、地域の電力需給バランスと調達スキームには冷徹な検証が必要です6。志賀原

子力発電所が長期停止し、能登半島地震後の設備復旧や安全対策が続く北陸電力管内では、

ベースロード電源の余力は決して無限ではありません10。GX地域共創補助金の交付要件におい
ても、「需要電力の全量を脱炭素電力とし、かつ既存契約の付け替えではなく前年度比で増加す

る計画であること」「需要電力の50%を超える部分を同一都道府県（富山県内）の電源から調達
すること」が厳格に義務付けられています11。既設の大規模水力はすでに既存の需要家や小売

電気事業者の供給枠に組み込まれているため、300MW分の追加性（アディショナリティ）を満た
すコーポレートPPA（長期電力購入契約）を組成するには、北陸電力のリニューアブル水力メ
ニューの活用に加え、庄川・小矢部川水系における既設水力発電所のリパワリング（水車・発電

機改修による出力増強）、県内の未利用落差を活かした中小水力開発、さらには北陸電力送配

電網に連系する新規再エネ電源とのバーチャル／フィジカルPPAを組み合わせたハイブリッド調
達構造の構築が必須となります9。 
 
2. 送電系統制約と275kV/154kV超高圧受電インフラの整備課題 
南砺市とGigaStream富山が第1フェーズ用地として選定した西太美地区（福光里山体育館周
辺・約13.1ha）の最大のセールスポイントは、「南福光変電所および南福光連系所に隣接してい
る」という系統上の立地特性です5。この南福光連系所・南福光変電所は、中部電力パワーグリッ

ドの岐阜開閉所から延びる500kV（50万ボルト）送電線「越美幹線」（亘長約110km）と、北陸電力
送配電の加賀変電所から延びる500kV「加賀福光線」（亘長約13km）および500kV「能越幹線」
が結節する超高圧ハブとして1999年3月に運転を開始しました15。長らく同所では、中部・北陸・

関西の3社間ループ潮流による短絡容量増大や制御困難を回避するため、光直接点弧サイリス
タを用いた容量30万kW（300MW）のBTB（Back to Back：背中合わせ方式の交直変換装置）に
よって非同期の直流連系が行われてきました15。そして特筆すべき転換点として、BTB制御保護
装置の保守期限到来を機に、中部電力PG・北陸電力送配電・関西電力送配電の3社はBTBを
廃止して500kV母線を直接つなぐ「中地域交流ループ」を形成し、2026年3月のシステム切り替
えを経て同年4月より交流ループ運用を開始しています16。 
しかし、「500kV変電所の隣にあるから300MWをすぐ引き込める」と考えるのは、電力工学およ
び系統運用実務の観点から重大な誤認です15。500kV基幹送電網は広域エリア間の大電力融
通を担う大動脈であり、特定の一需要家（データセンター）が受電するためには、南福光変電所

または新富山変電所等の基幹変電所において500kVから275kVもしくは154kVへ段階降圧し、
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専用の特別高圧送電線（地中管路または架空線）を引き込んだ上で、キャンパス敷地内に

275kV/154kV受電の特高変電所（GISおよび大容量変圧器バンク）を新設しなければなりません
11。300MW（建屋設計最大400MW）という負荷は地方都市全体の消費電力に匹敵するため、
N-1基準（1回線事故時でも供給継続可能な冗長性）を満たす2回線以上の特高引き込みと無効
電力補償設備が不可欠となります5。現在、世界的なAI-DC建設ラッシュにより特高変圧器やGIS
の納期は4〜5年に長期化しており、2026年7月に造成工事の起工式を行ったとしても、2028年
中に300MWのフル受電を開始することは物理的工期として極めて困難です7。したがって、2026
年9月に開始されたOCCTOの系統先行整備融資制度（類型①・②）を北陸電力送配電と連携し
て即時申請し、基幹系統側の増強コストと工期を圧縮すると同時に、初期フェーズは既存の

154kV/66kV系統から20〜50MWを先行受電する段階的受電（フェージング）計画へ再設計する
ことが絶対条件となります4。 
 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
プロジェクトファイナンスの観点から300MW級AI-DCのバンカビリティを決定づける最大の変数
は、「誰が10〜15年にわたり300MWの計算資源・コロケーション枠を買い支えるのか（長期オフ
テイク契約の獲得）」にあります4。南砺市は東京・大阪の2大都市圏に国内DCの約85%が集中
する現状に対し、「東京・大阪から等距離（約250〜300km）、鉄道・高速道路で3時間以内、通信
遅延5〜8ms圏内」という地理的優位性を掲げ、Amazon（AWS）、Microsoft、Google等の外資系
ハイパースケーラーの利用を想定した国内第3の集積地を目指しています13。通信工学的に見

て、光ファイバー内の信号伝播速度（約200kmあたり往復遅延2ms＋中継機器処理遅延）から算
出される東名阪への5〜8msというレイテンシは、1ms未満が要求される超高速アルゴリズム金
融取引（HFT）や自動運転のリアルタイムエッジ制御（これらは東京大手町から40〜50km圏内の
茨城県常総市・つくば市等が優位）には適さないものの、生成AIの基盤モデル（LLM）の事前学
習（トレーニング）、ファインチューニング、非同期のバッチ推論、および企業基幹システムのリア

ルタイム・ディザスタリカバリ（DR）用途としては全く支障のない絶妙なスイートスポットに位置して
います4。 
それにもかかわらず、外資系メガクラウドが人口約4.5万人の内陸自治体である南砺市におい
て、いきなり第1フェーズ300MW（投資額5,000億円規模）の単独アンカーテナントとしてコミットす
るハードルは極めて高いのが現実です4。ハイパースケーラーがリージョン（複数のアベイラビリ

ティゾーンで構成される拠点群）を新設する際、最も重視するのは単一敷地の広さだけでなく、半

径数十km圏内で複数の独立した変電所・通信ルートから相互バックアップできるクラスター拡張
性と、現地でサーバー交換や冷却設備保守を担う数百人規模のエンジニア生態系です4。開発

主体のGigaStream富山（ダニエル・コックス代表取締役）は日本の不動産投資市場で25年の経
験を持ち、すでに南砺市内・富山県内の企業10社以上が参画を表明していますが、グローバル
DCオペレーターとしての運営実績やハイパースケーラーとの直接契約網を単独で完結させるに
は補完が必要です13。オフテイクを実現するためには、外資メガクラウド1社の一本釣りに依存す
るのではなく、北陸電力グループの通信・情報子会社や国内大手通信キャリア（NTT・KDDI・ソフ
トバンク等）を共同スポンサーに迎え入れ、経済産業省が推進する国産生成AI基盤（ソブリンAI）
の計算資源枠や政府クラウドの広域バックアップ需要を公的アンカーとして確保した上で、北陸3
県・東海・関西の製造業・製薬・金融機関のプライベートAI環境を束ねるマルチテナント型オフテ
イク構造を組成することが不可欠です11。 
 
4. 立地環境・冷却用水インフラと豪雪気候への技術適応 
1ラックあたり40kW〜100kW超の超高密度実装となる次世代GPUサーバー（NVIDIA Blackwell
世代以降等）を集積する300MW級AI-DCでは、投入された300MWの電力のほぼ100%が最終
的に「熱」へと変換されるため、毎秒300MJ（メガジュール）におよぶ膨大な排熱をいかに低コス
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ト・低PUEで処理するかが死活問題となります4。北陸・南砺市のような豪雪地帯では、冬の豊富

な積雪を保存して夏場の冷熱源とする「雪氷熱（利雪・克雪）データセンター」の構想がしばしば

語られますが、300MWという原発約3分の1相当の熱量に対しては熱力学的な限界を冷徹に直

視する必要があります15。氷（雪）の融解潜熱を 、融解後の冷水（

）の顕熱利用分を  と仮定

すると、雪1kgあたりが吸収できる総熱量は約  です。300MW（

）の排熱を雪冷熱だけで処理しようとすれば、毎秒必要となる雪の質量 

 は以下の通りとなります。 

 
すなわち、わずか1日で約6.5万トン（10トンダンプ6,500台分）、夏場の100日間では約650万トン

（比重0.5の圧雪体積で1,300万 、東京ドーム約10.5個分）の巨大な雪山を断熱保管しなけれ𝑚3

ばならず、300MW級施設において雪氷熱を主冷却源とすることは工学的に不可能です。雪冷熱
はあくまでオフィス棟空調や一部冷水チラーの補助熱源（数MW相当）として位置づけるのが合
理的です。 

冷却方式・熱源 300MWに対する熱
力学的処理能力 

南砺市における適用

評価と工学的役割 
想定PUE寄与 

雪氷熱（利雪）システ

ム 
1〜5MW程度（6.5万
t/日の融雪限界） 

補助熱源・管理棟空

調・ピークカット用に

限定 

単独では維持不可 

外気冷房（フリークー

リング） 
冬季・中間期に高効

率（外気温10℃以
下） 

11月〜4月の冷涼外
気を活かしたドライ

クーラー併用 

PUE 1.15〜1.25 

庄川・地下水系＋

D2C水冷 
250〜300MWの主
力熱交換に対応可

能 

GPU直接液冷（
Direct-to-Chip）＋密
閉型冷却塔 

PUE 1.10〜1.20 

したがって、南砺キャンパスがGX地域共創補助金の要件である「稼働後2年以内のPUE 1.3以
下（目標1.1〜1.2）」を達成する本命技術は、庄川・小矢部川水系の豊富で冷涼な河川水・工業
用水・伏流水と、冬季〜中間期の冷涼外気を組み合わせたDirect-to-Chip（D2C：チップ直接水
冷）方式およびリアドア空調のハイブリッドシステムです10。一方で、冬場に2〜3mの積雪がある
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西太美地区では、屋外冷却塔やチラーの吸気口が吹雪や落雪で閉塞するリスクがあるため、南

福光連系所で実証されている密閉型GISの採用や、防雪フード・高床式架台・融雪ルーフヒー
ターの設置、垂直積雪量2.5〜3.0mに耐える堅牢な建屋架構設計が不可欠であり、これら豪雪
仕様による建築CAPEXの10〜15%上振れを収支計画に織り込む必要があります15。 

 
5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
2026年9月11日のGX戦略地域認定において、経済産業省がデータセンター集積型の全10地点
に突きつけた「計画の着実な推進及び地域共生の確保等を留保条件として付す」という特記事

項は、南砺市のプロジェクトにとって極めて重い政策的ハードルです4。富山県の新田八朗知事も

同日の談話において「一部条件付きで認定された」ことを明言し、南砺市および用地開発事業者

に対して「地元に丁寧に説明し、理解を得ながら進めていただきたい」と釘を刺しています1。実

際、2025年12月の構想発表以降、南砺市内では「最終3.1GW（北陸電力の全工場・業務・家庭
の消費電力に匹敵）という規模があまりにも巨大すぎる」「サーバー冷却に伴う大量の地下水・河

川水取水や温排水が庄川水系の農業用水・生態系に悪影響を及ぼさないか」「冷却ファンや特

高変電設備からの低周波騒音・排熱・電磁波はどうなるのか」といった住民の強い不安や反対運

動が顕在化しています6。さらに南砺市は、砺波平野に広がる伝統的な散居村の屋敷林「カイ

ニョ」を保全するため「散居景観を活かした地域づくり協定」や景観条例を運用しており、世界遺

産・五箇山合掌造り集落への観光ルート上にある福光・城端エリアに無機質な巨大箱型建屋が

出現することへの景観摩擦リスクも看過できません12。 
この「雇用なき巨大インフラ（莫大な電力と水を使いながら常用雇用は数十名にとどまる）」という

批判を乗り越え、国の留保条件をクリアするためには、単なる遮音壁やバッファゾーン（離隔距

離）の設置といった受動的対策を超えた、南砺市ならではの「排熱・税収還元型の地域共生モデ

ル」の構築が不可欠です4。第1に、D2C液冷システムから回収される45〜60℃のクリーンな温水
（排熱）を環境中にそのまま捨てるのではなく、冬季の周辺生活道路や福光里山体育館周辺の

「消雪パイプ（無散水融雪・温水融雪網）」へ供給して地域の除雪負担を抜本的に軽減する「克雪

インフラ連携」です4。さらに通年では、温排水の熱交換を利用したスマートアグリ（南砺市特産の

チューリップ球根・花卉・高付加価値野菜の冬季ハウス栽培）や閉鎖循環式の陸上養殖（サクラ

マス等）、地域温浴施設への熱供給網を事業者負担で整備することが有効です4。第2に、市が
試算する第1フェーズ投資額5,000億円に伴う年間約72億円の固定資産税収（地方交付税減額
差し引き後の市純増分・年間約20億円）の一部を原資として、「散居村カイニョ保全・地域エネル
ギー共生基金」を創設し、農家の水利権保護や住民の電気料金・インフラ維持費へ直接還元す

る枠組みを、「南砺市」「南砺市地域づくり協議会」「GigaStream富山」の3者間法的協定として着
工前に明文化することが求められます6。 
 
6. 事業化進捗状況と競合分析：他の地方創生型拠点（秋田・薩摩川内等）と
の対比 
GX戦略地域（データセンター集積型）に選定された全国9地域10地点は、首都圏・大都市近接型
（茨城・栃木・宮城・福岡・香川）と、豊富な脱炭素電源を武器とする地方創生型（北海道石狩・苫

小牧、秋田、富山南砺、鹿児島薩摩川内）に大別されます3。ハイパースケーラーの投資枠と送

配電事業者の工事キャパシティには限りがあるため、これら10地点は「すべてが成約することは
あり得ない」サバイバルレースを戦っています4。ここで、同じ地方創生・電源立地型である「秋田

県秋田市」および「鹿児島県薩摩川内市」と「富山県南砺市」の事業化進捗・競争環境を冷徹に

比較します4。 
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比較項目 富山県 南砺市（西太
美地区） 

秋田県 秋田市（臨海
工業地帯等） 

鹿児島県 薩摩川内
市（川内港旧火力跡

地等） 

主力脱炭素電源の

特性 

庄川水系等の大規

模水力（24/7ベース
ロード再エネ、北陸

RE比率37.7%）8 

洋上風力・陸上風

力・地熱（出力変動

大・出力制御エリア、

BESS併設必須）2 

川内原発（原子力）

＋地熱・太陽光（

24/7ベースロード供
給力極めて大）2 

大都市圏距離・通信

遅延 

**東名阪から等距離
（約250〜300km、遅
延5〜8ms）**で3大
都市圏を同時カバー
6 

東京圏まで約450km
（遅延8〜10ms）、関
西・名古屋圏からは

遠隔 

東京圏まで約

1,000km（遅延15〜
20ms超）、福岡・ア
ジア海底ケーブル志

向 

用地・物理インフラ

特性 

内陸山間・扇状地

（第1期13.1ha、港湾
なし、豪雪地帯、

500kV南福光変電所
隣接）4 

秋田港臨海部の平

坦な既存工業団地

（大型重機搬入容

易、冬季風雪リスク

あり）4 

旧川内火力発電所

跡地の堅牢地盤・防

潮堤、国際重要港

湾・川内港から変圧

器直接陸揚げ可4 

補助金・進捗熟度（

2026年11月時点） 

第1期市有地売却議
決・2026年7月造成
起工。GX地域共創
補助金1次公募は未
採択5 

県・市主導で再エネ

団地とDC誘致を推
進。GX地域共創補
助金1次公募は未採
択25 

GX地域共創補助金
1次公募で採択済
（投資額約2,532億
円・補助上限250億
円獲得）25 

 
この比較から浮き彫りになるのは、南砺市の明確な「強み」と「アキレス腱」です。秋田市や薩摩

川内市と比較した南砺市の圧倒的な優位性は、東京・大阪・名古屋の3大経済圏すべてに対して
5〜8msの低遅延で直結できる「東名阪トライアングルの中間性」と、風力のような間欠性を持た
ず原発のような再稼働政治リスクも伴わない「水力由来の純国産24/7グリーン電力」にあります8

。一方で、事業化のスピードと物理的施工性においては薩摩川内市に大きく水をあけられていま

す4。薩摩川内市は九州電力の旧発電所として造成された堅牢な敷地と既存特高インフラ、さら

に国際重要港湾である川内港の大型岸壁から数百トンにおよぶ特高変圧器や大型サーバーコ

ンテナを海上直接搬入できるロジスティクス優位性を活かし、2026年10月30日発表の「GX地域
共創補助金（1次公募）」において「薩摩川内DCエネルギーマネジメントセンター（投資額約2,532
億円、原子力・地熱活用）」として見事に上限250億円の補助金採択を勝ち取りました4。同補助

金は企業の立地場所や電源との紐づきに応じた5パターンで補助上限額が250億円・100億円・
50億円の3段階（補助率は中小企業等で1/2・2/5・3/10、大企業で1/3・1/4・1/5）に設定されてお
り、薩摩川内案件はこの最高ティア（250億円枠）をいち早く確保した形です11。対する南砺市は、

第1フェーズ投資額5,000億円を掲げながらも、内陸山間部ゆえに超重量物である特高変圧器の
陸上輸送経路（橋梁荷重制限や冬季積雪）に制約を抱え、1次公募でも採択を見送られており、
2026年11月以降の第2回公募に向けた事業計画の抜本的な熟度向上が急務となっています7。 
 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 
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以上のディープリサーチと構造化SWOT分析を総合すると、富山県南砺市の「南砺キャンパス」
構想は、庄川水系の純国産ベースロード水力電源、500kV中地域交流ループの結節点である南
福光変電所への隣接性、そして東名阪3大都市圏から遅延5〜8ms・移動3時間以内という卓抜
したBCP立地ポテンシャルを備えているものの、「第1フェーズから受電容量300MW・投資額
5,000億円を一括開発し2028年に稼働させる」という現行のマスタープランのままでは、プロジェ
クトファイナンス市場におけるバンカビリティ（融資適格性）を確保することは困難であると結論づ

けられます5。特にOCCTOの系統整備融資（類型②）においても融資総額の3割以下が財政投
融資からの貸付であり、残る7割は民間金融機関がリスクを取る前提となっているため、長期オ
フテイク契約の蓋然性と特高インフラの確実な完工スケジュールが示されなければ、民間シンジ

ケートローンは組成できません24。また、GX地域共創補助金を活用する場合、交付決定日以降
に発注・契約を行い、原則2030年9月30日（長納期の受電設備を含む場合でも2030年11月30
日）までにすべての補助対象経費の支払いを完了させ、商用稼働後8〜15年間の計画期間にわ
たり県内脱炭素電源50%超を含む全量脱炭素電力要件を満たし続けるという極めて厳格な規律
が課せられています11。 
南砺市およびGigaStream富山が国の留保条件に基づく「認定取消」を確実に回避し、2026年11
月以降のGX地域共創補助金（第2回公募）を勝ち取ってバンカブルな事業化を成し遂げるため
には、3つの戦略的ピボット（方向転換）を断行する必要があります4。第1の提言は、「300MW一
括」から「20〜50MWフェーズ1A先行」への段階開発（フェージング）の再定義です。西太美地区
（13.1ha）において最初から300MWの特高受電と5,000億円の資金調達を狙うのではなく、まず
は既存の154kV/66kV系統や暫定受電設備で2028年〜2029年に確実に稼働できる20〜50MW
規模（投資額300億〜800億円規模）の「フェーズ1Aモジュール」へと初期計画をスライスすべき
です5。これにより、2030年11月末というGX地域共創補助金の支払完了期限内に確実に完工・
検収を終えて最大250億円の補助金枠を取り切り、その稼働実績をもって第2期（100MWから
300MWへの拡張）の500kV/275kV本格系統増強に対するOCCTO融資と民間プロジェクトファイ
ナンスを引き出すステップアップ戦略が最も合理的です11。 
第2の提言は、北陸電力グループ・国内大手通信キャリア・ゼネコンを巻き込んだコンソーシアム
（JV）への移行です。GigaStream富山単独でのデベロップメント体制から、特別高圧系統と水力
PPAの鍵を握る北陸電力グループ、東名阪への大容量光ファイバー網と法人顧客基盤を持つ国
内通信大手（NTT・KDDI・ソフトバンク等）、および豪雪地帯での特高変電・液冷施工ノウハウを
持つスーパーゼネコン・サブコンが特別目的会社（SPC）へ共同出資するコンソーシアム体制へ
と速やかに移行すべきです11。なお、GX地域共創補助金では申請者が「設備所有・設備利用・電
力契約の全ての主体」である必要があり、リースやエネルギーサービス等を含め複数事業者で

分担する場合は共同申請が必須となるため、早期のJVストラクチャリングが不可欠です11。そし

て第3の提言として、外資ハイパースケーラーの誘致交渉と並行し、政府が推進する国産生成AI
開発基盤（ソブリンAI）の計算資源枠や、首都直下・南海トラフ地震に備えるメガバンク・地方銀
行・自治体システムの「東名阪統合バックアップ拠点」としての長期利用契約を先行確保し、

キャッシュフローの底堅さを金融機関に示す必要があります11。同時に、庄川水系の冷水を用い

たD2C液冷の排熱を福光地区の道路消雪パイプやスマート農業ハウスへ供給するインフラ投資
をCAPEXに組み込み、散居村景観と農業用水を守り抜く地域共生協定を締結することこそが、
南砺市を真の「国内第3のグリーンAIデータセンター集積地」へと昇華させる唯一の現実解です6

。 
 

引用・参照情報源の明記 
本レポートの執筆および定量検証にあたっては、経済産業省によるGX戦略地域制度およびGX
地域共創補助金の公募要領・認定発表資料、電力広域的運営推進機関（OCCTO）および一般
送配電事業者（北陸電力送配電・中部電力パワーグリッド・関西電力送配電）の系統連系・中地
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域交流ループ関連資料、ならびに富山県・南砺市・GigaStream富山株式会社の公式発表および
専門メディア報道を参照しています1。 
 

情報源区分 主な参照ドキュメント・公表主体・報道資料 

経済産業省・国の政策資料 経済産業省「GX戦略地域（第1弾）の認定に
ついて」（2026年9月11日）、「GX戦略地域制
度の有望地域（1次審査通過地域）選定」（
2026年4月24日）、GX地域共創補助金（脱炭
素電源地域貢献型投資促進事業）公募要領・

1次公募採択結果（2026年10月30日）、電気
事業法に基づくOCCTO大規模送電線・電源
整備融資制度公表資料（2026年9月1日）3 

自治体（富山県・南砺市）公的資料 富山県知事談話「GX戦略地域（データセン
ター集積型）の認定について」（令和8年9月11
日）、南砺市商工企業立地課「データセンター

誘致事業について（西太美地区第1フェーズ
計画・市民向けQ&A）」、南砺市「散居景観を
活かした地域づくり協定」関連要綱・条例1 

電力・系統・再エネ統計資料 北陸電力送配電・中部電力パワーグリッド・関

西電力送配電「中地域交流ループの運用開

始・南福光連系所BTB廃止関連資料」（2026
年4月）、関西電力「北陸エリア水力発電設備
一覧（黒部川・庄川・神通川・九頭竜川水系）」

（2026年7月末現在）、北陸電力・自然エネル
ギー財団（ISEP）エリア別自然エネルギー電
力割合統計（2025年実績）8 

開発事業者・業界専門メディア報道 南砺市・GigaStream富山株式会社 共同記者
会見・協定書締結プレスリリース（2025年12
月19日）、Cloud Watch、FNN富山テレビ、エ
ネハブ、BESS News、Solar Journal、
Sustainable Japan、大竹財団レポート、Sattu 
AI Agent 自治体首長向けGX戦略地域ディー
プリサーチレポート（2026年9月〜11月）2 
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GX戦略地域・香川県（綾川町／坂出市／丸
亀市）のAIデータセンターSWOT分析：
300MW級AI DC投資採算性の検証 
経済産業省は2026年9月11日、脱炭素電源と産業立地を一体的に推進する「GX戦略地域制度
（第1弾）」において、香川県の「綾川町／坂出市／丸亀市」を中国・四国地方で唯一となる「デー
タセンター集積型」の戦略地域（全国9地域10地点の一つ）として正式に認定しました1。本地域

は、大阪・堂島や彩都といった関西中枢クラスターから直線距離で約150km、瀬戸大橋等を経由
する光ファイバー網で往復遅延（RTT）3〜4msという超低遅延圏内に位置し、坂出臨海コンビ
ナートの強固な電力インフラと綾川町内陸部の強固な地盤を併せ持つ稀有な立地特性を備えて

います4。しかし、政策的な地域認定と、投資適格サイズである受電容量300MW級AIデータセン
ター（AI-DC）のプロジェクトファイナンス（PF）組成との間には、極めてシビアな実務上の乖離が
存在します4。香川県の構造的なアキレス腱である「水資源不足と渇水リスク」による冷却方式へ

の決定的制約、四国電力送配電の187kV/500kV基幹系統からの大容量引き込みに伴う工期・
資本支出（CAPEX）負担、2市1町にまたがる広域行政調整、24時間365日（24/7）の脱炭素電源
確保、そして国が付した「計画の着実な推進及び地域共生の確保」という留保条件への適合性を

冷徹に検証する必要があります2。 
 

香川県 綾川町／坂出市／丸亀市 構造化SWOT分析 
【Strengths（強み）】 

●​ 関西圏から往復遅延3〜4msの超低遅延性と本四架橋経由の通信バックボーン：大阪・堂
島IXや北摂（彩都）・けいはんな地区から直線約150kmに位置し、瀬戸大橋および明石海
峡・鳴門ルートを経由する大容量光ファイバー網によって往復遅延3〜4msという準都市圏
並みの低遅延環境を実現します4。東京・大阪の双方へ5〜6msを要する北陸や10ms超と
なる九州・北海道の認定地点と比較し、関西リージョンの同期レプリケーションや低遅延AI
推論ワークロードを直接収容できる地理的優位性は圧倒的です4。 

●​ 坂出発電所（138.5万kW）と500kV/187kV基幹系統が集積する強固な電力基盤：坂出市
番の州臨海工業団地には四国電力の主力LNG火力である坂出発電所（1〜4号機合計出
力138.5万kW、さらに2031年運開予定で約60万kWの5号機増設計画）が立地し、香川県
の最大電力需要に匹敵する電源が至近距離に存在します9。内陸の綾川町には電源開発

送変電ネットワークの本四連系線（交流500kV・2回線計240万kW）と四国中央東幹線（
500kV）が結節する四国電力送配電の讃岐変電所が鎮座し、讃岐坂出線等の187kV基幹
送電網が2市1町を縦貫しています7。 

●​ 伊方原発と瀬戸内太陽光がもたらす高い非化石電源比率と出力制御吸収余地：四国電力
管内は伊方原子力発電所3号機（定格出力890MW）の安定稼働に加え、温暖少雨な瀬戸
内気候を活かした太陽光発電の導入量が極めて多く、全国トップクラスの非化石電源比率

を誇ります5。四国エリアの2026年度再エネ出力制御見通しは全設備で2.61%（1.333億
kWh、太陽光単体では2.93%）に達しており、昼間の余剰太陽光電力を安価に吸収し夜間
を原子力由来の非化石価値で補完する24/7カーボンフリー電力（CFE）調達の構造的土壌
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が整っています14。 
●​ STNetおよびハイレゾのDC運用実績と「臨海＋内陸」のリスク分散型用地ポートフォリオ：

四国電力グループの通信・DC事業者であるSTNetが高松市で運営する「Powerico（パワ
リコ）」（2,000ラック、最大定格21kVA/ラック、JDCCティア4準拠、基礎免震構造）や、ハイ
レゾによる高松市・綾川町（旧綾上中学校跡地）でのGPU専用DC運営など、地域内に高
度なDC運用実績とエンジニアリング知見が蓄積されています16。さらに、約620haの広大
な産業基盤を持つ坂出・丸亀の臨海工業地帯と、海抜が高く液状化危険度（PL値）ゼロの
強固な地盤を持つ綾川町の内陸丘陵地を組み合わせたリスク分散型開発が可能です5。 

【Weaknesses（弱み・課題）】 
●​ 香川用水・早明浦ダムへの依存と構造的な渇水リスクによる水冷方式の採用制約：香川

県は降雨量が少なく県内水源が乏しいため、水供給の大部分を高知県の吉野川水系・早

明浦ダムを水源とする「香川用水」に依存しており、昭和50年（1975年）の運用開始から令
和8年（2026年）までの52年間に実に39回もの取水制限を経験しています4。平成6年（
1994年）の大渇水では最大75%（上水・工水・農水とも）の取水制限が128日間続き、2026
年2月にも冬場として30年ぶりの第2次取水制限が発動された経緯から、1日当たり数千ト
ンの工業用水を蒸発消費する従来型開放式冷却塔（水冷）の採用は事実上不可能です22

。 
●​ 300MW受電に向けた187kV/500kV系統引き込み・変電所新設の巨額CAPEXと工期：

四国電力送配電が公開するウェルカムゾーンマップ上の空容量は即時の供給契約や受

電時期を保証するものではなく、300MWという超大規模需要を接続するには187kV基幹
送電線からの複数回線引き込み、あるいは讃岐変電所（500kV/187kV）近傍での特高変
電所新設・母線増強が不可欠となります4。特高変圧器やガス絶縁開閉装置（GIS）の調
達・地中管路敷設には通常5〜7年のリードタイムと数百億円規模の工事費負担金が発生
し、初期キャッシュフローを強く圧迫します4。 

●​ 綾川町・坂出市・丸亀市の2市1町広域連携に伴う行政手続・インフラ負担の調整コスト：本
認定地点は単一自治体ではなく「綾川町／坂出市／丸亀市」の2市1町にまたがる広域ク
ラスターとして1地点認定を受けているため、農地転用や都市計画法上の開発許可、道
路・上下水道・通信管路の占用許可において複数自治体間の足並みを揃える必要があり

ます6。インフラ整備費用の自治体間分担と固定資産税収の帰属先にねじれが生じた場

合、開発スケジュールが遅延するガバナンス上の脆弱性を抱えています6。 
●​ 瀬戸内特有の夏季高温環境による空冷PUE悪化と臨海部の南海トラフ津波・液状化対策

費：無水冷却（空冷チラー等）を採用した場合、瀬戸内特有の夏季の高温少雨気候（外気

温35℃超）によりチラーの凝縮器効率が低下し、北海道・東北の冷涼地域（PUE 1.15〜
1.20）に対してPUEが1.25〜1.32程度へ悪化する熱力学的ハンディキャップが存在します4。

また、坂出市番の州や丸亀市蓬莱町などの臨海埋立地では、南海トラフ巨大地震時の津

波浸水・高潮対策（地盤かさ上げ・防潮壁）および液状化防止の地盤改良工事が追加

CAPEXとして発生します4。 
【Opportunities（機会）】 

●​ 関西電力管内の系統枯渇・用地高騰に伴う「関西第2リージョン」スピルオーバー需要の獲
得：大阪府北部（彩都・茨木）や京都府南部（けいはんな）では特別高圧系統の空容量枯

渇と送電網増強待ちの長期化、さらに産業用地の価格高騰が極限に達しており、外資系

ハイパースケーラーは関西圏から往復5ms以内で接続可能な大規模代替サイトを渇望し
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ています4。香川県は今後10年程度でGW級のDC集積地を形成する国の重点支援対象と
なったことで、関西リージョンの拡張AZ（アベイラビリティゾーン）および大規模AI学習・推
論拠点の有力な受け皿となります2。 

●​ OCCTOの系統先行整備融資と坂出番の州コンビナートGX転換（水素・アンモニア）の相
乗効果：2026年9月より運用開始された電力広域的運営推進機関（OCCTO）による財政
投融資を活用した系統先行整備貸付制度（民間資金調達が可能となるまでに必要な額と

して融資総額の原則3割以下を対象）は、データセンター集積型のGX戦略地域を優先対
象としており、187kV/500kV基幹系統の増強リードタイムと初期負担を劇的に軽減します5

。加えて、2024年2月設立の「坂出市番の州コンビナート水素等利活用推進協議会」や
2031年運開予定の坂出発電所5号機（約60万kW）と連動した脱炭素電源の現地調達が
可能です11。 

●​ 四国エリアの太陽光余剰電力と蓄電池を組み合わせた「ワット・ビット連携」モデルの確立：
政府が推進する「ワット・ビット連携」の先駆的フィールドとして、四国管内で年間1.3億〜2
億kWh規模で発生する太陽光出力制御（余剰電力）を300MWのAI計算負荷および併設
蓄電システムで吸収する需給調整モデルの事業化機会が拡大しています14。連系線運用

容量の拡大（本四連系線等の活用率35%［63万kW］から50%［90万kW］への引き上げ）と
も相まって、系統混雑緩和に貢献する柔軟性電源・需要としての補助金・容量市場収益の

獲得が見込めます14。 
●​ 県独自の民間工業団地整備助成と産学官AIエコシステムによるローカル需要創出：香川

県が全国に先駆けて導入した民間工業団地整備への助成制度や、香川大学（情報人材

育成産学官共創センター）および「かがわAIゼミナール」「かがわDX Lab」を通じたAI人材
育成基盤は、DC誘致を単なるハコモノにとどめず県内産業のAI実装へ直結させます21。ハ

イレゾが旧綾上中学校や瀬居中学校跡地等で展開する地方創生型GPUクラウドの成功
体験は、国のGX地域共創補助金等の獲得において強力な実績となります2。 

【Threats（脅威）】 
●​ 渇水期の取水に対する県民・農業団体の強い反発と国の留保条件「地域共生」抵触リスク

：早明浦ダムの貯水率低下に伴い農業用水や工業用水を上水道へ融通する「用途間調

整」が頻発する香川県において、外資系メガDCが大量の水を消費するとの懸念が広まれ
ば、農業団体や住民から強烈な立地反対運動が起きるリスクがあります4。経産省はGX戦
略地域の認定にあたり「計画の着実な推進及び地域共生の確保」を留保条件として付して

おり、水資源や温排水・騒音を巡る地域紛争は地域認定の取消や補助金返還に直結する

重大な脅威です2。 
●​ 福岡県（北九州・直方・鞍手）や鹿児島県（薩摩川内）等の他認定地域とのテナント争奪戦

：同じ西日本の「データセンター集積型」には、広大な響灘臨海工業団地・直方鞍手工業団

地を擁する福岡県（北九州市／直方市／鞍手町）や、旧川内火力発電所跡地等で累計

350MW・総事業費約2兆8,500億円の計画を推進する鹿児島県薩摩川内市が同時認定さ
れています2。また関西圏に近い北陸では富山県南砺市（第1フェーズ300MW、将来構想
3.1GW）が冷涼な気候と豊富な庄川水系の地下水を武器に先行しており、アンカーテナン
トおよびGPU投資資金の激しい争奪戦が避けられません2。 

●​ 187kV級特高変圧器・GISの世界的納期長期化と四国内サブコンの施工能力ボトルネック
：全国9地域10地点でGW級のDC開発が同時多発的に進行する結果、187kV/500kV級の
大型変圧器やGIS、非常用ガスタービン発電機のサプライチェーンが極度に逼迫し、機器
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納期が従来の2倍（4〜5年超）に長期化するリスクが顕在化しています2。さらに、香川県内

の建設市場および特高電気・熱源空調サブコンの施工キャパシティには限界があり、労務

単価の高騰や工期遅延がフィナンシャルクローズ（融資組成完了）を阻害する恐れがあり

ます4。 
●​ 瀬戸大橋ルートへの通信経路集中による単一障害点（SPOF）リスクと2市1町の投資分散

：複数の通信事業者と回線契約を結んでも、本州と四国を結ぶ物理経路が瀬戸大橋の橋

梁添架区間や同一の海底管路・局舎を共有していた場合、大規模災害や船舶事故等で同

時断（SPOF）に陥るリスクがあり、ハイパースケーラーの厳格な審査基準で減点要因とな
ります4。また、坂出・丸亀・綾川の2市1町が個別に小規模な用地開発を乱立させた場合、
300MW級の集中的な送変電投資に対するスケールメリットが失われ、計画中止・変更に
よる認定取消リスクが高まります6。 

 
【300MW級事業化の現実度（暫定評価）】 
暫定評価ランク：【中〜高】 
関西電力管内の深刻な系統枯渇に対する「往復遅延3〜4msのスピルオーバー受け皿」として、
外資系ハイパースケーラーや大手クラウド事業者からのオフテイク（長期利用契約）獲得ポテン

シャルは全国9地域の中でもトップクラスに位置付けられます2。しかし、300MW級AI-DCのプロ
ジェクトファイナンスをバンカブル（融資適格）にするためには、香川用水の渇水リスクを完全に

遮断する「無水冷却システム（水使用効率  の完全閉ループ液冷＋空冷／海水
熱交換）」のエンジニアリング実装が絶対条件となります4。その上で、電力・海水利用に優れる

「坂出・丸亀臨海部」と、500kV讃岐変電所に近接し津波・液状化リスクが皆無である「綾川町内
陸部」の役割を明確に分け、段階的受電（フェージング）戦略を遂行することが事業成立の鍵を

握ります5。 
 

深掘り検証セクション 
1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
受電容量300MWの大型AI-DCは、設備利用率（ロードファクター）85〜90%で稼働した場合、年
間消費電力量が約22.3億〜23.6億kWhに達する巨大需要家となります4。この膨大な電力を安

定供給しつつ、外資系ハイパースケーラーが必須要件とする「24/7カーボンフリー電力（1時間単
位での脱炭素電源マッチング）」をいかに経済合理的な価格で調達できるかが、投資採算性の第

一の関門です4。四国電力管内の電源構成は、この課題に対して西日本屈指の構造的優位性を

有しています。ベースロード電源として愛媛県の伊方原子力発電所3号機（定格出力890MW）が
安定稼働しており、夜間や悪天候時でもCO2を排出しない非化石電源の供給基盤が存在する
上、温暖少雨な瀬戸内エリアは日照時間が長く太陽光発電の普及率が極めて高いため、昼間の

時間帯には恒常的な余剰電力が発生しています5。国のスマートパワーグリッドワーキンググ

ループ資料によれば、四国電力送配電管内の再生可能エネルギー出力制御見通しは、2025年
度が全設備で3.80%（出力制御量2.031億kWh、太陽光単体では4.13%）、連系線活用率を従来
の35%（63万kW）から50%（90万kW）へ拡大した2026年度見通しにおいても全設備で2.61%（同
1.333億kWh、太陽光単体で2.93%、太陽光オンライン化率90.2%）に達しています14。 
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この年間1.3億〜2.0億kWhに及ぶ「出力制御で失われている太陽光電力」は、AI-DC事業者に
とって極めて経済性の高いオフサイトコーポレートPPA（電力購入契約）および自己託送の調達
源となります14。ハイレゾが2026年7月に蓄電型発電所を開発するパワーエックスとの協業検討
（蓄電システムを活用したAI-DC運用）や、同年4月に戸田建設からの資金調達（洋上風力発電
を活用したAI-DC運営）を実施したように、昼間の安価な余剰太陽光を大型蓄電池（BESS）とAIの
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バッチ学習負荷で吸収し、夜間は伊方原発由来のトラッキング付非化石証書および水力・風力

PPAを組み合わせるハイブリッド調達スキームが構築可能です14。 
さらに、物理的な供給信頼度（アンシラリーサービス・電圧維持・慣性力供給）の面では、坂出市

番の州に立地する四国電力・坂出発電所が決定的な役割を果たします9。同発電所は、高効率

LNGコンバインドサイクル（CC）方式を採用する1号機（29.6万kW、熱効率57%・2010年8月運開）
および新2号機（28.9万kW、熱効率約58%・2016年8月燃料転換）、さらに3号機（45万kW）、4号
機（35万kW）の計4基で総出力138.5万kWを誇り、香川県全体の最大電力需要に匹敵する供給
力を有しています9。加えて四国電力は、利用可能な最高効率のLNGコンバインドサイクル発電
設備として「坂出発電所5号機（出力約60万kW、2031年運転開始予定）」の新設計画を進めてお
り、2024年2月に設立された「坂出市番の州コンビナート水素等利活用推進協議会」による水素・
アンモニア混焼等のGX転換と相まって、過渡的な調整力と将来の脱炭素火力を同時に確保でき
る点はプロジェクトファイナンスの審査において極めて高く評価されます11。 
 
2. 送電系統制約と187kV/500kV超高圧受電インフラの整備課題 
発電設備が近隣に存在することと、対象用地で300MWの特別高圧電力を希望時期に受電でき
ることは全く別の問題であり、送電系統のトポロジー（接続構造）と電圧階級の精査が不可欠で

す4。四国電力送配電の基幹系統は、最上位の「500kV（50万V）」と、地域基幹網を担う「187kV（
18.7万V）」（および下位の66kV）で構成されており、東京・中部・関西エリア（275kV/154kV/77kV）
とは異なる独自の電圧体系を採用しています7。本認定地域（綾川町／坂出市／丸亀市）の最大

の強みは、四国全体の電力系統の心臓部である「讃岐変電所（香川県綾歌郡綾川町）」を領域

内に抱えている点にあります7。讃岐変電所を中心とする基幹送電網の構造は以下の通りです7。 
 

送電線・変電設備名

称 
電圧階級 ルート・接続先およ

び系統上の役割 
容量・設備スペック

等のファクト 

本四連系線（電源開

発送変電NW所有） 
交流 500kV 中国電力NW東岡山

変電所（岡山県赤磐

市）〜四国電力送配

電讃岐変電所（綾川

町） 

全長127.0km（架空
105km・地中14km・
瀬戸大橋橋梁添架

8km、鉄塔259基）、2
回線計240万kW12 

四国中央東幹線（四

国電力送配電） 
交流 500kV 東予変電所（愛媛県

四国中央市土居

町）〜讃岐変電所

（綾川町） 

伊方原発（愛媛県）

および橘湾火力発電

所（徳島県阿南市）

の大電力を香川中

枢へ輸送7 

讃岐坂出線・高松線

（四国電力送配電） 
交流 187kV 讃岐変電所（綾川

町）〜坂出変電所・

坂出発電所方面／

坂出臨海部と内陸の

讃岐変電所を直結

する187kV大動脈系
統7 
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高松方面（4回線鉄
塔併架） 

香川線・讃岐鳴門

線・吉野川線・麻線 
交流 187kV 讃岐変電所〜香川

変電所（高松市香南

町）・鳴門変電所・井

川変電所（三好市）・

麻変電所（三豊市） 

東讃・徳島方面およ

び西讃（丸亀・三豊）

方面へ放射状に展

開する187kV基幹網7 

 
受電容量300MWのAI-DCキャンパスを開発する場合、通常の66kV系統では容量が全く足り
ず、187kV基幹系統からの直接受電（2回線以上のループまたは本線・予備線受電）、あるいは
500kV系統からの直接降圧が必要となります4。187kV送電線1回線当たりの送電容量は電線サ
イズや熱容量制約により概ね150MW〜250MW程度であるため、N-1基準（1回線故障時でも
300MWの継続供給を維持する基準）を満たすには、讃岐変電所または坂出発電所母線から
187kV専用地中送電線を複数ルートで新設するか、2市1町の境界付近に新たな187kV開閉所・
変電所を建設する必要があります4。 
従来であれば、このような大規模系統増強には事業者の接続検討申込と巨額の工事費負担金

納付が先行し、稼働まで7〜10年を要していました24。しかし、2026年9月11日のGX戦略地域認
定と連動し、同月より電気事業法に基づき電力広域的運営推進機関（OCCTO）が財政投融資を
活用して一般送配電事業者へ大規模送変電設備の先行整備資金を貸し付ける制度（民間金融

機関からの資金調達が可能となるまでに必要な額として融資総額の原則3割以下、調査・測量費
や先行発注関連費用も含む）の運用が開始されました2。これにより、四国電力送配電が讃岐変

電所周辺の187kV/500kV基幹設備を政策的に先行整備する道が開かれました24。実務上の開

発戦略としては、第1フェーズ（稼働開始3〜4年目）で既存187kV系統（讃岐坂出線や麻線等）の
空容量を活用して50〜100MWを先行受電し、OCCTO融資を活用した基幹変電所増強が完了
する第2〜第3フェーズ（5〜7年目）で300MWフル容量へ拡張する「段階的受電（フェージング）
契約」を締結することが、初期CAPEXと供給遅延リスクを抑える現実解となります6。 
 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
300MW級AI-DCの設備投資額は、建屋・受変電・冷却ファシリティ（Core & Shell＋MEP）だけで
約3,500億〜4,500億円、内部に搭載する最新GPUサーバー群を含めれば総事業費1.5兆〜2.5
兆円規模に達します5。これほどの巨額投資に対して国内外のシンジケート団からプロジェクト

ファイナンスを調達するには、信用格付けAA〜AAA格に相当する外資系ハイパースケーラー（
AWS、Microsoft、Google、Oracle等）やメガクラウド事業者との間で、期間10〜15年の長期固
定オフテイク契約（Take-or-Pay型のコロケーション／リース契約）を着工前に締結することが絶
対条件となります6。 
香川県（坂出市・丸亀市・綾川町）が他の地方認定地点（北海道、秋田、鹿児島等）に対して持つ

最大の商業的武器は、「関西大都市圏（大阪・京都・神戸）に対する圧倒的な低遅延性（往復遅

延3〜4ms）」です4。現在、西日本のインターネットトラフィックとクラウドの中心地である大阪・堂

島および北摂（彩都）・けいはんなエリアでは、データセンターの集中により関西電力送配電の特

高系統空容量が深刻に枯渇しており、新規に100MW〜300MWの電力を確保することは極めて
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困難です。一方、ハイパースケーラーのクラウド設計基準（マルチAZ構成）では、メインリージョン
（大阪）から光ファイバー距離で100〜200km圏内、往復遅延5ms以内（理想的には3〜4ms以
内）にセカンダリ拠点または拡張リージョンを配置することで、データベースの同期レプリケーショ

ンと低遅延AI推論サービスを一体運用できます4。 
坂出市番の州から瀬戸大橋（児島・坂出ルート）を経由して岡山へ渡り、山陽新幹線・山陽自動

車道沿いの基幹光ファイバー網を通って大阪・堂島へ至るルートは実測距離で約180〜200km
であり、光ファイバー内の伝搬遅延（約5 s/km）と中継機器遅延を含めても往復3〜4msで直結µ
します4。これにより、大量データのバッチ学習（Training）のみならず、今後爆発的に需要が拡大
する産業用・コンシューマー向けの「リアルタイムAI推論（Inference）」および関西リージョンのコ
ア・クラウドワークロードの両方をオフテイク対象に取り込むことが可能です4。 
ただし、オフテイク審査における最大の技術的論点は「通信経路の物理的冗長性（異経路化）」

です4。複数の通信事業者（キャリア）からダークファイバーや波長サービスを調達しても、全回線

が瀬戸大橋の同一橋梁添架管路を通過していれば、橋梁被災時に全回線が同時断（単一障害

点：SPOF）となります4。したがって、開発事業者は瀬戸大橋経由の西回り陸上ルート（坂出〜岡

山〜神戸〜大阪）に加え、高松・東かがわ〜鳴門〜淡路島（明石海峡大橋）経由の東回りルー

ト、または瀬戸内海を横断する別ルートの海底光ケーブルを物理的に完全分離してキャンパス

へ引き込み、局舎・マンホールを含めた完全二重化（2Nルート）を図面と実測データでハイパー
スケーラーへ証明しなければなりません4。現地パートナーとしては、高松市で2,000ラック規模
のティア4準拠DC「Powerico」を運営し四国内の電力系光ファイバー網と7段階セキュリティ・24
時間365日有人監視ノウハウを有するSTNetや、経済産業省「クラウドプログラム」供給確保計画
の認定を受け高松市・綾川町でGPUクラウド「GPUSOROBAN」を展開するハイレゾをローカルア
ンカーおよびマネージドサービスパートナーとして組み込むことで、外資単独では難しいラストワ

ンマイル通信と県内企業向けAIオフテイクの双方を盤石に構築できます4。 
 
4. 立地環境・「香川の水不足」を突破する無水冷却技術とBCP適応 
香川県における300MW級AI-DC事業化の成否を分ける最大のエンジニアリング課題は、同県
の歴史的かつ構造的な宿命である「水資源制約（渇水リスク）」の克服です4。讃岐平野は年間降

水量が少なく大きな河川も存在しないため、上水道・工業用水・農業用水の多くを、県外の吉野

川水系・早明浦ダム（高知県）から導水する「香川用水」に依存しています4。水資源機構および

香川県の記録によれば、早明浦ダムが運用を開始した昭和50年（1975年）から令和8年（2026
年）までの52年間に、香川用水では実に39回もの取水制限が実施されています8。特に平成6年（
1994年）の大渇水では、6月29日から11月14日まで延べ128日間にわたり取水制限が敷かれ、7
月16日には第3次取水制限として上水75%・工業用水75%・農業用水75%という壊滅的なカット率
に達し、7月24日には早明浦ダムが完全に枯渇しました22。さらに直近の2025年秋から2026年2
月にかけても早明浦ダムの貯水率が26.8%（平年89.0%）まで低下し、冬場としては30年ぶりとな
る第2次取水制限や、農業用水・工業用水を上水道へ回す「用途間調整」、さらには早明浦ダム
発電専用容量からの緊急補給が実施されています23。 
仮に300MWのAI-DCで一般的な開放式冷却塔（蒸発潜熱を利用した水冷チラー方式、WUE＝

1.5〜1.8 L/kWh）を採用した場合、1日当たり約10,000〜12,000 （年間約360万〜430万 

）もの莫大な水資源を大気中へ蒸発消費することになります4。取水制限時に工業用水が

30%〜75%カットされれば、数兆円規模のAI-DCが冷却不能により即時シャットダウン（稼働停
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止）に追い込まれるため、工業用水の蒸発消費に依存する設計はプロジェクトファイナンスにお

いて絶対に融資承認が下りません4。この水制約を突破し、かつ南海トラフ巨大地震に対する

BCP（事業継続計画）を両立させるには、2市1町の「臨海ゾーン（坂出市・丸亀市）」と「内陸高台
ゾーン（綾川町）」の地形・インフラ特性に応じた冷却・防災エンジニアリングの最適配分が必須と

なります4。 
 

立地ゾーン区分 対象地区・用地

規模と先行事

例 

電力・通信イン

フラ接続性 
推奨冷却システ

ム（渇水対策） 
南海トラフBCP・
地盤特性と対

策 

臨海工業ゾーン

（坂出市・丸亀

市） 

坂出市・宇多津

町「番の州臨海

工業団地」（総

面積約620ha、

1区画2.6万
等の進出事

例）、旧瀬居中

学校跡地、丸亀

市蓬莱町臨海

部21 

坂出発電所（

138.5万kW＋計
画60万kW）至
近、187kV讃岐
坂出線・瀬戸大

橋光ルート直結
7 

非接触型海水

熱交換システム

または完全閉

ループD2C液
冷＋空冷チラー

（淡水蒸発ゼ

ロ）4 

堅固な護岸を

有するが埋立

地のため、液状

化防止の地盤

改良と満潮時

津波（想定3m
前後）に対する

1.5m以上のか
さ上げ・受変電

2階配置が必須
4 

内陸高台ゾーン

（綾川町） 

綾川町の内陸

丘陵産業用地

（高松空港近

接）、先行事例

として旧綾上中

学校活用の「綾

川町DC」（2026
年3月開所）16 

四国電力送配

電「讃岐変電

所」（500kV本
四連系線240万
kW・四国中央
東幹線・187kV
網結節点）至近
7 

完全閉ループ

Direct-to-Chi
p（D2C）液冷＋
空冷フリークー

リングチラー（

）4 

ユーラシアプ

レート上の強固

な内陸地盤（液

状化指数PL値
＝0相当）、津
波ハザード皆

無、半径100km
圏内に活火山

ゼロ、基礎免震

構造で震度7時
200gal以下低
減可能5 

具体的には、次世代AIサーバー（1ラック当たり100kW〜130kW超）の発熱の75〜80%をサー
バー内のコールドプレート（D2C液冷）で直接回収し、残る20〜25%をリアドア空調等で回収した
上で、建屋外の「空冷フリークーリングチラーおよびドライクーラー（空気熱交換器）」によって大

気へ放熱する完全閉ループ（Closed-Loop）システムを全面採用します4。初期充填時の冷却液

（プロピレングリコール水溶液や純水）が閉回路内を循環するだけであるため、平常運転時の補

給水消費量はほぼゼロ（ ）となり、香川用水の取水制限が75%に
達してもDCの稼働には一切影響しません4。夏季の高温時（外気温35℃超）には空冷チラーの
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COP（成績係数）低下により瞬間的なPUEが1.30前後へ上昇しますが、D2C液冷の送水温度を高
め（35〜40℃）に設定できる最新GPUの特性を活かせば、年間を通じたドライクーラーのフリー
クーリング稼働時間を拡大し、通年平均PUEを1.22〜1.25程度に抑え込むことが可能です4。さら

に坂出市番の州や丸亀市蓬莱町の臨海部では、火力発電所と同様に海水を利用したチタン製

プレート熱交換器（非接触型海水冷却）を併用することで、淡水を一切消費せずに夏季の冷却効

率を大幅に引き上げるハイブリッド設計も有効です4。 
 
5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
経済産業省は2026年9月11日のGX戦略地域（第1弾）認定にあたり、「計画の着実な推進及び地
域共生の確保等を留保条件として付す」と明記しました2。また、経産省の公募FAQが示す通り、
全体構想に大きく影響する計画の中止・変更が生じた場合や地域共生が損なわれた場合には、

地域認定の取消や交付済み補助金の返還リスクが発生します6。香川県においてこの留保条件

をクリアし、長期にわたり安定した事業運営を継続するためには、水資源の保全、2市1町の広域
ガバナンス統合、および地域産業・教育への計算資源還元という3つの外部不経済対策を法的
拘束力のある協定（立地協定・環境保全協定）に落とし込む必要があります4。 
まず、県民および農業関係者が最も危惧する水問題に対しては、事業者・香川県・2市1町の間で
「水レスDC宣言（渇水時取水ゼロ保証協定）」を締結することが不可欠です4。冷却方式として開

放式蒸発冷却塔を採用しないことを建築確認・立地協定の条件とし、上水や工業用水を生活雑

用水・非常用として契約する場合でも、年間水収支（取水量・消費量・排水量・水温）とWUE（水使
用効率）の実測値を四半期ごとに県ホームページ等で完全公開します4。さらに、香川県渇水対

策本部が第1次取水制限を発令した時点で、敷地内緑地散水や予備水補給を即時100%停止
し、住民生活・讃岐うどん産業・農業用水・既存製造業の優先権を絶対的に保証する運用規程を

明文化することで、地域社会の信頼を獲得できます4。 
次に、綾川町・坂出市・丸亀市の2市1町にまたがる広域ガバナンスの統合とワンストップ許認可
体制の構築が求められます6。例えば栃木県矢板市の安沢地区（約48haのうち約42haが農振農
用地区域［青地］）で農地転用合意が焦点となっているように、内陸の綾川町で数十ha規模のメ
ガキャンパス用地を造成する場合には農振除外・農地転用や開発許可の手続きが伴い、臨海部

の坂出・丸亀では港湾計画やコンビナート保安規制、海水熱交換を行う場合の温排水に関する

地元漁業協同組合との調整が伴います5。2市1町と香川県、四国電力送配電が一体となった常
設の推進協議会（PMO）を組成し、送電線・通信管路の道路占用許可から環境アセスメント、固
定資産税収を活用した広域インフラ整備基金の運営までを一元管理する体制が不可欠です6。 
さらに、地域産業・教育への計算資源還元とコンビナートGX連携を具体化しなければなりません
4。単に外資系クラウドのサーバーを置いて電気を消費するだけの施設では、国の電気料金助成

やインフラ支援が終了した後に地域に価値が残りません4。香川県では既に、ハイレゾが2026年
3月3日に開所した「綾川町データセンター（旧綾上中学校体育館活用）」において、校舎内の教
室をリフォームして子ども向けプログラミング教室や地域コミュニティスペースとして整備し、同年

7月には敷地内を災害時の一時避難所として提供する協定を結ぶなど、「地域共生型DC（香川
モデル）」の先行実績を築いています16。300MW級開発においても、GPU計算資源の一部を県
内企業（地域産業クラスター計画が推進する造船・建機等の鋼構造物関連分野や製造業）や香

川大学「情報人材育成産学官共創センター（創造工学部・大学院創発科学研究科）」、県の「か

がわAIゼミナール（東京大学松尾研究室連携・年間約1,000時間カリキュラム）」「かがわDX Lab
」へ優先提供する枠組みを組み込むとともに、坂出市番の州ではDCの排熱（50〜60℃温水）を



141 

コンビナート工場の予熱やスマート農業へ融通する地域共生モデルを実装すべきです26。 
 
6. 事業化進捗状況と競合分析：関西圏（大阪・京都）および福岡県（北九州・
直方・鞍手）との対比 
西日本におけるハイパースケールAI-DCの立地選定では、既存の「関西中枢圏（大阪・彩都・け
いはんな）」、そして今回のGX戦略地域（第1弾）で同時に認定された九州の「福岡県（北九州市
／直方市／鞍手町）」および「鹿児島県（薩摩川内市）」、さらには北陸の「富山県（南砺市）」が直

接の比較対象となります2。各地域のインフラ・投資環境を定量・定性の両面から比較すると、香

川県の明確なポジショニングが浮かび上がります4。 
 

評価軸・比較項

目 
香川県（綾川町

／坂出市／丸

亀市） 

関西中枢圏（大

阪・彩都・けい

はんな） 

福岡県（北九州

市／直方市／

鞍手町） 

鹿児島県（薩摩

川内市）※参考 

GX戦略地域認
定・目標規模 

認定済（第1弾）
：今後10年で
GW級集積（検
証対象300MW
）2 

非対象（大都市

圏の既存集積

地・系統飽和エ

リア） 

認定済（第1弾）
：数百MW〜
1GW級の北部
九州拠点2 

認定済（第1弾）
：累計350MW
（総事業費約2
兆8,500億円）2 

大阪（堂島IX）
からの往復遅

延 

約3〜4ms（直
線約150km・瀬
戸大橋／明石

海峡経由）4 

0.5〜1.5ms（都
市圏内・至近距

離） 

約9〜11ms（山
陽・九州縦断

ルート約

500km） 

約14〜16ms
（南九州までの

長距離伝送） 

基幹系統と受

電インフラ優位

性 

500kV讃岐変
電所（本四連系

線240万kW）＋
187kV基幹網＋
坂出火力138.5
万kW7 

275kV/154kV系
統が空容量枯

渇、受電まで8
〜10年待ちの
案件多数 

500kV/220kV
九州電力送配

電の北九州基

幹網・響灘電源

集積5 

旧川内火力発

電所跡地（サー

キュラーパーク

九州約32万

）の既設系

統直結5 

脱炭素電源の

調達環境 

伊方原発（

890MW）＋瀬
戸内太陽光（出

力制御2.61%・
1.33億kWh）＋
坂出水素GX14 

管内原子力稼

働はあるが、需

要過密により再

エネ余剰電力

が乏しい 

九州の豊富な

太陽光（出力制

御常襲エリア）

＋玄海・川内原

発＋響灘洋上

風力5 

川内原発（1・2
号機）至近＋九

州本土の太陽

光・風力余剰電

力24 

水資源・冷却方
極めて厳しい

（香川用水52年
淀川水系等に

遠賀川水系（直

方・鞍手）およ

川内川水系お

よび川内港（臨
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式の制約 で39回取水制
限）。無水冷却（

）または海水必

須4 

より上水・工水

は比較的安定

（ただし大規模

蒸発は規制傾

向） 

び響灘臨海部

の工業用水・海

水が利用可能5 

海部）の海水利

用が可能（温排

水は漁協調整）
5 

対象用地と開

発コスト・進捗 

番の州臨海工

業団地（約

620ha）・丸亀蓬
莱町・綾川町内

陸。STNet・ハイ
レゾ先行16 

用地取得単価

が極めて高額、

300MW規模の
一括用地確保

は困難 

響灘臨海工業

団地・直方鞍手

工業団地。外資

ファンド・大手通

信がF/S実施中5 

川内火力跡地

＋隣接唐浜産

業用地（保安林

解除調整中）。

2026年度内着
工計画5 

 
上表の通り、関西中枢圏（大阪・京都）との対比では、香川県は用地取得費が関西都市圏の数

分の1以下と圧倒的に安価でありながら、「往復遅延3〜4msという同一リージョン扱いが可能な
低遅延性」と「OCCTO先行整備融資の対象となる500kV/187kV系統および坂出発電所の潤沢
な供給力」を兼ね備えています4。大阪圏で特別高圧電力の確保に行き詰まったハイパースケー

ラーにとって、最も低リスクかつシームレスにワークロードを移管・拡張できる立地です4。 
一方、西日本の最大のライバルである福岡県（北九州市／直方市／鞍手町）との対比では、福

岡県側が北九州GX推進機構を核として響灘臨海工業団地や直方鞍手工業団地の広大なメガ
用地で外資系ファンド・大手通信事業者の事業可能性調査（F/S）を先行させているほか、水資源
の面でも香川県より余裕があります5。また鹿児島県薩摩川内市は旧川内火力発電所跡地（約

32万 ）を活用し、2026年度内着工・2033年3月までに累計350MW稼働（施設投資約8,500
億円、GPU含む総事業規模約2兆8,500億円）という極めて具体性の高いスケジュールで先行し
ています5。しかし、九州勢はいずれも大阪から往復10〜15ms程度の遅延が生じるため、大量
データのバッチ学習（LLM事前学習等）には適していても、関西経済圏の金融・製造・行政システ
ムと密結合した低遅延AI推論や同期バックアップ用途では香川県が決定的な優位性を持ちます
4。また、北陸の富山県南砺市（東京・大阪双方へ5〜6ms、庄川水系の地下水と豪雪冷涼気候
によるPUE 1.15前後）に対しては、冬季の豪雪による建設工事中断リスクや交通遮断リスクが皆
無である「瀬戸内の温暖少雨・無雪気候と高松空港・高速道路の卓越したアクセス性（高松空港

から車で約30分圏内）」を前面に打ち出すことで明確な差別化が可能です5。 
 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 
以上のディープリサーチと構造化SWOT分析の結論として、香川県「綾川町／坂出市／丸亀市」
における受電容量300MW級AI-DCの事業化は、関西圏の電力系統枯渇を受け止める「西日本
の最重要デジタルインフラ案件」として極めて高い戦略的価値を有するものの、漫然と地域認定

の看板に依拠した開発を行えば、水資源問題と系統増強・2市1町調整の壁に阻まれて頓挫する
リスクを孕んでいます4。総額数千億円〜数兆円規模のプロジェクトファイナンス（ノンリコース

ローン）を国内外のメガバンク・機関投資家から組成し、案件を確実にバンカブル（融資適格）と

するためには、事業スキーム・冷却エンジニアリング・段階的受電の3軸を統合した高度なストラ
クチャリングが不可欠です6。 
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第一の柱は、「四国電力グループ×外資ハイパースケーラー×グローバルインフラファンド」による
特別目的会社（SPC）の共同組成とリスク分担契約の精緻化です6。単独のデベロッパーが用地

取得・特高系統引込・無水冷却建設・テナント誘致の全リスクを背負うことは不可能なため、SPC
のエクイティ出資者に四国電力およびSTNet（送変電・発電インフラ調整、Powericoで培ったティ
ア4ファシリティ運用・保守エンジニアリング、電力系ダークファイバー網の提供）を中核株主とし
て迎え入れ、グローバルDCインフラファンド（開発資金拠出・ハイパースケーラー契約交渉）とコ
ンソーシアムを組成すべきです6。その上で、土地売買契約・EPC（設計・調達・建設）契約・融資
実行の先行条件（Conditions Precedent）として、「四国電力送配電からの段階的受電日・工事
費負担金上限の確定」と「アンカーテナントによる最低100MW以上のプレリース（長期オフテイク
予約契約）締結」を厳格にリンクさせ、系統遅延や補助金不採択時の損害帰属と期限延長条項

を契約書上で明確化する必要があります6。 

第二の柱は、「水レスDC（ ）」のEPC性能保証と通信2ルート完全異経路化のエン
ジニアリング担保です4。レンダーズ・エンジニア（金融機関側技術顧問）の技術デューデリジェン

スを通過するため、基本設計（FEED）段階から開放式蒸発冷却塔を全面排除し、完全閉ループ
D2C液冷＋高効率空冷チラー（臨海部では非接触型海水熱交換の併用）による「無水冷却アー
キテクチャ」を採用した上で、EPCコントラクターに対して夏季ピーク時（外気温38℃設計条件）の
冷却能力維持と年間PUE・WUEの性能保証（Liquidated Damages付き）を課すことが不可欠で
す4。同時に、瀬戸大橋ルートと明石海峡・鳴門ルート（または別経路海底ケーブル）の完全異経

路2N光ファイバー網を敷設し、大阪・堂島IXまでの往復遅延4ms以下をSLA（サービス品質保
証）として担保します4。 
第三の柱は、「坂出・丸亀臨海部（先行フェーズ）」と「綾川町内陸部（拡張フェーズ）」を組み合わ

せたハイブリッド・フェージング開発の実行です5。300MWを一箇所で一括開発するのではなく、
まず第1フェーズ（初期100MW：2028〜2029年稼働目標）として、既に工業専用地域として造成
済みで農地転用手続きが不要な「坂出市番の州臨海工業団地（または丸亀市蓬莱町）」におい

て、坂出発電所および既設187kV讃岐坂出線の余力を活用してスピード着工し、早期に営業
キャッシュフローを創出します5。それと並行してOCCTOの財政投融資先行整備スキームを活用
し、讃岐変電所（500kV/187kV）の母線増強と内陸工業団地の造成（香川県の民間工業団地整
備助成制度の活用）を進め、第2フェーズ（拡張200MW：2030〜2032年稼働目標）として、南海
トラフ津波・液状化リスクがゼロの「綾川町内陸高台キャンパス」を完成させることで、2031年運
開予定の坂出発電所5号機（約60万kW）や四国管内の太陽光・蓄電池PPAと連動した300MW
フル稼働体制を最も低い資本コストで実現することができます5。 
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GX戦略地域・鹿児島県薩摩川内市のAI
データセンターSWOT分析：300MW級AI 
DC投資採算性の検証 
2026年9月11日、経済産業省はGX2040ビジョンに基づく「GX戦略地域制度（データセンター集
積型）」の第1弾として全国9地域10地点を認定し、鹿児島県薩摩川内市を選定しました1。同市は

九州電力の川内原子力発電所（計1,780MW）と南九州の豊富な再生可能エネルギーが共存し、
2022年に廃止された旧川内火力発電所（計1,000MW）跡地の220kV送電系統・変電・取放水イ
ンフラを流用できる「ワット・ビット連携の究極モデル」として高い注目を集めています4。しかし、政

策構想と受電容量300MW級（計画最大350MW〜1GW）の大型AIデータセンター（AI-DC）に対
するプロジェクトファイナンス組成の間には、シビアな商業的・技術的乖離が存在します8。最大消

費地である東京圏から約1,000km離隔した地理的遠隔性による長期オフテイク契約（アンカーテ
ナント）獲得の壁、桜島の火山降灰や大型台風・重塩害・猛暑に対応する特殊エンジニアリング

負担10、そして経済産業省が付帯した「計画の着実な推進及び地域共生の確保」という留保条件

（認定取消リスク）を踏まえ3、同地点における投資採算性とバンカビリティ（融資適格性）を徹底

検証します。 
 

■ 鹿児島県 薩摩川内市 構造化SWOT分析 
【Strengths（強み）】 

●​ 国内最強クラスの24/7カーボンフリー電源供給力：隣接する九州電力・川内原子力発電所
1・2号機（各890MW、計1,780MW）の無炭素ベースロード電源に加え、南九州エリアに賦
存する大量の太陽光・風力・地熱電源が直結しています13。全国で最も再エネ出力制御が

頻発してきたエリア特性を逆手に取り、日中の余剰太陽光と夜間の原子力ベースロードを

組み合わせることで、グローバルIT企業が厳格に求める「24/7カーボンフリー電力（時間単
位の需給一致）」を国内最安水準かつ高確度で調達可能です14。 

●​ 旧川内火力発電所跡地（ブラウンフィールド）活用による開発工期・CAPEXの劇的圧縮：
2022年に廃止された旧川内火力発電所（500MW×2基、計1,000MW、敷地面積約32万
㎡）の跡地である「サーキュラーパーク九州（CPQ）」を事業用地として直接活用できます5。

一般的なグリーンフィールド開発では超高圧変電所と送電線の新設に4〜6年の工期と数
百億円規模の系統連系負担金を要しますが、南九州変電所等と連系する既存の220kV送
電線（新鹿児島線・川内火力線）・開閉所・送電鉄塔・大規模取放水設備を転用すること

で、受電インフラの初期設備投資（CAPEX）とリードタイムを劇的に圧縮できます6。 
●​ 川内川水系・臨海部の豊富な水資源と拡張性に富む強固な工業用地：一級河川・川内川

水系（発電用水利権373.2㎥/s）および重要港湾・川内港に面した海水取放水インフラを有
し、薩摩川内市は約70億円を投じて既存工業用水道（約9.8km）の延伸・増強を行い日量
40,000㎥の工業用水を安定供給する計画です20。用地もCPQ内のDC事業用地（約15ha
）と北東側に隣接する（仮称）唐浜産業用地（約25ha）を合わせた計約50haの一体開発に
加え、近隣の川内港久見崎みらいゾーン（分譲単価6,000〜6,700円/㎡、全体14.8ha）も
控え、重厚長大設備を支える強固な支持地盤と広大な拡張余地を備えています17。 
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●​ 電源立地自治体としての長年の受入実績と産学官の一体推進体制：半世紀にわたり火
力・原子力発電所を受け入れてきた薩摩川内市は、大口エネルギーインフラに対する行政

手続や住民合意形成のノウハウが極めて成熟しています5。2026年7月には薩摩川内市、
九州電力、サーキュラーパーク九州、鹿児島大学等が「AIデータセンター集積を見据えた
地域共創連携協定」を締結し、同年10月には市が「さつませんだいGX戦略地域整備基本
構想」を策定して造成・工水整備に計約190億円の公的投資を打ち出すなど、自治体と電
力会社が一体となった強力な推進体制が構築されています22。 

【Weaknesses（弱み・課題）】 
●​ 東京圏から約1,000km離隔することによる通信遅延と推論需要誘致の構造的限界：最大

の需要地である東京圏から直線距離で約1,000km、光ファイバーの実ルート長で約1,300
〜1,500km離隔しているため、光伝送の物理限界により往復遅延（RTT）が20〜25ミリ秒（
ms）を超過します。このレイテンシ制約により、10ms以下の即時応答が求められる金融取
引、自動運転制御、コンシューマー向けリアルタイムAI推論（Inference）ワークロードの誘
致には構造的な限界があり、対象市場が非同期計算領域に限定されます。 

●​ 長距離光ファイバー網の回線コスト高とルート冗長性（単一障害点）の脆弱性：南九州エリ
アは東京・大阪のコアIX（インターネットエクスチェンジ）から遠いため、
400Gbps/800Gbps級の超広帯域波長サービスやダークファイバーを複数ルートで長距
離確保する際の通信OPEXが極めて高額となります。特に九州南部は山岳・海岸地形の
制約から陸上幹線ファイバーが国道3号や九州自動車道・新幹線沿いに集中しやすく、豪
雨や土砂災害時の単一障害点（SPOF）リスクを排除するための東西完全異経路化や海底
ケーブル陸揚局への直結に追加投資を要します。 

●​ 桜島の火山降灰・大型台風・重塩害・猛暑に対応する特殊防塵・閉ループ液冷コスト：南九
州特有の夏季猛暑・多湿、東シナ海からの大型台風・重塩害に加え、南東約42kmに位置
する活火山・桜島の噴火に伴う降灰リスクが存在し、高度約1,500mの風向観測（2011〜
2025年）では年間11.1%の確率で薩摩川内市方向へ火山灰が流れています11。微細で導

電性・腐食性を持つ火山灰が空調機器や冷却塔に侵入すると目詰まりや基板短絡による

施設停止を引き起こすため10、北海道や東北で主流の外気フリークーリングは一切採用で

きず、完全密閉建屋と閉ループ水冷・液冷システムが必須となり建設CAPEXを10〜15%押
し上げます。 

●​ 高度IT・AIエンジニアやDCファシリティ保守人材の地元確保難：薩摩川内市は発電所関連
のプラント保守人材こそ存在するものの、最新の液冷AIサーバー群（NVIDIA 
Blackwell/Rubin世代等）や超高速InfiniBand/Ethernetファブリックを運用できる高度ネット
ワークエンジニア、クラウドインフラ技術者の労働市場が地元に極めて薄いのが実情で

す。300MW規模のミッションクリティカル施設を24時間365日維持するには、都市部から
の高コストな人材招聘や高度な自動化・遠隔運用体制の構築が不可欠となります。 

【Opportunities（機会）】 
●​ 「超大規模LLM事前学習（Training）特化型AIファクトリー」としての明確なポジショニング：

数週間から数ヶ月間連続で数万基のGPUを稼働させる大規模言語モデル（LLM）の基礎
事前学習や科学技術シミュレーション、夜間バッチ処理は、通信遅延の影響を全く受けま

せん。薩摩川内市はレイテンシ感応度ゼロ・電力消費極大の「AI事前学習専用ファクト
リー」として明確に割り切ることで、首都圏近郊DCとの正面衝突を避け、安価で豊富な脱
炭素電力を武器に独自の市場ポジションを確立できます14。 

●​ 米国の「原発隣接・廃止火力跡地転用モデル」のトレースによる国内最速クラスの稼働：米
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国ではTalen EnergyとAWSによるSusquehanna原発隣接DC（最大1,920MW契約）のよう
に、既存の大型電源・廃止火力発電所の変電インフラに直結して開発期間を短縮するモ

デルがAI-DC開発の主流となっています29。薩摩川内市では台湾CDIBキャピタルグルー
プ等が出資するカイシンデジタルインフラストラクチャー（凱信數基）が、2026年11月末着
工・2027年8月稼働で初期6.4MW（モジュール型PoC、事業費約150億円）を立ち上げ、
2033年3月までに350MW（施設投資約8,500億円）へ拡張する計画を進めており、国内最
速クラスでメガスケール容量を市場投入できる好機にあります9。 

●​ 首都圏・南海トラフ巨大地震から独立したソブリンAI・国家極限バックアップ拠点：首都直
下地震や南海トラフ巨大地震の想定震源域から距離を置く薩摩川内市（川内原発立地で

最高水準の耐震安全性が検証された岩盤エリア）は、広域災害時に首都圏・関西圏の計

算基盤と同時被災しない地理的独立性を有しています。経済安全保障上の「ソブリンAI
（国産基盤モデル）」開発拠点や、政府・金融機関の極限ディザスタリカバリ（DR）・データ
ボールト拠点として、公的オフテイクや国内コンソーシアム需要を獲得できる戦略的機会

が存在します2。 
【Threats（脅威）】 

●​ 外資ハイパースケーラーのオフテイク不在リスクと国の「留保条件」抵触による認定取消：
現在進行中のカイシンデジタルインフラストラクチャーによる計画は開発・運営事業者が先

行して枠組みを固める形態をとっていますが、300MW超の巨額投資（建物・設備約8,500
億円、サーバー関連約2兆円）を回収するには、AWS・Microsoft・Google等の外資ハイ
パースケーラーによる長期オフテイク契約が不可欠です9。需要家の確定が遅れ「土地と

電力の空押さえ」状態に陥った場合、経済産業省がGX戦略地域認定に付した「計画の着
実な推進及び地域共生の確保」という留保条件に抵触し、認定取消や系統容量の剥奪に

至る重大な脅威があります3。 
●​ 同じ九州内のGX戦略地域「福岡県（北九州市・直方市・鞍手町）」への需要流出：2026年9

月に同じくデータセンター集積型GX戦略地域に認定された福岡県（北九州市・直方市・鞍
手町、目標1GW超・用地計81ha）は、都市インフラ、IT人材の集積、アジア向け海底ケーブ
ル陸揚局やIXへの近接性において薩摩川内市を大きく凌駕しています36。九州エリア内で

推論と学習を兼用したいハイパースケーラーの需要が、より通信・人材条件に優れた北部

九州クラスターへ流出する競合リスクは極めて高いと言えます36。 
●​ 熊本TSMC等の半導体建設ラッシュに伴う九州全域でのサブコン不足と建設CAPEX高騰

：熊本県のTSMC（JASM）第1・第2工場や福岡・大分等の半導体関連投資、さらには九州
各地のインフラ整備が同時進行しているため、九州全域で特高電気工事・空調衛生サブコ

ンの労働力不足と資機材単価の高騰が深刻化しています26。薩摩川内市のような地方臨

海部へ数千人規模の建設作業員を動員するには多額の労務費・宿泊費プレミアムが必要

となり、初期CAPEXの上振れが投資利回り（IRR）を圧迫する脅威となります。 
●​ 川内原発の定期検査・長期停止リスクと特高変圧器・GISのサプライチェーンボトルネック：

川内原発1・2号機は定期検査やテロ対策施設（特定重大事故等対処施設）関連工事、あ
るいは司法判断や規制基準変更による長期停止リスクを常に内包しており、停止期間中

は九電管内の火力焚き増しや市場調達コストの上昇を通じて電力価格・非化石証書価格

が変動します。また、世界的なAI-DC建設ブームにより220kV級の特別高圧変圧器やガス
絶縁開閉装置（GIS）、非常用ガスタービン発電機の納期が3〜4年へ長期化しており、機
器調達遅延がそのまま稼働スケジュール遅延に直結します30。 
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【300MW級事業化の現実度（暫定評価）】 
薩摩川内市における300MW級AI-DC事業化の現実度は、5段階評価（高／中〜高／中／低〜
中／低）において「中〜高」（インフラ即応性：極高、商業オフテイク確度：中）と評価されます。旧

川内火力発電所跡地の既存220kV系統・取放水インフラを流用できるブラウンフィールド優位性
と、川内原発・南九州再エネによる脱炭素電源の即応性は、全国10地点のGX戦略地域の中で
間違いなくトップクラスであり、すでに台湾系資本等による準備法人（カイシンデジタルインフラス

トラクチャー）が設立され、2026年11月の第1期モジュール（6.4MW）着工へ向けた実動フェーズ
に入っている点も高く評価されます3。しかし、施設投資8,500億円・サーバー投資2兆円というフ
ルスケール（350MW）のプロジェクトファイナンスを組成する上では、東京から約1,000km離れた
火山降灰エリアにおいて、外資ハイパースケーラー等の信用力あるアンカー需要家と10〜15年
の長期Take-or-Pay（利用有無にかかわらない支払保証）契約をロックインできるかが最大のボト
ルネックとして立ちはだかっています9。 
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深掘り検証セクション 
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1. 電力供給構造と電源調達の実効性 
300MW級のAIデータセンター（PUE 1.15〜1.20想定、設備利用率85〜90%）は、年間約23億〜
25億kWhという膨大な電力を24時間365日休みなく消費します。薩摩川内市がこの巨大量の電
力供給において国内随一の競争力を持つ理由は、市内に立地する九州電力・川内原子力発電

所1・2号機（定格電気出力890MW×2基＝計1,780MW）の無炭素ベースロード電源と、鹿児島県
を中心とする南九州エリアの潤沢な再生可能エネルギー（太陽光・風力・地熱）が同一の地域系

統内に共存している点にあります13。現在、グローバルなハイパースケーラー（AWS、Microsoft、
Google等）は、単なる年間総量ベースでの再エネ証書マッチング（RE100型）から、1時間単位で
消費電力と脱炭素電源の発電量を一致させる「24/7 Carbon-Free Energy（CFE）」へと調達基準
を厳格化させています。太陽光や風力のみに依存する地域では、夜間や無風時に24/7 CFEを達
成するために巨額の定置用蓄電池（BESS）投資を強いられ、結果としてLCOE（均等化発電原価）
が大幅に上昇します。 
これに対し薩摩川内市では、昼間は南九州で恒常的に発生している太陽光発電の出力制御（余

剰電力）をバーチャルPPAやフィジカルPPAを通じて極めて安価に吸収し、夜間および悪天候時
は川内原発由来の原子力非化石証書（トラッキング付）または九州電力のクリーン電力メニュー

を組み合わせるハイブリッド調達が可能です14。経済産業省がGX戦略地域制度において「再エ
ネの出力制御が起きてきたエリアに10年スパンで常時負荷を乗せる」構造を重視した通り、
300MWの常時負荷が南九州に立地することは、九州電力管内の再エネ出力制御率を引き下
げ、系統全体の脱炭素電源稼働率を極大化する効果をもたらします14。ただし、プロジェクトファ

イナンスの観点からは、川内原発の定期検査（約13ヶ月ごとの停止）や万一の長期停止時に備
え、九州電力との間で「原発稼働状況に左右されない固定価格帯での長期クリーン電力供給契

約」および「市場価格高騰時のキャップ条項」を事前に締結しておくことが、OPEXのボラティリティ
を遮断する必須条件となります。 
 
2. 送電系統制約と旧火力跡地（ブラウンフィールド）活用による超高圧受電
の優位性 
日本国内で300MW級のAI-DCを開発する際、最大のボトルネックとなっているのが特別高圧（
275kV/220kV/187kV）の送電系統空き容量の不足と、変電所・送電線新設に伴う4〜6年の長期
リードタイムです8。一般的なグリーンフィールド（更地）開発では、基幹系統からの分岐鉄塔建

設、山林や市街地を通過する送電線敷設の用地交渉、および特高変電所の新設工事に莫大な

時間と工事負担金を要します。薩摩川内市が他のGX戦略地域（北海道や東北・北関東等の新
設造成地）に対して圧倒的な優位性を持つのは、2022年に廃止された九州電力・旧川内火力発
電所（500MW×2基、計1,000MW）の跡地である「サーキュラーパーク九州（CPQ）」をそのまま
転用するブラウンフィールド開発である点です5。 
九州電力の系統構成上、川内エリアは霧島市方面の「南九州変電所」と500kV川内原子力線（2
回線、約60km）で強固に結ばれているほか、旧川内火力発電所の開閉所には南九州変電所か
らの220kV送電線（新鹿児島線・川内火力線）や人吉変電所方面からの220kV系統が連系され
てきました6。すなわち、かつて1,000MWの電力を系統へ「送り出していた」220kVの送電鉄塔、
送電ルート、開閉所ヤード、および地下ケーブル洞道といった基幹インフラが敷地内にそのまま

残存しています5。これを300MW（将来的には350MW〜1GW）の電力を系統から「受け入れる」
受電設備へと逆転利用することで、新規の送電線ルート開拓や鉄塔建設を省略し、系統連系工

事の工期を通常の半分以下（2〜3年程度）、初期の系統連系負担金を数十億〜百億円単位で
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圧縮することが可能です8。実際、カイシンデジタルインフラストラクチャーが2026年11月末着工・
2027年8月稼働という驚異的なスピードで第1期6.4MWモジュールを立ち上げられるのも、旧発
電所敷地内の既存電源・インフラを即座に活用できるブラウンフィールド特性によるものです31。 
 
3. 需要家プロファイル・レイテンシ制約とオフテイク実現性 
電力と系統の優位性が際立つ一方で、商業面における最大のハードルは「東京圏から約

1,000km離隔している」という物理的距離と通信遅延（レイテンシ）です。光ファイバー内の信号
伝播速度（約200km/ms）に中継機器の処理遅延を加味すると、薩摩川内市と東京（大手町・印
西エリア）の間の往復遅延（RTT）は20〜25ms超、大阪（堂島・彩都エリア）との間でも10〜13ms
程度となります。この遅延特性は、ミリ秒単位の応答性が競争力を左右する生成AIのリアルタイ
ム対話推論（Inference）、自動運転・産業用ロボットの遠隔制御、フィンテック取引、クラウドゲー
ミング等のエッジ・都市型ワークロードには適合しません。したがって、首都圏の延長線上で汎用

マルチテナント型DCとしてテナントを募る事業モデルは成立せず、ワークロードの徹底した絞り
込み（ピボット戦略）が不可欠です。 
薩摩川内市がターゲットとすべき需要家プロファイルは、第一に「超大規模LLMの基礎事前学習
（Foundation Model Pre-training）およびファインチューニング専用工場」、第二に「創薬・気象・
材料開発等のHPC（ハイパフォーマンス・コンピューティング）科学計算や夜間バッチ処理」、第三
に「首都圏・南海トラフ被災時の極限DR（ディザスタリカバリ）およびソブリンAIデータ保管庫」の3
領域です。特に数万基の最新GPUを単一ファブリックで束ねる300MW級の事前学習クラスター
は、外部との通信トラフィックよりもデータセンター内部のGPU間通信（East-Westトラフィック）が
支配的であり、東京との20ms超の遅延は一切問題になりません。ただし、外資ハイパースケー
ラーや大規模AI開発企業（OpenAI、Anthropic等）、あるいはGPUクラウド事業者（ネオクラウド）
をアンカーテナントとして誘致するには、鹿児島〜福岡〜大阪〜東京を結ぶ長距離バックボーン

回線（400G/800G波長）の通信コスト高を相殺するだけの「圧倒的に安価な電力料金＋不動産
賃料パッケージ」を提示する必要があります。九州電力グループ（QTnet等の通信子会社を含
む）がバックボーン回線のダークファイバー提供や電力PPAを一体的にパッケージ化し、10〜15
年間の長期Take-or-Pay（容量予約・支払保証）契約を着工前にロックインできるかが、オフテイ
ク実現の分水嶺となります27。 
 
4. 立地環境・冷却用水インフラと特殊環境（火山降灰・台風・猛暑）への技
術適応 
AIデータセンターの冷却設計において、薩摩川内市は「極めて恵まれた水資源」と「極めて過酷
な大気・気象環境」という二面性を併せ持っています10。水資源に関しては、旧川内火力発電所

が東シナ海（川内港）に面しており1,000MW分の復水器冷却を担っていた大規模な海水取放水
口・水路インフラが存在するほか、淡水についても薩摩川内市が「さつませんだいGX戦略地域
整備基本構想（2026年10月策定）」において、既設工業用水道（約9.8km）の末端である水引町
手打地内からCPQ敷地および（仮称）唐浜産業用地までの延伸・新設（約40億円）と既設管路改
修（約30億円）に計約70億円を投じ、日量40,000㎥の工業用水を安定供給する計画を明示して
います5。日量40,000㎥（毎秒約0.46㎥）の淡水供給力は、300MW級データセンターの冷却補
給水として十分すぎる余裕を持っています21。 
しかし、大気環境に目を向けると、北海道（石狩・苫小牧）や東北（秋田・富谷）のGX戦略地域と
は決定的に異なるエンジニアリング上の制約が存在します3。それは、夏季の高温多湿と東シナ
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海からの大型台風・重塩害に加え、南東約42kmに位置する活火山・桜島の噴火に伴う「火山降
灰リスク」です11。気象庁の高層気象観測データ（2011〜2025年）に基づく分析では、桜島上空約
3,000m〜5,500mの風は偏西風により東側（都城・宮崎方面）へ約8割が流れる一方、噴煙が低
い場合や夏季〜秋季の東風・南東風時には西〜北西方向へ灰が流れ、高度約1,500mにおいて
薩摩川内市方向へ風が向かう割合は年間11.1%（11月単月でも7.3%）に達し、鹿児島市中心部
（年間9.9%）をも上回る頻度を示しています11。火山灰はガラス質の鋭利な微粒子であり、水分を

含むと導電性と強い腐食性を帯びます10。そのため、外気を直接サーバー室や熱交換器に取り

込む外気フリークーリング（直接・間接外気冷房）や一般的な開放型冷却塔（クーリングタワー）を

使用すると、フィルターの即時目詰まりや冷却水への灰混入、電気基板の短絡・腐食による壊滅

的な機器故障を引き起こします10。 
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したがって、薩摩川内市のAI-DCでは、建屋内部を常時陽圧に保ち多段サイクロン・HEPA防塵
フィルターで微細火山灰の侵入を完全に遮断する密閉構造と、サーバーチップから直接熱を奪う

Direct-to-Chip（D2C）水冷または液浸冷却（Immersion Cooling）、そして屋外の空気と冷却水
が直接触れない「閉ループ（クローズドループ）熱交換器＋工業用水（日量40,000㎥）または海
水取放水による水冷チラーシステム」の採用が絶対条件となります10。さらに、重塩害対策として

の屋外配管・熱交換器のチタンや重防食塗装仕様、最大瞬間風速70m/s級の超大型台風に耐
える堅牢な躯体設計が求められ、これら特殊環境エンジニアリング費を初期CAPEX（施設投資
約8,500億円枠内）に精緻に織り込む必要があります9。 
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5. 地域共生・外部不経済対策と国の留保条件適合性 
経済産業省は2026年9月11日のGX戦略地域認定にあたり、データセンター集積型の全10地点
に対して「計画の着実な推進及び地域共生の確保等を留保条件として付す」と明示しました3。こ

の留保条件の背景には、全国でデータセンターの系統接続申込みが急増する中で生じている

「土地と電力の空押さえ（実態のない投機的開発）」への強い警戒感と、データセンターが大量の

電力・水・広大な土地を占有するにもかかわらず「自動化が進んでおり地元雇用をほとんど生ま

ない」という自治体・住民側の不満（外部不経済）があります8。事実、薩摩川内市の市議会や地

域社会においても、初期350MW・将来1GWという巨大計画が地域の土地・電力・水を空押さえ
し、市民生活や農業・既存産業にしわ寄せを与えないかという厳しい検証の目が向けられていま

す8。 
かつて旧川内火力発電所および関連企業は多数の地元雇用と関連メンテナンス需要を支えて

いましたが、その跡地（サーキュラーパーク九州）が少人数で遠隔運用される「巨大なサーバー

の箱」に置き換わるだけでは、地域の期待は大きな失望へと転じかねません39。このリスクを回

避し国の留保条件をクリアするため、薩摩川内市は2026年10月に公表した「さつませんだいGX
戦略地域整備基本構想」において、単なるDC誘致にとどまらない「サーキュラー都市・薩摩川内
市」の実現を掲げています21。具体的には、AIデータセンターから大量に排出される使用済み
サーバー・電子機器（E-waste）の解体・貴金属回収・再資源化を行う「資源循環業」の集積をは
じめ、AI-DC関連機器の製造・保守拠点および重要港湾川内港・南九州西回り自動車道（薩摩
川内水引IC）を活かした広域物流拠点の形成、閉ループ液冷システムから回収される50〜60℃
の中温排熱を活用した陸上養殖やスマート農業への熱供給、さらには鹿児島大学サテライトラボ

等と連携したGX・DX人材育成と地元プラント保守企業のDCファシリティ管理への参画促進が組
み込まれています21。加えて、8,500億円規模の建屋・設備投資と2兆円規模のサーバー償却資
産から生じる巨額の固定資産税収を、市のインフラ先行投資（造成・工水整備約190億円）の回
収および市民サービス向上へ透明性高く還元するスキームを確立することが、地域共生要件を

満たす要諦となります21。 
 
6. 事業化進捗状況と競合分析：福岡県（北九州・直方・鞍手）および米国ブ
ラウンフィールド事例との対比 
薩摩川内市の現在地と競争力を客観的に評価するため、同じ九州内で同時にGX戦略地域
（データセンター集積型）に認定された「福岡県（北九州市・直方市・鞍手町）」、および薩摩川内

市がモデルとする米国の先行ブラウンフィールド事例「Talen Energy / AWS（Susquehanna原発
隣接DC）」との構造比較を行います2。 
 

比較項目 鹿児島県 薩摩川内
市（本件） 

福岡県（北九州市・

直方市・鞍手町） 
米国 Talen Energy / 
AWS（
Susquehanna） 

開発モデル・類型 電源直結ブラウン

フィールド型（旧火力

発電所跡地転用）5 

都市・通信ハブ近接

クラスター型（臨海・

内陸工業団地）36 

原発隣接ブラウン

フィールド・PPA型
（米国ペンシルベニ
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ア州）30 

対象用地・規模 サーキュラーパーク

九州（旧川内火力跡

地・DC用地15ha）＋
（仮称）唐浜産業用

地（25ha）等 計約
50ha17 

北九州市（響灘臨海

工業団地等）＋直方

鞍手工業団地周辺 
計81ha（2036年目
標）36 

Susquehanna原発
隣接のCumulusキャ
ンパス 約1,200エー
カー（約485ha）43 

目標受電容量 初期実証 6.4MW（
2027年8月）→ 
350MW（2033年3
月）→ 将来構想 
1GW8 

3市町合計で 数百
MW〜1GW超（2036
年までに原発1基分
超）36 

初期取得960MW枠 
→ 2029年840〜
1,200MW、2032年
1,680〜1,920MW30 

主力電源・系統特性 川内原発（1,780MW
）＋南九州再エネ。

旧川内火力（

1,000MW）の既存
220kV系統・開閉所
を直接流用5 

響灘洋上風力・太陽

光＋九電基幹系統。

新規工業団地への

特高引込整備が必

要36 

Susquehanna原発（
2,475MW）。BTM直
結案がFERCに却下
され FTM（系統経
由）長期PPAへ転換
30 

通信遅延・立地特性 東京から約1,000km
（RTT 20〜25ms
超）。LLM事前学習・
バッチ計算に特化。

火山降灰・台風対策

必須10 

福岡都市圏・IXに近
接、アジア海底ケー

ブル陸揚地に近く、

推論・学習双方に対

応可能。IT人材豊富
36 

米国東海岸（NY・
バージニアのDC密
集地）に近く、低遅延

と大規模電源を両立
30 

事業主体・進捗状況 カイシンデジタルイン

フラストラクチャー

（台湾CDIB等）が設
立済。2026年11月着
工へ具体化9 

福岡県・3市町が
2026年9月認定を受
け、造成中用地への

企業誘致を本格化36 

2024年3月にAWSが
キャンパス買収、

2025年6月に総額
180億ドル・最大
1,920MWのPPA締
結29 

 
薩摩川内市の事業化進捗は、台湾の投資銀行グループであるCDIBキャピタルグループや信越
科学産業、サーキュラーパーク九州等が連携し、2026年1月20日に事業会社「カイシンデジタル
インフラストラクチャー株式会社（凱信數基、代表取締役：南怡君氏）」を現地（薩摩川内市サー

キュラーパーク1丁目1番）に設立したことで、全国10地点の中でも突出した具体性を見せていま
す9。同社は2026年7月18日に立地協定を締結し、まずは電源・冷却・通信・サーバーを一体化し
たユニット型の概念実証（PoC）施設として6.4MW（概算事業費約150億円、サーバー関連投資
約450億円）を2026年11月末に着工、2027年8月頃に稼働させる計画です31。 
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一方、同じ九州の「福岡県（北九州市・直方市・鞍手町）」と比較すると、明確な棲み分けと競合関

係が浮かび上がります2。福岡県連合は北九州市の響灘臨海部や直方鞍手工業団地（計81ha）
を舞台に2036年までに1GW超を目指しており、福岡都市圏の豊富なIT人材、アジア向け海底
ケーブルやコア通信網への近接性、火山降灰リスクの低さにおいて薩摩川内市に対して優位に

立ちます36。しかし、直方・鞍手等の内陸造成地では大規模な特高変電設備の新規引き込みに

時間を要するのに対し、薩摩川内市は旧川内火力跡地の220kV系統と取放水設備を即座に使
えるため、「開発スピードと初期インフラCAPEXの低さ」で福岡県を圧倒します5。 
また、米国の先行事例であるTalen EnergyとAWSのSusquehanna原発（出力2,475MW）隣接DC
プロジェクトからは、極めて重要な制度的教訓が得られます30。AWSは2024年3月にTalenから原
発隣接のCumulus DCキャンパス（最大960MW）を買収し、当初は送電網を介さないメーター裏
（Behind-the-Meter: BTM）直結での電力供給（480MW）を企図しました30。しかし、2024年11月
に米連邦エネルギー規制委員会（FERC）が「大口需要家が系統維持費（託送料金）を負担せず
に原発電力を独占すると、一般需要家の電気料金負担が増大し市場の公平性を損なう」として

BTM接続協定変更を却下しました30。これを受け両社は2025年6月、既存の送電系統（
Front-of-the-Meter: FTM）を経由して2042年までに最大1,920MW（総額約180億ドル）を供給す
る通常の長期PPAスキームへと契約を再構築し、事業を軌道に乗せています29。薩摩川内市に

おいても、川内原発や旧火力跡地と私設線でBTM直結するような特例スキームを狙うのではな
く、既存の220kV公衆系統（FTM）を正当に利用して託送料金を負担しつつ、フィジカルPPAと非
化石証書で川内原発・南九州再エネの価値を紐付けるスキームこそが、日本の電気事業法およ

び国の留保条件（地域・既存需要家との共生）に最も適合する現実解となります3。 
 
7. 結論とプロジェクトファイナンス組成に向けた提言 
以上の多角的検証から、鹿児島県薩摩川内市における300MW級（計画最大350MW）AIデータ
センター事業は、電源・送電系統・冷却水・用地の物理的インフラの即応性においては国内最高

峰のポテンシャルを有するものの、総額8,500億円（サーバー含め2兆8,500億円）規模のプロ
ジェクトファイナンス（ノンリコースローン）を組成して投資適格（バンカブル）とするためには、商業

面および技術面の構造的リスクを解消する厳格なストラクチャリングが不可欠であると結論付け

られます9。シニアレンダー（協調融資団）およびインフラエクイティ投資家の投資委員会（IC）を突
破するためには、まずフェーズド・ゲート方式を厳守し、初期の6.4MWモジュール実証（事業費約
150億円）はスポンサーのコーポレートエクイティ等で迅速に立ち上げて通信遅延影響や液冷運
用実績を実証する一方、後続の100MW〜350MWフェーズの本格着工にあたっては、需要家未
確定のまま建設を進めるマーチャントリスク（見込み建築）を完全に排除しなければなりません8。

具体的には、投資適格格付け（BBB以上）を持つ外資ハイパースケーラー、国内メガクラウドコン
ソーシアム、またはソブリンAI基金との間で、最低10〜15年間の長期Take-or-Payオフテイク契
約（電力費・通信費パススルー条項付）を着工条件（Conditions Precedent: CP）として100%ロッ
クインすることが第一の絶対条件となります29。 
第二に、台湾系デベロッパー（カイシンデジタルインフラストラクチャー）単独での開発リスクを低

減するため、土地所有者であり系統・電源・通信を握る九州電力グループ（サーキュラーパーク

九州およびQTnet等）がSPC（特別目的会社）へマイノリティ出資またはインフラ設備リース形式で
深くコミットするJV（合弁）スキームを構築すべきです27。その上で、米国Talen/AWSのFTM転換事
例に倣い、既存220kV系統を介した長期固定価格帯の24/7カーボンフリー電力PPAと、東京・大
阪・福岡IXまで直結する冗長化ダークファイバー網を一体化した「電源・系統・光回線の三位一体
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パッケージ契約」を組成し、地理的遠隔性のハンディキャップを電力コストの安さで完全に相殺す

る構造を作る必要があります6。 
第三の技術的担保として、高度1,500mで年間11.1%の風向確率を持つ桜島の火山降灰と猛暑・
台風・重塩害環境に対し、外気フリークーリングを一切排した「完全密閉・陽圧防塵建屋＋

Direct-to-Chip液冷＋閉ループ水冷（工業用水40,000㎥/日および海水熱交換）」の設計を標準
化しなければなりません10。融資契約上は、国内大手の実績あるスーパーゼネコン・サブコンと

の間で、降灰時の冷却性能保証（PUE保証・稼働率SLA保証）および工期遅延・コスト超過リスク
を請負側でキャップするランプサム・フルターンキーEPC契約を締結し、さらに熊本TSMC関連工
事との競合を避けるためのモジュール化・プレハブ化工法（オフサイト製造と川内港からの海上

搬入）を徹底することが不可欠です21。そして第四に、経済産業省による認定取消リスク（留保条

件違反）と地元の「空押さえ」批判を封じるため、市の整備基本構想と連動し、DC排熱の地域農
業・養殖業への無償供給、使用済みサーバーのCPQ内リサイクル義務化、および鹿児島大学や
地元企業と連携したファシリティ保守雇用の創出目標（KPI）を立地協定および融資コベナンツに
明確に組み込むことが求められます3。これら全ての条件が揃ったとき初めて、薩摩川内市の

300MW級AIデータセンターは「ワット・ビット連携」の国家象徴プロジェクトとして強固なバンカビ
リティを獲得します。 
 

引用・参照情報源の明記 
本レポートの執筆にあたり参照した公的資料、自治体発表、企業プレスリリース、および報道機

関等の情報源は以下の通りです。 
 

分類 発行機関・媒体名 資料・記事タイトルお

よび公表時期 
参照ID 

省庁・公的機関資料 経済産業省 「GX戦略地域（第1
弾）」の認定について

（データセンター集積

型9地域10地点、留
保条件の明示／

2026年9月11日公
表） 

3 

省庁・公的機関資料 国土交通省 河川分
科会 / 環境省 

川内川水系における

水利用状況（発電用

水・工業用水）／

サーキュラーパーク

九州（九州電力川内

発電所跡地）関連資

料 

20 
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自治体計画・発表 鹿児島県 薩摩川内
市 

「さつませんだいGX
戦略地域整備基本

構想」の策定・概要

版（唐浜産業用地造

成費約120億円・工
業用水道整備費約

70億円・日量
40,000㎥供給計画
／2026年10月8日公
表） 

4 

自治体計画・発表 鹿児島県 薩摩川内
市 / 鹿児島県企業立
地ガイド 

カイシンデジタルイン

フラストラクチャー株

式会社「凱信数基薩

摩川内市AIデータセ
ンター」立地協定（

350MW時投資予定
額約8,500億円・
サーバー関連投資

約2兆円／2026年7
月・10月） 

9 

自治体計画・発表 薩摩川内市 経済シ
ティセールス部 

「川内港久見崎みら

いゾーン産業立地ビ

ジョン」および第3次
分譲予約要領（分譲

面積・価格6,000〜
6,700円/㎡／2023
年〜2026年） 

23 

自治体計画・発表 福岡県 / 北九州市 / 
富山県 

国の「GX戦略地域
（データセンター集積

型）」正式認定に関

する記者発表資料

（北九州市・直方市・

鞍手町、南砺市／

2026年9月11日） 

2 

企業公式発表 九州電力株式会社 / 
サーキュラーパーク

「AIデータセンター集
積を見据えた地域共

5 
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九州株式会社 / 
CDIBキャピタルグ
ループ 

創連携協定」の締結

（2026年7月22日）、
国内最大級AI-DC開
設のための準備法

人設立発表、川内発

電所設備概要および

南九州変電所・

220kV系統連系資料 

海外企業・規制当局 Talen Energy 
Corporation / Utility 
Dive / Data Center 
Dynamics 

Form 8-K（AWSとの
Susquehanna原発
最大1,920MW長期
PPA締結／2025年6
月11日）、FERCによ
るBTM接続協定却下
およびFTM転換に関
する分析レポート（

2024年11月〜2025
年9月） 

29 

報道・専門機関分析 読売新聞 / 毎日新聞 
/ 鹿児島建設新聞 / 
建設通信新聞 / テレ
ビ西日本 

薩摩川内市GX戦略
地域整備基本構想（

50ha利用計画・初期
6.4MWモジュール着
工見通し）、福岡県

GX戦略地域（3市町
81ha・1GW超構想）
に関する報道（2026
年9月〜10月） 

17 

気象・災害リスク分

析 
東京海上ディーアー

ル / 鹿児島高層気象
観測分析 

桜島噴火に伴う降灰

が空調・データセン

ター冷却設備に与え

る影響（2026年10
月）、鹿児島高層観

測（2011〜2025年）
に基づく桜島上空高

度別風向・降灰到達

割合データ 

10 
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